
第3章

情報通信政策の動向

第１節

　

高度情報通信社会の実現に咄･た政府の取組

高度情報通信社会推進本部

　

６年８月、内閣に設置された高度情報通信社会推進本部は、９年91｣、電子商取引の本格

的な普及を実現することを目指し技術面の進展にも留意しつつ、専門的な検討を進め、必

要な諸施策を政府一体となって講じるため、電子商取引等検討部会を設置した。

　

部会では、①現行制度・ルールの明確化、整備等を必要とする課題、②政府として前向き

に取り組むべき課題、③新たな対応の在り方等を検討すべき課題、①国際調和をつ

き課題、⑤国民生活上の課題について検討レ10年の春に報告を取りまとめる予定である、

２

　

行政の情報化の推進

　

行政の情報化については、６年12月、｢行政情報化推進基本計画｣を閣議決定レ

　

ア年度を

初年度として、総合的・計画的に推進してきたところであるが、その後、中央省庁の職員一

人一台パソコンの配備、霞ヶ関ＷＡＮ(省庁間ネットワーク)等基盤整備が大きく進展したこ

と、また、インターネヽツトの普及とともに申請手続等の電子化による国民負担の軽減といっ

た行政部門の情報化に対する要請の高まりがあり、９年12月、改定計画を閣議決定した。具

体的内容としては、社会と行政との接点の情報化として①申請届出等の手続きについて自動

受付等による受付処理時間の延長・24時間化の推進や、システムのネットワーク化等による

申請地制限の緩和等による国民負担の軽減、②各家庭・企業等のパソコンから各種の行政サ

ービスをオンラインで受けることができるようにする、いわゆる｢ワンスレップサービス｣の

段階的な実施、③インターネット等の活用による行政情報(白書、年次報告書等)の電子的提

供の拡充を行うとともに、行政部内の簡素化・効率化のための情報化を一層推進する。
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科学技術会議

　

21世紀に向けて、大容量の情報を高速に伝送・処理する必要性がより一層高まってくるこ

とに対応し、関係省庁の連携のトでの情報科学技術の高度化のための研究開発の推進と、円

滑な科学技術情報の流通体制の構築が緊要な課題となっている。そこで、９年７月、内閣総

理大臣から科学技術会議に対レト末来を拓く情報科学技術の戦略的な推進方策の在り方に

ついて｣を諮問レ現在、調査審議をいただいている。

■２・

　

高度情報通信社会の構築に向けた情報通信政策の推進

１

情報通信21世紀ビジョン

　

郵政省では、９年２月、電気通信審議会に対レ21世紀初頭(2010年)に向けて推進すべき

情報通信高度化のための総合的な政策と、これにより実現可能な未来像を提示することによ

り、長期的展望に立脚した情報通信政策を確立するため諮問を行い、９年６月、｢情報通信

21世紀ビジョンー21世紀に向けて推進すべき情報通信政策と実現可能な未来像－｣と題する

答申を受けた、その概要は次のとおりである(第３－２－１図参照)。

　　

情報通信行政
之よ

目

　

的

情報通信のあまねく

公平な利用の保障

第３－２－１図

　

情報通信21世紀ビジョンの概要

(情報通信21世紀ビジョント心気辿信審議こ格巾巾な)年(川)

六大改革の推進

経済構造改革

　

行政改革

財政構造改革

　

社会保障構造改革

総合的な政策対応

１

　　

次世代ネッlヽワークインフラの整備

　

☆光ファイバ網の整備

　

☆放送のデジタル化

　

☆シームレスネットワークの構築

２

　　

アプリケーションの開発・普及

　

☆汎用的・先導的アプリケーション

　　

(テレワーク、遠陥教育、遠隔医療、電子政府)

　

☆地域情轍化の推進

　　

(マルチメディアパイロットタウン構想)

３

　　

創造的研究開発の推進

　

☆峨略研究開発の推進

　　

(超高速マルチメディア移動通信、光通僑等)

　

☆雌礎的・学際的町究の推進

４

　　

グローバル化の推進

　

☆衛星軌道／周破数の確保

　

☆周回術限システム(ＬＥＯ等)の導人

　

☆国際俘牟化への貢献

５

　　

情報通信高度化への環境整備

　　　　

-

　

☆ユニバーサルサービスの確保(片報格差の足iE)

　

☆サイ“一社会実硯に向けた21 itte型諸制度の構桑)

　

金融改革

　　　

教育改革

－ｒＴＴら

千二コ・一一
情報通信が先導する２はtt紀財界

☆情報通信が先導する米国の再生

☆急成長するアジアの情報通信市場

[諸外国の㈲

　

☆米国:NII榊想

　

☆欧州:TEN(利次州ネットワーク)構想

　

☆アジア:ｙンガボール･ワン計画､MSC計両

●民主主義の発達

　　

表現の自由

　　

思想・良心の自由

　　

信教の自由

　　

辿信の秘密

●社会経済の発展

　　

経済活動の活性化

　　

公共部門の効率化

●相互理解の増進

　　

ず寸卜安全の叫保

　　

ヤ|こと駄化の奸



(1)大競争時代の情報通信の役割

　

世界経済が大競争時代を迎え、国境を超えた企業活動が活発化する中、我が国は、堪幹産

業が成熟化レ事業環境が魅力に乏しいといった経済構造、国民が百の豊かさを実感できな

い社会等の問題を抱え、社会経済システム全般にわたる変革と創造が急務となっている。

　

ニ

のような状況の下、情報通信は、国民、企業、政府等あらゆる経済社会主体の活動を従来と

異なった形に再構築レ我が国の経済社会システムを横断的に変革するツールとしての役割

を果たすものと位置づけ、以下の政策を総合的に推進していく、

(2)第２次情報通信改革の推進

　

ア

　

電気通信市場の改革

　

電気通信市場における一層の競争を促進するため、規制緩和、接続の円滑化、ＮＴＴの再

編成を三位一体で実施し更に21世紀に向けた｢次の段階｣として丿千料金のインセンティブ

規制の導入、②番号ポータビリティの導入、③接続ルールの見直し①加入者系無線アクセ

スの整備推進等の施策を推進すべきである、

　

イ

　

デジタル化による放送革命

　

地上放送について2000年･以前にデジタル放送が開始できるよう制度整備等を進めるなど、

地上放送、ケーブルテレビ、衛星放送を受信しているほとんどすべての世帯において2010年

までにデジタル化されていることを目標とする。

　

ウ

　

通信・放送の融合

　

通信・放送の融合に対応するため、①｢公然性を有する通信｣に対するルールの策定等、及

び[限定性を有する放送]に対する規制緩和と視聴者保護対策の実施、②[通信ネットワーク

を利用したケーブルテレビ]の実現のためのハード・ソフト分離や公正有効競争条件の検討、

｢ケーブルテレビ網を活用した通信｣に資する技術の開発、及び周波数の共有化技術の開発、

③通信・放送融合型のマルチメディア端末等の開発・標準化を進めていく。

　

エ

　

ニュービジネスの振興

　

成功払い報酬制度(ストックオプション制度)の活用等の人材確保の環境整備、投資事業組

合方式の活用等による資金調達の円滑化等により、情報通信ニュービジネスの振興を図る、

(3)ネットワークインフラの整備

　

2010年までに、有線系と無線系、移動系と固定系のデジタル化された各種ネットワークイ

ンフラをシームレスに接続レ放送のデジタル化と併せて∩ヽ－タルデジタルネヽツトワーク｣

を構築する。このため、固定系ネヽバヽワークインフラについては、加入者系光ファイバ網の

2010年の全国整備完了等を推進するとともに、移動系ネヽバヽワークインフラについては、|針

界共通の次世代携帯電話システムＯ ＭＴ－2000／ＦＰＬＭＴｓ)の2000年までの実用化等を

進めていく。

(4)アプリケーションの開発・普及

　

2010年までに、段階的に、テレワークの公務員への積極的な導入の促進、本格的ワンスト

ップ行政サービスの実現等、各種アプリケーションの開発・普及を推進する。各地域におけ

る公共アプリケーションの開発・普及は、地域の特性等を反映して、基本的には地方自治体

が主導的に行うべきである。また、個々の分野に精通している各関係省庁が相互に連携を川

りながら、政府が一体となって取組を行う二とが重要である、
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(5)創造的研究開発の推進

　

産学官協力の下、全光通信技術、広帯域マルチメディア移動通信技術等、ネットワークイ

ンフラ整備とアプリケーション開発・普及を支えるプロジェクトを重点的・計画的に推進す

るとともに、基礎・学際領域の研究開発を推進すべきである。また、国立試験研究機関等の

行う研究開発に対する外部評価の実施、アジア・太平洋電気通信標準化機構(ＡＴＳＩ)の設

立等による標準化の推進を図っていく必要がある。

(6)グローバル化の推進

　

情報通信事業者間の国境を超えた連携・競争の活発化、全地球規模での情報通信基盤整備

の必要性等の観点から、電気通信自由化交渉の先導等による自由化の推進、開発途上国の電

話普及率の４倍増等を目標とした情報通信基盤整備の支援、国際放送大学(仮称)の設立によ

る情報通信技術者の育成、アジア地域における情報受発信の一翼を担うための情報通信ハブ

の構築等を推進すべきである。

(7)情報通信高度化への環境整備

　

情報通信の高度化に伴い発生する新たな社会問題への対応として、情報通信サービスに対

する苦情処理・相談体制等の充実、認証制度の確立、ガイドラインの策定や必要な法制度の

検討等利用者保護のための制度の整備、暗号技術等の技術開発・標準化、公共機関を利用し

た情報リテラシーのかん養等の対策を講ずる。高度な情報通信社会の利活用を想定していな

い法制度や社会慣習の各省庁における見直しも一層強化する必要がある。

　

また、すべての国民が等しく高度情報通信社会の恩恵を享受できる環境を整備する観点か

ら、工業社会を前提として構築された現行法制度全般を見直すため、関係省庁が連携して

｢サイバー法｣(高度情報通信社会を実現するための環境整備に関する法律)の可能性について

検討する必要がある。

(8) 21世紀初頭の未来像

　

ア

　

産業経済面

　

通信・放送産業の設備投資額が拡大(2010年には約7.2兆円)し、情報通信分野の市場も拡

大(2010年には約125兆円)することが見込まれ、情報通信分野の経済フロンティア拡大への

寄与が期待される。また、情報通信の利活用等により、企業活動の効率化や高コスト構造の

是正が期待される。

　

イ

　

国民生活面

　

情報通信の利活用により、生活におけるゆとりが拡大し、知的活動の広がりも期待される。

また、テレワークの普及により環境負荷低減効果も期待される。



２

　

通信・放送の融合と展開

(1)通信・放送の融合と展開を考える懇談会

　

｢21世紀に向けた通信・放送の融合に関する懇談会｣において、８年６月に報告された論点

と今後の通信・放送の展開を視野に入れ、具体的な対応の在り方につき総合的に検討を行う

ため、郵政省では、８年10月から｢通信・放送の融合と展開を考える懇談会｣を開催し

　

９年

６月、｢中間とりまとめ｣を行い、サイバー社会の出現とその意義について考察を加えるとと

もに、プライバシー保護やネットワークトの不正行為への対応などのサイバー社会に向けて

整備すべき課題について整理を行ったっ今後、更に議論を深め、10年５月を目途に、最終報

告を取りまとめる予定である。

(2)通信ネットワークの放送事業への利用に関する取組

　

近年の技術革新により、電気通信事業者の加入者系光ファイバ網(ＦＴＴＨ)をケーブルテ

レビの伝送路として利ｍすることが可能になっており、ＮＴＴの試験サービスを利用したケ

ーブルテレビサービスが、９年７月から(株)タウンテレビ横浜により開始されている、

　

郵政省では、このようなＮＴＴのＦＴＴＨを利用したケーブルテレビについての諸課題を

検討するため、８年11月から｢通信ネットワークの放送事業への利用に関する調査研究会｣を

開催しており、10年２月に最終報告が取りまとめられた、

(3)規制緩和の推進

　

通信と放送が融合化しつつある巾で、郵政省では、９年12月、通信衛星による事業の促進

に資するため、｢通信衛星を利用した通信・放送の中間領域的な新たなサービスに係る通信

と放送の区分に関するガイドライン｣を策定レ公表した。

　

本ガイドラインでは、公衆に直接受信させることを送信者が意図しているかという観点か

ら、次に掲げるものについては、通信として放送とは区別されることを明確化した、

　

①

　

法人と雇用契約等を締結している従業員等宅への肖該法人による営業情報等の配信

　

②

　

医師会や弁護士会等、法令に基づく資格を有する者が加人する組織が、その会員に対

　　

して行う会報等関連情報の配信

　

③

　

予備校が、その予備校生に対して行う授業映像等の配信

(4)ケーブルテレビインターネットの推進

　

テレトピア指定地域をはじめ各地域において、各家庭まで直結している高速、大容量回線

であるケーブルテレビ網のインターネットへの活用が期待されている。そこで、８年８月か

ら、地域マルチメディア・ハイウェイ実験協議会により、地域情報通信基盤の整備を図り、

高速網を活用した多様なアプリケーション開発の推進やニュービジネスの育成等支援の環境

の整備を図るため、ケーブルテレビ網を活用したインターネットサービスに関する実験が実

施されている。また、ケーブルテレビ協議会の｢フルサービス・ネット委員会｣において、イ

ンターネット接続に関する実験が実施されている。
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情報通信の利活用方法(アプリケーション)の開発・普及(地域情報化の視点)

(1)地域情報化プログラムの推進

　

郵政省では、８年10月から、21世紀を展望した｢高度情報通信社会構築に向け九地域情報

化推進方策についての調査研究会｣を開催し

　

９年５月、最終報告を取りまとめた。その概

要は、次のとおりである｡

　

ア

　

地域情報化の現状

　

地域情報化は総体として着実に進展してきているが、地方公共団体の間での取組に差が拡

大してきている。特に人目復模が大きい地方公共団体において情報化が進んでおり、マルチ

メディアレベルのアプリケーションの導人は、政令指定都市、広域行政圏における中心市町

で進んでおり、人目規模の小さい巾町村と差異が生じている。

　

イ

　

地域情報化の今後の方向

　

マルチメディアの人きな効果が期待されるのは、例えば広域行政圏における中心市町より

も、これら以外の周辺の｢↑f町村や過疎地域等であり、これらの地域を含めた情報化を図るた

めには、既存の行政区域である巾町村の枠を超えて展開する[広域・連携アプリケーション]

を構築すべきである(第３－２－２図参照)。

　

広域・連携アプリケーションの構築は、①広域的行政の確立、①匿報通信基盤整備の効率

化・資源の相//万融通∧判主民や企業による情報活動の拡充、①地域間の連携の促進と新しい

国1ﾕ形成、に資すると考えられ、個々の市町村が別々にシステムを構築する場合よりも、約

３分の１の費川で同じ効果が得られると試算できる。

／

マルチメテｆア・ハ

チャル・ラポ

第３－２－２図
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政策プログラム

　

2000年には、令国300の地方公共団体に行政情報の提供等基礎的なマルチメディア環境が

整備され、そのうち約２割は広域・連携アプリケーションにより整備されることを目標とす

る。

　

2005年には、およそ３分の１の地方公共団体で、広域・連携アプリケーションの恩恵が受

けられるような環境整備を行い、2010年には、すべての地域で広域・連携アプリケーション

の利活用環境が整備され、必要に応じて全国レベルの広域・連携アプリケーションの展開を

実現できる環境整備を図ることとする、

　

また、地域情報化推進のための政策課題として、①技術開発等を含めたアプリケーション

のマルチメディア化の促進、②広域・連携アプリケーションの開発促進、③省庁間の連携等

を提示している、

(2)マルチメディア・パイロットタウン構想(成果展開型研究開発)の推進

　

郵政省では、通信・放送機構ヒ巾を通じて、９年度から、これまでの通信・放送研究成果

を活用して、マルチメディアモデルの導入に意欲のある地域において、地方自治体や大学等

の協力を得て､｢マルチメディア・パイロットタウン構想｣を推進している。本事業は関係省

庁とも連携を図っており、９年度においては、①マルチメディア・モデルキャンパス展開事

業、②マルチメディア・モデル農村展開事業、③マルチメディア・モデル住宅展開事業、①

マルチメディア・モデル市役所展開事業に着手した。

(3)先進的情報通信システムモデル都市構築事業

　

郵政省では、９年度から、21世紀型のマルチメディア未来都市の先行実現を図り、高度情

報通信社会の構築を加速・推進するため、通商産業省と連携して､｢先進的情報通信システム

モデル都府構築事業｣を行っている、本事業は、モデル地域を選定レ地方自治体等が行政、

教育、医療、防災等の複合的な機能を持つ先進的か|吉報通信システムを整備することに対し

て支援するものである。

　

９年度においては８件を採択した(資料Ｓ－１参照)。

(4)マルチメディア街中にぎわい創出事業

　

中心市街地の活性化を図るため、関係11省庁が連携して施策を展開するが、郵政省は｢マ

ルチメディア街中にぎわい創出事業｣により、中心市街地の高度情報化を促進する事業を総

合的かつ強力に推進する。具体的には、事業者等のニーズに応じて、高補助率の補助金(地

方自治体１／２、第三セクター・公益法人↓／３)等、多様な支援措置を用意している、

　

また、郵政省では、通商産業省、建設省等５省庁と連携して、総合的に都市の中心市街地

の活性化を促進するための措置を講じるために､｢中心市街地における市街地の整備改善及び

商業活性化の一体的推進に関する法律｣案を策定レ本年２月に国会へ提出したところであ

る。本法においては、中心市街地において多様な電気通信を高度に行うための共同利用施設

の整備に対する通信・放送機構からの出資等が盛り込まれている(第3-2-3図、第３－

２－４表参照)。
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体験型の展示・研修・交流

施設による人の流れの回復

ヽや淳

活かした展示室

　　　　

－
先進的マルチメディアを

川Iこ|腕は法人腕の1紹I」直却(8 %)、地方腕は新増設に係る事業所腕の非課税

　　　支援項目

事業主体

地方自治体等の施設整

備への補助

　(公共アプリケーショ

ンの展開等のための電

気通信施設の整備)

　(第３－２－３図参照)

中心市街地電気通信施設整備事業

　（多様な電気通信を高度に行うための共

同利用施設（情報通信センター）、研修室

等の整備）

中心市街地電気通信シ

ステム整備事業

　（ＩＣカードネットワ

ークシステム、駐車場

情報システム等の整備）

　補助金

(約２億円)

産投出資

(４億円)

無利子融資

　（６億円）

　　税制

([ﾐE]税一地方税)

財政投融資

　（６億円）

地方自治体 ○（補助率１／２） - - - -

第三セクター ○（袖助平１／３） Ｏ ○ ○ ○（特利５）

公益法人 ○（補助率１／３） - - - ○（特利４）

一般企業 - - - - ○（特利４）

第３－２－４表

　

マルチメディア街中にぎわい創出事業（支援対象の事業主体及び支援措置）
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マルチメディア街中にぎわい創出事業

病院
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公民館

　

行政手続・地域情報の提供など

～マルチメディアによる

　

巾心巾雨地のにぎわい創出～

の利便性に資する情報通信システム

士

中心市街地

一ぺ、／商品検索システムなど地元企業の
レ活性化に資する情報通シテム

ブ1

?

l
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(5)電気通信システム共同開発事業

　

郵政省では、公共分野の情報化を促進レ高度情報通信社会の構築に資するため、文部省、

農林水産省、運輸省と連携して、10年度から、｢電気通信システム共同開発事業｣を行うこと

としている。本事業は、通信・放送機構が、特定公共電気通信システム(インターネットを

活用した教育支援システムや運送関係行政事務に係る申請ﾐﾄ続の電子化システム等の公共分

野における業務に用いられる電気通信システムであってその利便性を効果的に高めるもの)

の開発に必要な、通信・放送技術と特定の公共分野(教育分野、運送関係行政分野等)におけ

る個有の技術の研究開発を総合的に行うものであり、本事業を円滑に実施するために必要と

なる事項を規定した｢特定公共電気通信システム開発関連技術に関する研究開発の推進に関

する法律｣案を今国会に提出している(第３－２－５図参照)。

第３－２－５図

　

特定公共電気通信システムの例

広域農業水利システム
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申請手続電子化システム

迎送事業者等が、官庁の窓口に出向くことなく、事業所等で
端末にデータを打ち込むことによって、申告・巾請手続きを

済ませることを可能とするシステム

オフィス等の端末から一括申請が可能とな [戸戸戸戸鰐巫]

祷】柚通信を活用して．広域にわたる農業水利施,ａの管即を

行うンステム

郵政一li業の高度化に資するツステム

利川簡が郵便局に出向くことなく、巾業所等で端4こにデータ
を打ち込むことによって、内富丿明郵便の申し込みかぱえる

電f･内容丿明郵便を可能とするシステム

匹匹謡癩
'フィズ辱
(例)フェリーの事業所 【電子申請】

４／ヶ 了子
ネ･パヽワーク

匝匹巫三回
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(6)自治体ネットワーク施設整備事業

　

郵政省では、６年度から、地域・生活情報通信基盤高度化事業の一環として、自治体ネッ

Iヽワーク施設整備事業を行っており、高度なネットワークを通じて、市役所、学校、病院等

の公共施設を接続レ行政、教育、医療・福祉等の公共分野のアプリケーションの開発導入

を図っている。

　

９年度は17地域、累計で34地域で実施している(第３－２－６表、資料５－

２参照)。

(7)テレワークセンター施設整備事業

　

郵政省では、６年度から、地域・生活情報通信基盤高度化事業の一環として、遠隔勤務を

可能とするテレワークセンター施設整備事業を行っており、９年度末において４地域で実施

している(第３－２－７表、資料５－２参照)。

(8)新世代地域ケーブルテレビ施設整備事業

　

郵政省では、６年度から、地域・生活情報通信基盤高度化事業の一環として、新世代地域

ケーブルテレビ施設整備事業を行っており､地域住民のニーズに対応して自主放送を実施し、

緊急情報、福祉情報等の地域住民生活に必要な映像情報を提供している。

　

９年度は11地域、

累計で31地域において実施されている(第３－２－８表、資料５－２参照)。

(9)テレトピア構想の推進

　

郵政省が昭和58年に提唱したテレトピア構想は、ケーブルテレビ、データ通信等の情報通

信メディアを活用して地域の情報化を促進し、地域社会の活性化を図ることを目的としてお

り、９年度においては10地域、累計で174地域をモデル地域に指定している(資料５－３参

照)。

(10)地理情報システム(ＧＩＳ)構築の推進

　

ＧＩＳは、デジタル化された三次元の地理情報と各種の統計データ等を電子的に組み合わ

せて、様々な処理を行うシステムであり、行政、産業、国民生活等様々な分野において、そ

の効率化・迅速化・確実化に資するものである。

第３－２－６表

　

自治体ネットワーク施設整備事業の概要

対象地域 施設概要 事業主体 補助率

地方の発展の拠点となる

べき地域

地域情報センターを整備

①送受信装置

②構内伝送路

③センター施設

④映像ライブラリー装置

都道府県

　市町村

1/3

第三セクター

　公益法人

1/4

第３－２－７表

　

テレワークセンター施設整備事業の概要

対象地域 施設概要 事業主体 補助率

情報通信の活用による新た

な雇用機会の剔出効果ある

いは環境保全効果の期待で

きる地域

テレワークセンターを整備

①送受信装置

②構内伝送路

③センター施設

④外海施設

⑤電源施設

⑥監視装置

⑦用地取得費・道路費等

市町村 1/3

第三セクター 1/4



　

そこで、その標準化等に資するため、郵政省、国1こ庁、建殷省、通商産業省及び臼治石の

５省庁が、共通のモデル地区を定めて、共同・連携事業を行い、その威米を関係省庁連絡ま

議の議論に反映させることとしている。

　

ＧＩＳの構築には、データの安全性や効率性の顧保を日T能とする、最適な情樅通信システ

ムの設計・検討を行うことが必要であり、郵政省においては、モデル地区において、G I S

に最適な、検索技術、暗号技術、データJIｽ縮技術等の方式を検討レこれの開発・実証を行

うこととしている(第３－２－９図参照)｡

第３－２－８表 新世代地域ケーブルテレビ施設整備事業の概要

項　目 対象地域 施設概要 事業主体 補助率

田園型 過疎地城、辺地、離島、

半島振興対策実施地域、

振興山村又は豪雪地帯

自主放送を行うケーブルテ

レビを整備

①受信施設

②センター施設

③伝送路施設

　市町村

第三セクター

1/3

1/4

都市型 過疎地域、辺地、離島、

半島振興対策実施地域、

振興山村及び豪雪地帯を

除く地域

高度なアプリケーションの

提供を行うケーブルテレビ

を整備

第二セクター 1/4

※10年度から田即即)対象地域に特定農山村を追加

第３－２－９図

　

地理情報システム（ＧＩＳ）のイメージ図
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情報通信利用施設（ネットワークインフラ・拠点施設）の整備

(1)光ファイバ網全国整備の促進

　

21世紀の高度情報通信社会の基盤的な社会資本である光ファイバ網について、2010年を念

頭において早期の全国整備を目指すこととし需要の顕在化していない2000年までを先行整

備期間と位置づけ、投資負担軽減のために財政上、税制上の支援措置を行っている。特に、

中継系に比べて整備の遅れている加入者系光ファイバ網については、７年度に特別融資制度

が創設され、その整備促進が図られている。

　

本制度は、通信・放送機構に基金を設け、加入者系光ファイバ網整備に係るＮＴＴ－Ｃ'

融資に対して、２％(当初５年。

　

６年目以降2.5%)の範囲で利子助成を行い、超低利融資を

実現するものであり、制度創設時の融資枠300億円は、８年度420億円、９年度511億円と拡

充されてきている。

　

10年度においてもＮＴＴ－Ｃ'融資枠は666億円に拡充することが認められ、併せて、融資

に対する利子助成のための通信・放送機構の基金原資として29.7億円か認められた。

　

なお、８年度末には、約16％の地域において光ファイバ網が整備され、整備は順調に進ん

できているが、９年11月の経済対策閣僚会議において､｢光ファイバ網全国整備の2005年へ前

倒しについて、民間事業者の活力を生かし、できるだけ早期に実現できるよう努力する｣旨

決定された(第3－2－10図参照)。

(2)電気通信格差是正事業の推進

　

ア

　

移動通信用鉄塔施設整備事業

カバー率(目標値)

100％

全国

　　

60％
人Ｌ川万
以ﾄの
都市内

　　　

20％

部道府県庁

所在地巾内
七要地域
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光ファイバ網全国整備のスケジュール
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郵政省では、過疎・山村地域等を中心に、携帯・自動車電話が利川できない地域の解消

目指しており、2000年までに携帯・自動車電話の利川可能面町村数を90％に拡大することを

目標として、本事業を実施している(資料Ｓ－４参照)｡

　

イ

　

難視聴の解消に向けた取組

　

(ア)民放テレビ放送難視聴解消事業

　

地上系民間テレビジョン放送が↓波も良好に受信できない地域において、その解消を図る

ためのテレビ放送中継施設(中継局)､又は共同受信施設を整備する｢↑i町村等に対レ国がそ

の経費の一部を補助する事業である。

　

９年度は、中継局として↓道県１事業に、また共同受信施設として22道府県77事業に対レ

それぞれ補助金が交付された(資料５－う参照)。

　

(イ)民放中波ラジオ放送受信障害解消事業

　

民放中波ラジオ放送の受信障害を解消するため、民放中波ラジオ放送中継施設を整備する

市町村等に対し、国が経費の一部を補助する事業であり、９年度においては７地域において

実施された(資料５－６参照)。

　

(ウ)都市受信障害解消事業

　

受信障害の原因となる構造物の特定が困難な地域において、受信障害解消のための共同受

信施設を整備する市町村又は特別区に対レ国がその経費の一部を補助する事業である。

　

本事業によって８年度末までの累計で約4.3万世帯の受信障害が解消されており、９年度

には足立区(東京都)において８年度に引き続き実施されている(資料Ｓ－７参照ト、

　

(エ)沖縄県南・北大東地区テレビ放送難視聴解消事業

　

地上系テレビジョン放送が全く受信できない南大東村及び北大東村(沖縄県島尻郡)におい

て、放送番組受信用衛星回線施設及びテレビ放送中継施設を整備する沖縄県に対レ国がそ

の経費の一部を補助する事業である。本事業は９年度末で完了レ地上系テレビジョン放送

が全く受信できない行政区単位の地域は解消された(資料5 －10参照)、

　

ウ

　

衛星放送受信設備設置助成制度

　

通信・放送機構に、国が出資する｢衛星放送受信対策基金｣を設け、ＮＨＫの地上テレビジ

ョン放送の難視聴地域において衛星放送の受信設備を設置する者に対レその設置のために

必要な経費の一部を、基金の運用益により助成するものである。

　

り年12月現在、本制度によ

る助成実績は203自治体、１万5,988世帯となっている。

(3)民活法施設整備事業

　

昭和61年に施行された｢民間事業者の能力の活用による特定施設の整備の促進に関する臨

時措置法(民活法)]は、民間事業者の能力を活用して、経済社会の基盤の充実に資する特定

施設の整備を図ることとしており、支援措置として、民活補助金、日本開発銀行等からの無

利子・低利融資(通信・放送機構による利子補給を含む。)、財政投融資及び税制Ｌの特例措

置(:了て動産取得税等の軽減措置等)等が講じられている。

　

郵政省が所管する特定施設としては、①テレコム・リサーチパーク(電気通信研究開発促

進施設)、②テレコムプラザ(電気通信高度化基盤施設(映像ソフト交流促進施設を含む。))、

③マルテ・メディア・タワー(多目的電波利用基盤施設)、①テレポート(衛星通信高度化基

盤施設)及びこれとｰ･体的に設置されるインテリジェントビル(特定高度情報化建築物)、

⑤特定電気通信基盤施設及びこれと一体的に設置されるインテリジェントビルの日訓やがあ

り、10年３月末現在、18施設を認定している(資料う－11参照)、
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(4)地方拠点都市地域の整備の促進

　

４年に施ぱされたけ山ﾌﾟ了拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法

律｣によ肌地片の∩ヽy的成長を牽引レ地方定住の核となる地方拠点都市地域の整備を促

進するため、現在85地域が指定されている。郵政省では、地方拠点都市地域に対して次の施

策を講じている｡

　

①

　

テレビ会議､高速データ通信等を行うための施設の整備を行う第三セクターに対する、

　　

通信・放送機構からの出資及び日本開発銀行等からの無利ｆ融資

　

②=

　

地域の杵即二応じた電気通信の高度化の促進のための調査研究(９年度は浜田・益田

　　

地域で実施)等

５

　

情報通信関連産業の創造・育成の推進

(1)情報通信ニュービジネスの振興

　

米国においては、有力な情報通信ベンチャー企業が次々に登場し、米国の経済成長・雇用

の創出を牽引しているが、我が国においても、情報通信ベンチャー企業の成長・発展を図る

ため、資金面、人材面、技術面において新たな支援施策を総合的に行う必要がある。郵政省

ではこれらベンチャー企業に対して次のような支援施策を講じている。

　

ア

　

資金調達環境の整備

　

(ア)テレコム・ベンチャー投資事業組合の設立

　

リスクの高い創業・スタートアップ段階の通信・放送新規事業者に対する資金供給の円滑

化を図るため、産業投資特別会計からの出資を原資として通信・放送機構と民間の出資によ

り、テレコム・ベンチャー投資事業組合を設立する予定である(第3－2－11図参照)。

第3-2-11図

　

テレコム・ベンチャー投資事業組合のスキーム

通信・放送機構

　　

(組介０)
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馳
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株式公開等

アドバイザリー委員会

　

(機構・組合員等)



　

(イ)個人投資家に係る投資リスク軽減税制(エンジェル税制)の創設

　

個人投資家(エンジェル)によるベンチャー企業への役資リスクを軽減するため、中小介業

の創造的事業活動の促進に関する臨時措置法に規定する特定中小会社の発行する株式を払込

みにより取得した個人が、上場等の[Iの前日までに譲渡等による損失が発生した場合、損失

が発生した年の翌年以降３年間、その損失を申告分離課税の株式等譲渡益から繰越控除でき

るという制度を９年度から創設しか、

　

(ウ)経済構造改革特別融資の創設

　

社会性・公共性の高い新技術開発や通信・放送事業分野において新規性を有する事業(特

定通信・放送開発作業実施円滑化法により郵政人臣の認定・確認を受けたもの)に対して融

資を行う特別融資制度を９年度から実施したI，

　

イ

　

ストックオプション制度の創設

　

ストックオプション制度は、会社が取締役や従業員に対して、自社の株式を株価がL昇し

か際に、あらかじめ定めた安い価格で買い取ることのできる権利を付与する制度である、こ

の制度を導入することにより、権利が付与された時点では十分な報酬を提供できなくても、

将来企業が成長レ株価が上昇した際には、取締役や従業員が十分な利益を得る二とができ

るため、有能な人材の確保が容易となる｡

　

情報通信分野の新規事業を実施するベンチャー企業の人材確保の円滑化を図るため、郵政

省では、９年４月に特定通信・放送開発事業実施円滑化法を改正し通信・放送新規事業の

認定を受けた未公開の株式会社についてストックオプション制度の導入が可能となるよう措

置した。[司法に基づきストックオプションとしてけり･できる株式の総数は発行済株式総数の

20％(商法に基づくストックオプションについては10％)を限度とする特例が適用されている。

　

なお、ストックオプション制度の導入を円滑にするため、ストックオプションの権利を行

使した時点の経済的利益については非課税とするなどの税制トの措置が講じられた。

　

ウ

　

技術シースの事業化

　

(ア)ベンチャー企業等の研究開発向けの新たな出融資制度の創設

　

郵政省では、９年度から、基盤技術研究促進センター(ヤ)を通じて、新規事業の創造、更

には産業化に向けた民間研究開発ニーズにより柔軟・円滑に対応するよう、①ベンチャー企

業等に対して研究開発資金を出資する｢研究開発型企業出資制度｣､②ベンチャー企業等に対

して研究開発資金を融資、研究が失敗した場合には、元利の償還を減免する｢研究開発型企

業特別融資制度｣を新たに創設し、９年度１件の出資、５件の融資を行った。

　

(イ)先進技術型研究開発助成金制度(テレコム・インキュベーション)

　

郵政省では、先進的・独創的な技術の開発を行うベンチャー企業を対象に、通信・放送分

野の新規事業を行うために必要な研究開発に対して、通信・放送機構を通じて助成する先進

技術型研究開発助成制度(テレコム・インキュベーション)を実施しており、９年度は11件の

事業に対し助成金の交付を行った。

(2)10年度税制改正

　

10年度の主な税制改正については、①ネットワーク産学共同研究促進税制、②テレワーク

促進税制、③中心市街地再活性化税制、①沖骨|吉報通信産業振興税制が新たに創設された｡

なお、９年度税制改正において認められた特定通信・放送開発事業実施円滑化法に堪づく認

定会社のスト　ックオプション制度に対する税制上の措置については、商法改已二よるストッ

クオプションの一一般化に伴いご･定の要件を満たしたストックオプションについての税制ト
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の特例措置として改組された(資料o －13参照)｡

(3)10年度無利子・低利融資

　

中心市街地における多様な電気通信を高度に行うための共同利用施設を整備する事業に対

する無利斤融資が新規に認められた(資料5 －14参照)。

(4) 10年度財政投融資

　

10年度において、①中心市街地の活性化に資する電気通信システムを整備する｢中心市街

地電気通信システム整備事業｣､②デジタル多チャンネル時代に対応レ放送番組制作の効率

化・高品質化を図るため、デジタル番組制作設備(デジタルＶＴＲ・カメラ等)を整備する

｢放送番組のデジタル制作環境の整備事業｣､③周波数の変更を行うテレビジョン放送事業者

に対する｢周波数移行のための施設の整備｣､に対する融資制度が新設された(資料5 －15参

照)。

(5)10年度通信・放送機構の出資

　

10年度において、産業投資特別会計からの出資を原資として、中心市街地における多様な

電気通信を高度に行うための共同利用施設を整備する事業に対する出資制度が新設された。

６

　

高齢者・障害者の情報通信利活用の促進

　

郵政省では、すべての人が情報通信の利便を享受できるﾚ|青報バリアフリー｣環境を整備し、

高齢者・障害者が､情報通信の利活用により豊かな生活を送れる社会の実現を図る観点から、

そのための方策を検討する調査研究、こうした社会の実現に必要な情報通信技術の研究開発、

有効な情報通信システムの実証実験等を総合的に実施している。

(吋情報バリアフリー環境の整備

　

社会経済のあらゆる分野で情報化が進む中で、高齢者・障害者等の｢情報弱者｣と健常者の

間に情報格差が発生レそれが社会的・経済的格差につながるおそれがある。そこで、郵政

省では、すべての人々が情報通信の利便を享受できる環境(情報バリアフリー環境)の整備を

行っている。

　

ア

　

情報バリアフリー型通信・放送システムの研究開発

　

高齢者・障害者のハンディキャップを克服するための音声合成技術等と、個々の高齢者・

障害者の特性に応じ、これらの機能を最も使いやすいように自動調整して、一台のはん用端

末で提供できるシステムの研究開発を10年度から実施することとしている。

　

イ

　

情報バリアフリー・テレワークセンター施設の整備

　

10年度から、高齢者・障害者神心の情報通信システム等を設置し、高齢者・障害者に最適

な情報通信利用環境を実現した、情報バリアフリー・テレワークセンター施設を整備する地

方自治体等を補助することとしている(第3－2－12図参照)、

(2)高齢者・障害者向け通信・放送サービス開発のための技術開発に対する助成

　

郵政省では、り年度から、高齢者・障害者の利便の増進に資する通信・放送サービスを行

うための通信・放送技術の研究開発を行う者に対して、通信・放送機構を通じて助成する

｢高齢者・障害者向け通信・放送サービス充実研究開発助成制度｣を実施しており、９件の事

業に対して助成金の交付決定を行った。



第3－2－12図

　

情報バリアフリー・テレワークセンター

ヘベ

　

ｋ

(3)金沢市における高齢者・障害者のためのインターネット実証実験

　

厚生省、金沢市等と協カレ金沢市を情報長寿社会の実現に向けたモデル地区として、高

齢者医療・福祉の高度化等に資する、テレビ電話、パソコン通信等を利用した保健・医療・

福祉分野の情報通信アプリケーションに関する実証実験を行っている。郵政省では、当実証

実験の一環として、９年度は、10月から、高齢者・障害者のインターネットの利用促進に有

効なシステムとして、電話・ファクシミリによりアクセス可能なインターネットに関する実

証実験を実施した。

(4)高齢者・障害者の情報通信の利活用の推進に関する調査研究会の開催

　

郵政省では、８年10月から、情報通信が高齢社会において果たす役割の重要性に鑑み、高

齢や障害にかかわらず、誰もが等しく情報通信システム等を利用しうる環境の整備に資する

ことを目的として､[高齢者・障害者の情報通信の利活用の推進に関する調査研究会]を開催

してきたが、９年５月、最終報告を取りまとめた。

　

報告では、①高齢者・障害者向け学習センターの開設、維持運営への支援、②高齢者・障

害者の特性を考慮した情報通信機器・システムの研究開発、③高齢者・障害者が参画する先

導的実証実験の実施、等提言している。

(5)ライフサポート(生活支援)情報通信システム推進研究会の開催

　

高齢者・障害者の自立及び介護者の利便向上等の観点から、国が率先して開発・普及すべ

き情報通信システム等を選定レその普及策の検討を通じて、情報通信の利活川による鳥齢

者・障害者の福祉の増進を図ることを目的に、９年11月から、厚生省と共同で｢ライフサポ

ート(生活支援)情報通信システム推進研究会]を開催している。調告研究ﾆこでの検計結米は、
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10年い｣に収りまとめられるj5定である、

(6)視聴覚障害者向け放送の充実に向けた取組

　

ア

　

字幕番組・解説番組の充実のための方策

　

才｡幕放送・解説放送は、硯聴覚障害者力1テレビジョン放送を理解する上で不可欠なサービ

スであるが、我が国における実施状況は米国等に比較してもト分とはいえず、早急にその充

実を図ることが必要となっている(第3－2－13表参照)。

　

そこで、郵政省では、９年づ川、放送法及び有線テレビジョン放送法の一部改正を行った

(り年10月施行)。その概要は、次のとおりである。

　

寸。

　

テレビジョン放送事業者は、これまで必要とした多重放送の免許なしで字幕番組、解

　　

説番組の放送を行えることとした。

　

口･

　

テレビジョン放送事業者及び有線テレビジョン放送事業者は、字幕番組、解説番組を

　　

できる限り多く放送するように努めなければならないこととしたっ

　

これを受け、郵政省では、９年11月、字幕放送の普及促進を図るため、今後の行政運営の

ための指針を定め、二の目標の下に字幕放送の普及策等を策定していくこととした(第3－

2 －14表参照)｡

　

また、これらの措置により、字幕放送を行っている地上民放テレビジョン放送事業者は、

10年１月現在、126社中54社(９年､９月末時点で14社)と大幅に増加レ着実に普及している。

　

イ

　

字幕番組・解説番組の制作に対する助成制度

　

字幕番組・解説番組の制作員に対レ経済情勢等にが右されない計画的かつ安定的な助成

を[可能とするため、既存の衛星放送受信対策基金の運用による助成に加え、国が通信・放送

機構に対して補助金を交付レこれを原資とする新たな助成制度を９年度から創設しか。

　

ウ

　

視聴覚障害者向け専門放送システム実現への支援

　

視聴覚障害者向け専門チャンネルを番組制作面で支援するため、９年･度に、これら視聴覚

障害者向け専門放送番組を制作し、専門放送チャンネルに供給するために必要となる施設の

整備について、財政投融資による低利融資を行う制度を創設しか。

　

エ

　

視聴覚障害者向け放送ソフト制作技術の研究開発

　

字幕放送番組等の硯聴覚障害者向け放送番組の制作には、多大な制作コストと制作時間を

要することから、効率的な番組制作技術の開発を目的として、８年度から通信・放送機構渋

谷[l原リサーチセンターにおいて、視聴覚障害者向け放送ソフト制作技術の研究開発を行っ

ている。

字幕放送の画面



第3－2－13表

　

日・米・英の字幕放送等の実施状況及び制度状況

日　　本 米　　国 英　　国

クローズドキャプショ

ン付き番組

　(字幕放送)

ＮＨＫ(総合)

　約22時間／週

　　　　　　　(13.3%)

民放(５局の合計)

　約９時間／週

　　　　　　　(1.1%)

　(定時番組のみ、関東地

区９年１月、ＮＨＫは６

月)

３人ネットワークで流さ

れる放送番組の70％

　(95年FCC報告)

BBC

　122時間／週

　　　　　　　(33.8%)

民放(２局)

　約100時間／週

　　　　　　　(33.2%)

　　　　　　(96年調査)

法律上の制度 ○字幕番組・解説番組の

　放送努力義務規定を剖

　設（９年度）

○13インチ以ヒのテレビ

　への字幕放送受信機能

　組み込みを義務付け

　　(通信法303、330条)

Ｏテレビ番組への字幕付

　り-の原則義務付け等

　　(通信法713条)

○商業放送について、

　定時間以llの字幕放送

　を政務付け（放送法35

　条）

　（チャンネル３は98年に

　全放送時間の50％、97

　年３月開局のチャンネ

　ルいよ放送開始後５年，

　後の時点で同50％）

指針の内容
第3-2-14表

　

字幕放送普及のための指針

普及目標の対象
目　　　標 備　　　考

放送時間 放送番組

NHK

午前７時から

午後12時まで

新たに放送す

る字幕付与可

能な全ての放

送番組（注）

2007年までに対象の放送

番組の全てに字幕付与

　(現状)

ＮＨＫ総合　　30％

教育放送については、視

聴覚障害者等のニーズの

実態を踏まえ、できる限

り多く字幕付与する

放送大学学園 聴覚障害者等のニーズを

踏まえ、できる限り多く

字幕付与

地上民放

放送衛星によ

る放送（ＮＨＫの

放送を除く）

2007年までに対象の放送

番組の全てに字幕付与

　(現状)

東京キー局　　４％

独立U局については目標

年次を弾力的に捉えるこ

ととする｡，

通信衛星によ

る放送

有線テレビジ

ョン放送

当面は、できる限り多く

の放送番組に字幕付与

（注）「字幕1ヽ」占IIT能な放送界紅［］とは次に柑げる放送番細を|徐くすべての放送番組

　　　

①

　

技術的に字幕を付寺すことができない放送番組（例

　

現なのところのニュース、スポーツ中継竹の十温紀）

　　　

②

　

オーブンキャプション、ト話等によりふばを説明している放送界糾巾」字訓ヽLき映【（

　

F,話ニュース）

　　　

③

　

外国語の番組

　　　

①

　

人部分が歌唱・楽器演奏の百万番組

　　　

①

　

佐刊処理llの呼出等により字位をけす二とができない放送西紀
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７

　

環境保全に向けた取組の推進

　

地球温暖化等の地球環境問題は、社会経済活動や国民のライフスタイルの在り方に大きな

影響を与える課題であり、９年12月には、京都で地球温暖化防止京都会議(ＣＯＰ３)が開催

された。

　

情報通信の活用は、交通との代替や交通流の円滑化、生産・流通活動の効率化等を通じて

環境への負荷を低減させ循環型の経済社会システムの構築に資することが期待されている。

　

郵政省では、９年３月、21世紀半ばを展望レ郵政省の環境政策の基本方針と12年度

(2000年度)までの施策の方向を明らかにするため丁郵政省環境基本計画｣を決定した。

(1)環境負荷の低減に関する検討

　

ア

　

経済活動の電子化による環境負荷低減効果に関する調査研究

　

郵政省では、国民生活や経済活動において情報通信を導人レあるいは積極的に利活用す

ることにより、環境負荷の大幅な低減が可能となる活動を取り上げ、その環境負荷低減効果

を定量的に評価するため、８年10月から[経済活動の電子化による環境負荷低減効果に関す

る調査研究会]を開催してきたが、９年４月、最終報告を取りまとめた。

　

二の報告では、情報通信により国民生活や経済活動のスタイルが変革された社会の一例と

して｢生産・流通・消費が情報化され、物流構造が効率化された社会｣を取り上げ、情報通信

の活用による環境負荷低減効果を定量的に評価するとともに、今後の検討課題、環境負荷低

減効果のある情報通信システムの普及促進について提言を行っている。

　

イ

　

電気通信審議会の地球温暖化問題に関する中間とりまとめ

　

郵政省では、情報通信を活用した地球環境問題への対応や今後の情報通信活用の方向性に

ついて、９年９月、電気通信審議会に対し諮問を行い、９年11月、地球温暖化問題に関する

中間とりまとめを行った。巾問とりまとめでは、①ＣＯ川ﾄ出削減効果の期待できる情報通

信システムの普及の↓侑進、①|吉報通信産業における自主的計画策定の支援、③情報通信機器

の省エネルギー対策及びネヽバヽワークの高機能化の推進、①|吉報通信を活用した地球環境に

関する啓もう・教育の推進、等が必要であるとしている。なお、最終答申は10年５月ごろを

予･定している｡

(2)環境にやさしい郵政行政の推進

　

ア

　

テレワークの推進

　

郵政省では、９年10月から国家公務員としては他省庁に先駆け、情報通信を活用して自宅

(ホームオフィス)やその周辺のオフィス(テレワークセンター)で勤務するテレワークを試行

実施している、テレワークセンターは横浜市(神奈川県)と立川市(東京都)に設置レ11年３

月までの試行実施期間中交代で約170名の職員が、また、ホームオフィスで２名の職員がテ

レワークを行うこととしている、

　

試行によりヽ①業務能率の向上の度合い、②肉体的、精神的疲労軽減度合いの変化、③余

暇時問の活川等について調査し、テレワークの有用性や課題等を見極めることとしている。

　

またヽテレワーク推進のための国民運動として、Ｓ月27日と11月21日に｢テレワークDA

Ｙ｣を実施したところである、



郵政省のテレワークの風景

　

イ

　

地球環境保全に資する国際情報通信ネットワーク化の推進

　

通信総合研究所では、電磁波等を川いた地球環境の遠隔計測技術(リモートセンシング技

術)に関する研究開発を出際的な連携を図りつつ実施し地球環境の変動メカニズムの解明

を図っている、

　

10年度からは各国・各地域に設置された観測装μ・研究施設を結ぶ地球環境国際情報ネッ

トワークの構築について研究開発を実施することとしている。これにより、地球環境に関す

るグローバルな観測・モニタリングが可能となり、オゾン層破壊、気候変動等の地球環境問

題の解明を促進する(第J3 － 2 －15図参照)。

第3－2－15図

　

地球環境保全に資する国際情報通信ネットワーク化の推進
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ウ

　

沖縄における電波を用いた地球観測研究

　

通信総合研究所沖縄電波観測所では、亜熱帯地域の上層大気及び海洋波浪の観測のための

システムの整備・拡充を行うとと訓二、これを用いた環境観測技術の研究を実施している。

　

また、亜熱帯総合研究所(仮称)構想との連携を図りつつ、海外の研究機関との観測データ

の交換、分析等の共同研究を実施するなど、地球環境科学の国際研究拠点化を図っている。

８

　

沖縄マルチメディア特区構想の推進

　

沖縄振興策については、沖縄政策協議会(８年９月閣議決定により設置)等において検討さ

れてきた。郵政省では、沖縄のアジア・太平洋地域における情報通信ハブ化を目指す[沖縄

マルチメディア特区構想]を提案し、情報通信分野における①人材・施設・技術の集中、②

先進的アプリケーションの集中、③コンテントの集中を促進する施策を沖縄において総合的

に推進している。

９

　

情報スーパーエクスプレス構想の推進

　

21世紀型サイバー社会の早期実現を図るためには、生活・産業一行政分野全般にわたり、

先進的な情報通信技術を活用した高度な情報通信アプリケーションや必要となるインフラ等

を多層的に一定の地区へ先行導入することにより、これらの社会ニーズや有効性等を検証す

ることが必要である。

　

ニのため、郵政省では、このような先行地区の構築に向けて、10年２月から｢情報スーパ

ーエクスプレス構想の実現に向けた懇談会｣(通信政策局長の私的懇談会)を開催し詳細な

検討を進めているところである。



第３節

　

第2次情報通信改革に向けた翫通信行政の推進

１

情報通信産業のダイナミズムの創出

(１)ＮＴＴの在り方

　

郵政省は、８年３月の閣議決定(｢規制緩和推進計画の改定について｣)に基づき、ＮＴＴの

在り方について検討を進めてきたところであるが、８年12月、ＮＴＴを再編成する方針を定

めた。この方針に基づき必要な調整を進め、９年６月、日本電信電話株式会社法(ＮＴＴ法)

の改正を行ったが、概要は次のとおりである、

　

ア

　

ＮＴＴの再編成

　

ＮＴＴの再編成を次のとおり実施する(第３－３－１[図参照]。

　　　　　　　　　　　　

第３－３－１[|]再編成後の展開(イメージ)

ＮＴＴの再編成一海外進出, KDDの国内進出

事業者間の合併・提携、新分野・他分野への進出

外貨開放・専用線の自由化、接続の円滑化

くン

※㈲こ8月、川|原･心卜電話（株）と第

くン

I荷定信

　　　　　

屯話〔株〕と日本鳥速通仁（株）との提携合心

９吊り脹国際電に電ぶ（株jと火京通信ネットワーク（株）との

　　　　　

某務提携白心

㈲川川、日本テレコム俐うと目祠I」際通に（昧）が介円

い臼円、川除心仁電謡（株）と目本高速通卜（休）の糾げ

　　　　　

契約､|国俵Iに向け七白亡
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①

　

ＮＴＴを持株会社の下に、東・西地域会社と長距離会社に再編成する。

　

②

　

特殊会社(日本電信電話株式会社)は、地域会社の株式の総数を保有レ株主権を行使

　　

することにより、地域会社の提供する電気通信役務の安定的な確保を図るとともに、基

　　

盤的な研究を推進する特殊会社とする。

　

③

　

地域会社(東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社)は、地域電気通信事

　　

業を経営し、あまねく日本全国における電話の確保に寄与する特殊会社とする。

　

①

　

長距離会社は、民間会社として、新たに国際通信にも進出し得るものとする。なお、

　　

長距離会社の株式は、当分の間、持株会社が総数を保有するものとする。

　

⑤

　

持株会社及び地域会社については、基本的には現行ＮＴＴに準ずる特殊会社規制を行

　　

うが、地域会社の役員選任・解任、利益処分(現行は認可制)、持株会社及び地域会社の

　　

附帯業務(現行は届出制)について非規制とする規制緩和を行う。

　

なお、再編成は、公布後２年６か月(11年12月20日)までの間に、実施することとなってい

る。

　

イ

　

ＮＴＴの国際通信業務への進出

　

ＮＴＴの再編成前においても、子会社方式により国際通信業務への進出を認める。これに

よりＮＴＴは、100％出資の国際二種子会社ＮＴＴ国際通信(株)を設立し、９年９月からサ

ービスを開始した。さらに、100％出資の国際一種子会社ＮＴＴ国際ネヽツトワーク(株)も設

立レ11年４月のサービス開始を予定している。

　

ウ

　

基本方針の策定

　

郵政省では、９年12月、ＮＴＴが営んでいる事業の適切かつ円滑な引継ぎを図るため、事

業者等の意見を踏まえ、｢日本電信電話株式会社の事業の引継ぎ並びに権利及び義務の承継

に関する基本方針｣を策定した。

(2)接続政策の推進

　

郵政省では、｢接続の基本的ルールの在り方について｣(電気通信蜜議会答申、８年12月)を

踏まえ、円滑な接続の実現により利用者の利便の確保及び競争の促進を図るため、電気通信

事業法の改正Ｏ年６月)を行い｢電気通信事業法施行規則｣の改正等関係省令の整備を行った

後、９年11月に施行された。

　

電気通信事業法改正の概要は次のとおりである。

　

①

　

第一種電気通信事業者は接続の請求に応じなければならないこととする。

　

②

　

指定電気通信設倚汁いの接続条件(接続料、技術的条件等)に関して接続約款を定めな

　　

ければならないこととする。

　

③

　

指定電気通信設備との接続に関する会計を整理し、当該接続に関する収支の状況等を

　　

公表しなければならないこととする。

　

①

　

指定電気通信設備の機能の変更又は追加の計画を公表しなければならないこととす

　　

る｡

　

なお、この法律に基づく最初の指定電気通信設備に係る接続約款が、10年１月、ＮＴＴよ

り申請され、同年J3月に認可された。

　

またヽ指定電気通信設備との接続に関する接続料については、８年12月電気通信審議会答

申｢接続の基本的ルールの在り方について｣に従い、９年３月から｢長期増分費ｍモデル研究



会｣において検討が行われている。

(3)規制緩和の推進

　

９年11月、｢21世紀を切り開く緊急経済対策｣の‥一環として、規制緩和を行ったほか、国際

公専公の完全自由化等を認めた。(なお、以下の法案改正(法案作成となっているもの)を一

括して行うため、｢電気通信分野における規制合理化のための関係法律の整備等に関する法

律案｣を第142回通常国会に提出中である。)

　

ア

　

緊急経済対策関連

　

(ア)特別第二種電気通信事業の範囲の限定

　

特別第二種電気通信事業の範囲を、国際通信を提供する第二種電気通信事業及び、公専公

接続により不特定かつ多数の者に対して音声役務を提供する第二種電気通信事業に限定し、

これに該当しないものは、一般第二種電気通信事業とする旨の法案を作成した。

　

(イ)第二種電気通信事業者に対する回線設備保有の一部解禁

　

第二種電気通信事業者に対する回線設備の保有につき一部解禁する旨の法案を作成した。

　

(ウ)電気通信役務の種類の簡素化

　

第一種電気通信事業者及び第二種電気通信事業者の電気通信役務を３区分(音声・デー

タ・専用)に簡素化した。

　

(エ)業務委託の限定

　

第一種電気通信事業者が業務委託を行う際に、認可が必要とされる対象を他者が設置した

電気通信回線設備を利用する場合に限定する旨の法案を作成した。

　

(オ)料金規制の緩和

　

電気通信料金の個別認可制を原則廃止し届出制に移行するとともに、インセンティブ方

式を導入する旨の法案を作成した。

　

(力)ＫＤＤ法の廃止

　

国際電信電話株式会社法を廃止する旨の法案を作成した。

　

(キ)無線端末設備の技術基準適合証明制度の改善

　

(財)無線設備検査検定協会において行っている携帯電話、自動車電話、ＰＨＳ等の技術基

準適合証明に関する手数料の引下げ、書面審査化、審査期間の短縮を行った。

　

また、制度の簡素化等に関する法案を作成した。

　

イ

　

過剰設備防止条項等の撤廃

　

９年５月、電気通信市場における新規参入の一層の円滑化のため、電気通信事業法を改正

し、第一種電気通信事業の許可の基準から、｢電気通信役務が需要に照らし適切なものであ

ること｣及び｢電気通信回線設備が著しく過剰とならないこと｣(過剰設備防IL条項)を削除し

た。

　

ウ

　

国際公専公接続の自由化

　

専用線の両端に公衆網を接続する公専公接続については、国内は、８年９月に完全自由化

を実施し、国際特別第二種電気通信事業者が国際専用線の両端に公衆網を接続するいわゆる

国際公専公接続については、９年８月、国際インターネヽツト電話サービス提供の自由化を行

い、９年12月、基本音声サービスを含む国際公専公接続の完全自由化を行った。
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エ

　

第一種電気通信事業者の外資規制撤廃

　

９年２月に合意されたＷＴＯにおける交渉結果に基づき、９年６月、電気通信事業法及び

電波法の改正を行い、ＮＴＴ、ＫＤＤを除く第一種電気通信事業者について、無線局も含め、

　

一切の外資規制を10年２月に撤廃した。

　

オ

　

包括免許制度の創設

　

郵政省は、無線通信技術の進歩及び我が国内外の国際化の進展にかんがみ、携帯電話端末

等の無線局に関する免許制度の合理化を図ることを目的として、包括免許制度を導入するた

め、９年５月、電波法の一部改正を行った。その概要は次のとおりである。

　

(ア)携帯電話等への包括免許制度の導入

　

携帯電話端末等の無線局について、個別の端末ごとに無線局免許を受けることなく、一つ

の無線局免許により、複数の端末の運用を可能とする包括免許制度を創設した。

　

(イ)衛星携帯電話サービスでの国境を越えた端末の自由な流通の実現

　

近い将来において導入が予定されている人工衛星を用いた世界的規模の携帯電話サービス

端末の無線局について、その自由な流通を確保するため、我が国に持ち込まれる端末ごとに

個別に無線局の免許取得の手続きを取ることなく、日本国内で使用することができることと

した。

　

なお、法改正を受け、｢特定無線局の開設の根本的基準｣、｢電波法施行規則｣及び｢無線局

免許手続規則｣の各一部を改正する省令案について、電波監理審議会に諮問(９年６月)し、

答申(９年10月)を得た。

　

力

　

認定点検事業者制度等の創設

　

郵政省は、無線局の検査に民間能力を活用することを目的として、９年５月、電波法の一

部改正を行った。この改正により、国が開設する無線局を除くすべての無線局の検査におい

て、認定点検事業者が実施した点検結果を活用することができるようになり、無線局の免許

人にとっては、検査日程の柔軟化や検査の一部省略による経済的負担の軽減が図られること

になった、

　

キ

　

インターネットによる周波数分配表の公開

　

郵政省では、９年２月の｢電波資源の有効活用方策に関する懇談会｣の報告を踏まえ、周波

数割当手続の透明性の一層の向上を目指し、従来は、郵政本省及び地方電気通信監理局で閲

覧に供していたが、これに加え９年９月、郵政省ホームページにおいて｢日本国周波数分配

表｣を公開した。

(4)料金の在り方の検討

　

今後到来するマルチメディア時代において、ニュービジネスの展開を促進し、すべての

人々が高度な情報通信サービスにアクセスできるよう、料金及びユニバーサルサービスの在

り方について幅広い観点から総合的な検討が求められている。郵政省では、８年10月から、

｢マルチメディア時代に向けた料金・サービス政策に関する研究会｣を開催してきたが、９年、

12巾二報告書として｢新たな料金制度の在り方｣を公表した。

　

その概要は、次のとおりである、

　

ア

　

新たな料金制度の在り方

　

電気通信分野においてはヽ利用者ニーズの多様化・高度化や競争の進展に対応するため、



届出制を原則とする料金制度とすることが適当である。ただし、地液晶活サービスのような

国民生活・経済に必要不可欠なサービスで、かつ、競争が不ト分な分野においては、独占

的・寡占的料金を防止するとともに、事業者の自主的な経営効率化努力を促すため、L限価

格規制方式を導人することが適当である。また、利用者や競争事業者からの意兄中出制度の

導入等により、適正な料金設定くト続を整備することが必要である、

　

イ

　

インセンティブ規制方式

　

国民生活・経済にとり、必要不可欠なサービスであり、競争が不｢分な分野としては、地

域通信分野における電話・ＩＳＤＮ・専用サービス等が考えられ、当該分野の支配的事業者

の料金に対してインセンティブ規制方式を導入することが適当である、こうしたサービスの

料金については、適正な原価に基づく川覗価格を設定レその範囲内の料金について事前届

出制とすることにより、事業者の自主的な経営効率化インセンティブを賦り七、実質的な料

金低廉化を促すことが適肖である｡

　

なお、本研究会の中間報告(９年６月)に基づき、料金規制の緩和が行われた((3)ア(ｵ)参

照)。また、ユニバーサルサービスの在り方については、引き続き検討を続けている。

(5)電気通信番号の在り方に関する検討

　

ア｢平成８年度電気通信の番号に関する研究会｣

　

電気通信分野には多数の事業者の参入が見られており、提供されるサービスも多種・多様

化してきている。このため、電話番号等の電気通信番号に求められる役割も、利用者の利便

性の確保はもとより、事業者の公正な競争を図る観点からも、ますます重要となってきてい

る。

　

このような動向を踏まえ、郵政省では、８年11月からしヽド成８年度電気通信の番号に関す

る研究会｣を開催し電気通信番号の在り方について検討を行ってきたが、９年５月、報告

が取りまとめられた。その概要は、次のとおりである。

　

(ア)国内中継・国際通信相互参入の番号計画

　

現在、国内中継事業者は00XY番号空間において007～008列の事業者識別番リを、国際通

信事業者は001～006列の事業者識別番号をそれぞれ使用してサービスを行っているが、最近

では、国内中継事業者の国際通信事業参入、国際通信事業者の国内通信事業参入が行われて

おり、相互参入に適した番号計画が必要とされている。

　

第一種電気通信事業者における当面の国内中継・国際通信事業相互参人の番引本系として

は、00XY番号空間の001～008列において、現行の番り体系・ダイヤル手順を維持しつつ、

既存00XY番号の使ｍ状況を踏まえて同一番号又は同一隣接番号を使用することが望ましい。

さらに、今後の相互参入、新規参入による00XY番号空間のひっ迫に備えて番り容量の拡大

を図る必要があるが、既存利用者の番号使用に影響を及ぼさず早期に迅速な対応を可能とす

ることが重要であることから、既存番号の移行に伴って11年４月以降新規使用が可能となる

002列を、５桁番号002YZとして使用することが望ましい。

　

(イ)ＯＡＢＯ系番号の使用方法の具体化

　

これまでに0120(フリーフォン(着信課金)サービスの番号)が第一種電気通信事業者間で几

通化されているが、ＯＡＢＯ系番号全般についての共有化を行うことが適当であり、次の侑

号体系とすることが望ましい。
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十

　

巨ﾉ迪日人までの需要が見込まれるサービス:OABO－ＤＥＦ一ＸＸＸ(ＢはＯでない、10桁)

　

口【了万以卜寸力加人までの需要が見込まれるサービス:OA00一ＤＥＦ－ＸＸＸＸ(11桁)

　

(注:ＤＥＦは必要に応じて事業者ご｀とに割当て)

　

(ウ)移動体通信事業の直収サービスの番号計画

　

携帯・自動巾電話事業者において、ＮＴＴや地域系ＮＣＣが提供する専用線を介して、自

らの交換機に利用者の固定端末を直接収容レ移動体端末との間で通信を行うサービスの提

供が計画されているが、他の網と接続してこのサービスを提供するためには、直収固定端末

を識別する番号が必要である。

　

この携帯・自動車電話他業者による直収サービスの番号体系としては、これまで広く利用

者に定着してきた一一般の固定電話と同じ｢市外局番一市内局番一加入者番号｣の番号体系を採

用することが望ましい。

　

(エ)番号ポータビリティ実施時の番号管理

　

地域系事業者間の競争促進及び利用者利便の増進の観点から、一般加入電話・ISDN番

号、着信課金サービス用番号について、利用者が加入を変更する場合にこれまでと同じ番号

を引き続き使用できるようにする｢番号ポータビリティ｣の実現が期待されている。一般加入

電話・ISDNの番吋ポータビリティ実施時の番号管理方法については、各地域系事業者ご

とに市内局番を割り当てる方式とすることが望ましく、市内局番の割当てを受けた事業者が

番号ポータビリティにより他事業者に移転した利用者の番号について移転先情報を管理する

こと、移転先において使用されなくなった場合には再利用すること等が適当である。

　

着信課金サービス用0120番号の番号ポータビリティ実施時の番号管理方法については、

0120に続くＳ桁のＤＥＦ番号を各事業者ごとに割り当てる方式とすること等が望ましい。

　

イ

　

番号ポータビリティの実現方式に関する研究会

　

郵政省では、番号ポータビリティの実現方式について検討を行うため、９年８月から｢番

号ポータビリティの実現方式に関する研究会｣を開催し、10年５月に報告を取りまとめるこ

ととなっている、

２

　

ネットワークの高度化・多様化

(1)ネットワークの高度化・多様化に関する検討

　

郵政省では‥急速に進展する技術革新、ニーズの高度化・多様化を踏まえ、円滑なネット

ワーク展開に資するため、９年Ｓ月から｢ネットワークの高度化・多様化に関する懇談会｣を

開催し

　

９年12月報吉沢を取りまとめた。その概要は、次のとおりである。

　

ア

　

21世紀型ネットワークの動向と推進方策

　

2010年のネットワークとして最も有望なネットワークは、進化型インターネヽツトである。

進化型インターネットとは、リアルタイム性、セキュリティ性、インテリジェント性等のそ

れぞれの需ガに応じて現在のインターネットがそれぞれの特性に優位を持ち発展し、特化さ



れた形態のことであるい我が国としては、21世紀の経済発展の牽引JJとなる情報通信の分野

で、世界のイニシアティブを淑るため、進化閤インターネットへの移行をごべ゛必要があＯ、

①公正競争環境幣備による多様かつ創造的な技術開発力の醸成、塵枝術の出際化の推進レノ

ユーザーニーズの反映によるアプリケーション開発の撰進、につき緊急に対応を行う必要が

ある。

　

イ

　

FTTH

　

今後、高速・広帯域の通信サービスを、従来よりも低廉な料金で提供されるようFTTH

の早期実現を図っていくことが必要であり、そのためには以卜の撰進方策が必要である｡

　

(ア)ネットワークの円滑な構築のための環境整備

　

光ファイバネットワークの円滑な構築を図るため、工公共収容空間の利川の円滑化、･｡ﾀﾞﾂﾞ:'N

ＴＴや電力会社の電柱、管路の仝きスペースの利川の円滑化、了寸水道・ll水道管等の既存

の施設を活用したビルツ1への光ファイバの引き込み管等の確保の検討が必要である。

　

(イ)自営の光ファイバ網の電気通信事業等への活用

　

自営の光ファイバ網の整備動向を注視しつつ、民間I{導原則との整介性をト分留意し、そ

の利活川の在り方について検討を進めていくことが望まれる｡

　

(ウ)無線系ネットワークを含めたシームレスネットワークの実現

　

ネットワーク企体としてシームレスなネヽバヽワークを実現することが重要であり、二のた

めに必要な技術の研究開発、実証実験等を推進することが必要である｡

　

ウ

　

X D S L

　

近年のインターネットの急速な汚及により、電話回線を川いたインターネヽツト・アクセス

の伝送速度に対する不満が高まっており、アクセス回線の高速化が大きな課題となってきて

いるが、ＸＤＳＬとは、メタル回線寸こでの高速伝送(最大6 Mbps)を日丁能にする技術の総称

であり、近年のインターネットの汚及に伴い、各国で脚光を浴びている。ＸＤＳＬの導入に

より、高速な通信環境に適したアプリケーションの開発が促進されるという意味で、X DS

Ｌは、光ファイバ化実現への｢橋渡し｣的技術としての役割が期待される｡

　

(ア)光ファイバ化との関係

　

ＸＤＳＬサービスの提供が、メタル回線の光ファイバ化への更改の障宍となるのではない

かとの指摘がある

　

一方、ＸＤＳＬの時限的提供等の対応策があるとの指摘もあり、二の点に

関しても更なる検討が必要である。

　

(イ)実証実験の早期実施

　

ＸＤＳＬサービスの導入に当たっては、技術的課題等について、実際のサービス提供環境

に近い環境での実証実験(フィールドテスト)が必要である。

　

実証実験は､広く他事業者やベンダー等の参加するオープンな形での実験とするとともに、

実験結果についても公表レ広く

　

一般の意見を聞く二とが望ましい。
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(2)加入者系無線アクセスシステム

　

加入者系無線アクセスシステムは、地域通信市場における競争の促進、マルチメディアア

プリケーションの早期普及に有効であり、全国整備を推進している光ファイバ網を一部補完

するものとしても注目されている。郵政省は、９年７月、現行システムより高速で各種アプ

リケーションを可能とする加入者系無線アクセスシステムの技術的条件について、電気通信

技術審議会に対レ諮問を行った。 10年３月、一部答申を得る予定である(第３－３－２図

参照)I，

第３－３－２図

　

加入者系無線アクセスシステムの概要

丿

…
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回

　

線

ファイバー）

一般家庭

匿ﾚ

岫

〈乍として企業向け〉

P-Pシステムの利川

艶

艶ぺ

〈主として一般加人者向け〉

　

P-ＭＰシステムの利用

集合住宅等

(3)トータルデジタルネットワーク構築技術の研究開発

　

21世紀初頭における高度情報通信社会の実現には、デジタル化された無線と有線のネット

ワークインフラをシームレスに接続し、情報通信の利用者が個々のネットワークインフラの

特性を意識しない｢トータルデジタルネットワーク｣の構築が必要である。郵政省では、10年、

トータルデジタルネットワークの構築に向け、デジタル化の進展している公衆通信網、ケー

ブルテレビ網、ＬＡＮ、防災行政無線網等の円滑な接続のための基盤的な技術につき、開放

型実験施設を活用しつつ、研究開発及び標準化を推進する予定である。

(4)｜×(インターネットエクスチェンジ)の活用の検討

　

インターネット・プロバイダ間の相互接絞点となるＩＸは、回線費用を抑え、無駄な中継

のない効率の良いネットワーク構築に資するものである。

　

郵政省では、インターネットの効率的・安定的な相互接続に欠かせないＩＸについての理

解を深め、将来のＩＸ間、ＩＸ及びＩＳＰ問の協調体制の構築に資するとともに、ＩＸのサ



－ビスの向上によるインターネット利用者の利益増進の観点から、９年う月に［ＩＸ研究ﾆﾐ］

を開催し

　

ＩＸを運営する1こでの課題等について検討を行い、同年９即二報告占を収りまと

めた、

　

その概要は次のとおりである。

　

ア

　

地域振興策としての地域ＩＸに対する支援

　

地域ＩＸは商用ＩＸとは異なり、地域のインターネットプロバイダ間の情報交換の場を

提供するなど、地域情報化政策の中心となるため、地域ＩＸに対する公的な支援措置が取ら

れることが重要である。

　

イ

　

政府による研究開発への積極的な支援

　

研究開発については、WideプロジェクIヽが運営するＮＳＰＩＸＰが、課題となる技術の

研究開発等を担当するとともに、その成果の他のＩＸへの移転、更には、政府による積極的

な支援が望まれる。

　

ウ

　

世界的視野の必要性

　

我が国のＩＸが外国のインターネット・プロバイダから利用されるように環境を整え、Ｉ

Ｘ間、インターネッ|‥プロバイダ間の競争環境を整備することにより、我が国のインター

ネットにおける国際ハブとしての役割が一層高まることが期待される、

３

　

電波ビジネスの振興

(1)次世代移動通信システム(ＩＭ Ｔ-2000)

　

我が国においては携帯・自動車電話やＰＨＳをはじめとした移動通信システムの利用が急

速に拡大し、国民生活に深く浸透してきており、今後もますます普及していくものと予想さ

れている。

　

これらの移動通信システムについては、その需要に対応するため、様々な周波数有効利用

方策が検討・実施されているが、将来的には既存の移動通信システムの周波数がひっ迫する

ことが予想されており、新たな周波数を使用した次世代移動通信システムの開発が求められ

ている。

　

郵政省では８年10月から、①高速性(～2 Mbps、簡単な動画の伝送が可能)、②世界中の

どこででも使えるグローバルサービスの実現、③固定網並みの高品質等の特徴を有する次世

代移動通信システムの展望を行うことを目的として｢次世代移動通信システムに関する調査

研究会｣を開催し

　

９年６月に次の提言を含む報告書を取りまとめた。

　

①

　

2001年の実用化に向けた標準の早期策定と国際連携の推進

　

②

　

国際的に受け入れられる標準の策定

　

③

　

我が国での次世代移動通信システム用周波数の利用計画

　

①

　

広帯域ＣＤＭＡ方式等の技術開発の推進
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う上

　

次世代移動通信システムの開発促進のための実験用周波数の設定

　

⑤

　

2 GHｚ帯固定岫のｙ期周波数移行推進

　

郵政省では、二の報告を受け、９年９月、電気通信技術審議会に対し｢次世代移動通信方

式に関する技術的条件｣に関する諮[間を行い、国内規格の策定を行う｢次世代移動通信方式委

輿ﾆﾔ｣を開催した

　

答申時期は11年４月ごろを予定している。

　

なお、ＩＴＵでは、４年３月のW A Ｒ C-92においてＩ ＭＴ-2000の周波数を決定した

(2 GHｚ帯の230MHz幅)ばか、1999年末の次世代移動通信システムの標準化に向けて各国から

無線じ送方式に関する提案を受け付けている、我が国においても、L記電気通信技術審議会

で審議のL、10年６月までに日本提案を取りまとめ、提案を行う予定である(第３一３－３

図参照)。

(2)マルチメデイア移動アクセス(ＭＭＡＣ)に関する取組

　

M M A Cとは、マルチメディアを｢いつでも、ど二でも｣取り扱う二とができ、光ファイバ

とシームレスな接続が可能な超高速・高品質な移動体通信システムのことである。

　

郵政省では、｢マルチメディア移動アクセスに関する調査研究会｣の報告(８年５月)を受け、

2002年の実用化を目標として、以下の二つのシステムの検討を行っている。

第３－３－３図

　

次世代移動通信システム（ＩＭＴ-2000）の概要

屋内アワリケーンｊ

□□
□□

□□
一
抹地図

交概機

固定川線網

仁ターネット

●・●●●●●●●●●●●●●●●

　

例：

％．．

培地同

●

●

(i4 kbps　押川口,Iトぶ端七

:8kbps

　　　　　　　　

:

:

　　　

→高品質の片声：

：６１／に8kbps

　　　

:

:

　　　

→ISDN

　　　　

:

:384kbps

　　　　　　　

:

:

　　　

→映像（高品質）：



　

①

　

超高速無線ＬＡＮ(屋内)

　　　

ミリ波帯(30～300GHｚ)の電波を利用し九大容量伝送(～156Mbps)無線L A N　鳥絹紬

　　

画像でのテレビ会議が実現可能。

　

②

　

高速無線アクセス(屋外、外出時)

　　　

ＳＨＦ帯等Ｏ～60GHｚ)の電波を利用した25～SOMbpsの伝送牡可能な侈動体通信シス

　　

テム。高度携帯テレビ電話が実現可能。

　

10年度は、９年度に引き続き、①準ミリ波、ミリ波帯の移動通信環境下における電波伝搬

特性技術試験を実施するほか、音通信総合研究所及び民間123団体が加盟するマルチメディ

ア移動アクセス推進協議会において共同基礎研究を実施する自定である、

　

また、高速移動中において最大156Mbpsの伝送速度を日f能とする高度なＭＭＡＣついては、

2010年ころの実用化を目標として、10年度から新たな研究開発を実施する予定である(第

３－３－４図参照)。

四垂ＴＴ‾1

第３－３－４図

　

MMACの利用イメージ

匹匹

(持ち出Ｕ
無線ＬＡＮ端沫

Aｖｅ.6～lOMbps
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[詞デ百万]
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cs

　　　

: CellStation(基地同)

ATM-SW : ATM Switch(ＡＴＭ交換機)

DSU

　　

: DigitalServiceUnit

　　　　　　

(テブタル㈲線終ぷ笠置)

｢●･-
;j

j

iill

ｙ

でj

回

昌

置

同
兄

丿

回

昌

の

回

３

電
波
ビ
ジ
ネ
ス
の
振
興

３１７



･■･4
;j

　

'J

　

一一9
ぶ

･削

略

ら･幽
回

"●-
一
一-
ぶ

詔

３

　

｜

電

波

ビ

ジ

ネ

ス

の

振

興

３１８

(3)高度道路交通システム(ＩＴＳ)への取組

　

ＩＴＳは、最先端の情報通信技術等を用いて、ナビゲーションシステムの高度化、有料道

路等の自動料金収受システムの確立、安全運転の支援、交通管理の最適化、道路管理の効率

化等を図るシステムの総称である。

　

８年７月、｢高度道路交通システム(ＩＴＳ)推進に関する全体構想｣が、関係５省庁(郵政

省、警察庁、通商産業省、運輸省及び建設省)によって取りまとめられ、ＩＴＳが目標とす

る機能、開発・展開に係る基本的な考え方等が今後20年間の長期ビジョンとして示された。

二れを受けて、各省庁はＩＴＳにかかわる施策に積極的に取り組んでいる(第３－３－５図

参照)つ

第３－３－５図

　

ＩＴＳの具体的なシステム
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ア

　

V I C S(道路交通情報通信システム)サービスへの取組

　

ＶＩＣＳは、電波ビーコン、光ビーコン及びＦＭ多重放送の３メディアを川い、渋滞情報、

交通規制情報等の道路交通|青報を移動中の車両に対してリアルタイムに提供するシステムで

ある。その運営主体として、７年７月に、(財)道路交通情報通信システムセンター(ＶＩＣ

Ｓセンター)が設立され、８年度には、東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県のｰ般有料道路

を除くすべての道路(以上８年４月)、大阪府の一般道路(８年12月)及び東名・名神高速道路

(８年４月)等においてサービスを開始したのに続き、９年度には、愛知県Ｏ年４月)、京都

府(９年11月)、長野県(10年１月)及び兵庫県(10年３月)の一般道路並びに全国の高速道路

Ｏ年４月)においてサービスを開始した。

　

イ

　

有料道路における自動料金収受システム

　

自動料金収受システムは、車両が有料道路の料金所を通過する際に、いったん停【Lするこ

となく、無線通信を利用し自動的に料金の支払い手続を行うことにより交通渋滞解消を目指

すものであり、９年３月、電気通信技術審議会により、その無線設備の技術的条件につき答

申され、それを受け、９年９月に電波法施行規則、無線設備規則及び特定無線設備の技術基

準適合証明に関する規則の各一部改正が実施された。

　

ウ

　

76GHZ帯小電カミリ波レーダーの導入

　

自動車走行中の衝突防LL等のために小電力のミリ波帯電波を用いて障害物を検知する小型

レーダーについて、60GHz帯の周波数を利用するものについて実用化が図られているが、引

き続き、９年５月、76GHz帯の周波数を利川する小電カミリ波レーダーについて、電気通信

技術審議会においてその技術基準が策定され、９年12月、電波法施行規則、無線設備規則及

び特定無線設備の技術基準適合証明に関する規則の各一部改正が実施された、

　

エ

　

ＩＴＳモデル地区実験構想

　

郵政省をはじめ、警察庁、通商産業省、運輸省、建設省の関係５省庁は連携して、I T S

の早期実現とその有効性の評価を行うために、モデル地区で行うべき具体的な実験内容の検

討等のフィージビリティ・スタディ(必要な事前調査・設計)を実施し、将来のモデル地区実

験(実証実験)に反映することとしている。

　

オ

　

ＩＴＳ実現に向けた情報通信技術の技術試験

　

郵政省では、ＩＴＳ実現に向けた以下の情報通信技術の円滑な導入に向け、９年度から次

の技術試験等を実施している。

　

①

　

車両と情報センター等との間で、走行状況等の情報を交換するための路車間通信技術

　

②

　

走行中の車両間の連携(発進、停止、車線変更等)運行を可能にする通信技術

　

③

　

自動車通信を安全に活用するための通信技術(音声認識技術等)

　

①

　

前方車や側方車との車間距離や障害物を、電波を利用して検知する車両検知センサー

　　

技術

(4)成層圏無線プラットフォーム(スカイネット計画)

　

成層圏無線プラットフオームとは、高度20km程度の成層圏に通信機材を搭載した飛行船

を滞空させ、通信・放送等の情報通信を利用するものである、利点としては、

　

①

　

衛星に比べ地上との距離が短く、比較的小電力でＫａ･ミリ波帯等の周波数の利川が可

　　

能なだめ、端末機の小型化、高速・大容量通信の実現が容易であること
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②

　

地上での定川｣的保守が可能なため、衛星システムに比べ運用・保守コスlヽが低廉であ

　　

ること

　

③

　

空を移動できるため地L網に比べ回線設定やシステム構築が容易であることなどが挙

　　

げられる一

　

郵政省は、８年12月から｢成層圏無線中継システムの実用化に向けた調査研究会｣を開催し

てきたが、９年５月に成層圏無線中継システムの実現の可能性を確認レ開発・導入に向け

た技術的課題及び開発指針を明示する報告書を取りまとめた。

　

二の報告を受け、郵政省は、本システムの開発指針を策定するためのより詳細な調査研究

を10年度から実施する戸定である(第３－３－６図参照)。

(５)ＬＥＯ(低軌道周回衛星)システム

　

ＬＥＯシステムは、低軌道の周回衛星目一数個～数＋個)等を用い携帯端末で、世界中どこ

にいても全世界との通信を可能とする移動衛星通信システムである。

　

郵政省は、口本イリジウム㈱に第一種電気通信事業の許可を９年12月に行った。これはＬ

ＥＯ事業者に対する初の事業の許可であり、同サービスの業務開始は10年９月を予定してい

る｡

第３－３－６図

　

成層圏無線プラットフォームの概要
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郵政省は、ＬＥＯシステム等で使用される携帯端末の無線局について、外国で免許を受け

たものについては、我が国に持ち込んだ場合に、改めて我が国の免許を収得することなく使

用することができるように法改正を行った(第呂－３－川ズ|参照)

(6)効率的な周波数利用のための方策

　

郵政省は、携帯・自動車電話の急増に対応するため、周波数の有効利川について、７年７

月から電気通信技術審議会において検討を行ってきたが、９年２川、携帯電話等の周波数有

効利用方式であるＣＤＭＡ方式の携帯・自動車電話システムの技術的条件が取０まとめられ

た。

　

郵政省は、本答中を受け、り年４月、無線設備規則及び特定無線設備の技術基準適今証明

に関する規則の各憤IS改正を電波監理蜜議会へ諮問し、同年八万;月答中を得たっ本答申を受け

て、ＣＤＭＡ方式の導人が可能となり、同年７月より導入された。

第３－３－７図

　

ＬＥＯ（低軌道周回衛星）システムの概要
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サイバービジネスの振興

(1)次世代インターネット研究開発

　

郵政省では、り年度に引き続き、10年度においても、インターネヽパヽ上でのビジネスアプ

リケーションを普及・発展させるため、安全・信鮒けが高く、超高速、大容量化にも対応し

得る次世代インターネットに関する研究開発を推進する(第３－３－８図参照)。

　

研究開発項目は次の５点である。

　

①

　

超高速・大容量化対応技術

　

③

　

高信頼化対応技術

　

③

　

電子マネー等の伝送に資する通信の安全・信輯|生向上技術

　

①

　

コンテントの保護・流通のための電子透かし技術

　

⑤

　

ホームページの真正性証明技術

(2)次世代電子商取引実験プロジェクト

　

郵政省では、民問の電八商取引の実験団体であるサイバービジネス協議会ｺ丿の活動を支

援している、同協議会が８年･4川から問始している｢次世代電子商取引実験プロジェクト｣は、

ＡＰＥＣの正式プロジェクト及びＧ７[玉|際共同プロジェクトとなっており、国際的な連携の

下に、次の二つのプロジェクトを推進している。

　

ア

　

国際相互接続

　

旧際的な電ｆ商収引において通信相今や通信内容の確認を適正に行えるようにするため、

ＡＰＥＣ加盟地域との開で接続を行い、電f認証システムの国際的な相仔運肝は確保の在り

方を検証するものであるI

第３－３－８図

　

次世代インターネットに関する研究開発

　

～研究開発5つの柱～



　

イ

　

インターネットキャッシュ

　

インターネット上で現金と同様即=レ々流通件や匿悍|牛の機能を実現する電ｆマネーである

[インターネットキャッシュ]の実用化と、そのために必要なインターネットトのデータの安

全・確実な伝送技術の確立を図ることを目的とするものである｡

　

同協議会では、二のほか、電ｆ商取引におけるプライバシーの保駿に資するよう、[サイ

バービジネスに係る個人情報の保護に関するガイドライン]をいに2川に収りまとめ、公ム

している｡

(3)ネットワークを通じた認証業務の在り方

　

インターネットに代衣されるネットワークを利川した取引か、-般的に行われるようにな

ってきたことに伴い､ネットワーク上で通信を行っている者が本人であることを認証したり、

通信内容の証明を行う｢認証業務｣の必要が高まっている、二の､偲証機関の在り方について、

郵政省では、８年狛川から[ネットワークを通じ七認証業務の在り方に関する訓査研究ﾆﾔ]を

[銅催してきたが、９年yS月に報占書を取りまとめたIその慨要は次のとおりである

　

ア

　

ネットワーク認証の活用が想定される主な分野

　

通信ネットワークを通じ、提供される､ぶ証(ネットワーク認証)は、企業闇収引、よ業内決

済、対消費者販売、金融サービス、遠隔|米療、電子公､ilに行政刊

いて活用されていくことが行想される。

　

イ

　

ネットワーク認証業務の範囲

　

①

　

本人確認業務としては、公開鍵の付録・管理、公[用鍵証明証の発行等がある

　

②

　

内容陥認業務として、時刻証明、送達証明、内容証明がある｡

　

③

　

その他の業務として、秘密鍵の生成・管理・寄託、顧客の信川確認がある、

　

ウ

　

ネットワーク認証業務に関する制度的枠組みの在り方

　

提供主体に関する基本的枠組みには様々なものが考えられるが、公的機関に限定する特段

の合理性は存在せず、坊本的には民問の機関による提供を柏極的に認め、必要な範囲で規律

を検討していくというアプローチが望ましい‥

５

　

情報通信利用環境整備

　　

（1）電気通信利用の利用者保護対策

　

ア

　

電気通信サービスの利用環境の向上のための体制の整備

　

近年、電気通信巾場の競争の進展やサービスの高度化・多様化に伴い、苦情処理財目談体

制の幣備など、電気通信サービスの利用行が安心してサービスを利川できるための環境を整

備することが必要になっているI

　

このため、郵政省では、電気通信局電気通信事足部業乱課に電気辿信利川環境幣備宇を設

置し電気通信サービスに閔する利川者からの剖青・相談等の受付け、利川者への情報捉供、

電気通信サービスモニター制度による利川者の意見・要望の把握・分析等を行い、利川占利

益の確保に努めている。

　

イ

　

電気通信サービスにおける情報流通ルールに関する調査研究会

　

パソコン通信やインターネットLにおけるわいせつ↑llけは、他人を誹談中出ぷよ卜別する仏
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報、詐欺的情報等の違法・有害情報の流通に対しては、サービスの提供者である電気通信事

業者に対する川告が多発しており、このような場合における事業者の対応の責任の在り方が

問題となっている

　

このため、郵政省では、電気通信事業者の責任範囲の明確化等の情報流通に関するルール

を作成するため、９年10月から｢電気通信サービスにおける情報流通ルールに関する研究会｣

を開催し９年12月に報告書[インターネットトの情報流通ルールについて]を取りまとめた。

概要は次のとお０である

　

(ア)自己責任の原則の確認

　

発信者は、公然性を有する通信における情報発信に伴う責任とリスクを認識レ受信者は、

インターネットトの情報には信鮒けの低い|青報等があることを自覚すべきである。

　

(イ)違法な情報発信に対する現行法の適用

　

オフラインで違法なものはオンラインでも違法であり、違法な情報流通に対しては、まず

は、現行法の適川で対応すべきである。

　

(ウ)プロバイダによる自主的対応

　

法律によってプロバイダの責任を規定することは慎重に検討すべきであり、当面はプロバ

イダの自主的対応に期待していく二とが適当である。プロバイダ｀が発信者への注意喚起や利

用停lﾄ等の措置を取ることは、電気通信事業法上、可能である。

　

(エ)発信者情報開示(匿名性の制限)の検討

　

公然性を有する通信や１対１の通信において、一定の要件の下、発信者を特定する手続き

を検討すべきである。

　

(オ)受信者の選択を可能とする技術的手段の活用

　

レイティング及びフィルタリング技術の活用及び普及のための施策を推進していく必要が

ある。また、迷惑通信対策として、電子メールの受信拒否機能の導入を進めていくことも必

要である。

　

(力)苦情処理窓口の明確化

　

プロバイダによる苫情処理窓口の明確化を図るとともに、苦情処理ホットラインの創設や

各専門機関の訓青受け窓口との連携等を進めていくことが課題である。

　

(キ)今後の動向等を踏まえた検討の推進

　

今後とも、本研究会での検討結果を踏まえつつ、国内外での議論の動向を見極めながら、

訓和のとれたルールを形成すべく、更に努力を続ける必要がある。

　

ウ

　

コンテントのフィルタリング技術に関する研究開発

　

郵政省では、り年から、横浜巾(神奈川県)及び横浜市教育委員会との連携により、受信者

側においてインターネット上の什副吉報を格付け・選別する技術の研究開発を実施してい

る｡､具体的な技術の研究開発は次のとおりである。

　

①

　

コンテント格付けを支援する技術の研究開発

　

②

　

分敞する格付け情報の連携・有効活用技術の研究開発

　

工

　

発信者番号通知サービスと個人情報保護ガイドライン

　

発信者界号通知サービスは､発f土台の電話番号を通話の相手方に通知するサービスである。

H対日54年に加人定話の∩動即時化か完∩

片が湊か分かるという発に者優位のシステムで利川されてきた。その結果、迷惑電話の被害

や他業尚が臨仙をかけてきた顧客に適切に応対できないなどの課題が発生していた。



　

発信者番号通知サービスは、発信者と受信者が対等な､y場で電話を利川することを口1能と

することにより、こうした問題の解決に資するものである、ＮＴＴでは、９年１月から同年

６月まで、横浜(０４５)、名占屋(Ｏう２)、福岡(Ｏり２)において、試験サービスを実施し、

その結果を踏まえ、同年10月から当該試験サービス提供地域において、また、10年２月から、

全国において本格提供を開始した、なお、携帯電話(デジタル)、ＰＨＳ、ＩＳＤＮにおいて

は、既に発信者番号通知を実施している。

　

一一方、このサービスを利用して人１した電話番号情報を不当に利用されるおそれもあるこ

とから、郵政省では、８年11月に｢発信者情報通知サービスの利用における発信帽固人情報

の保護に関するガイドライン｣を策定レその周知に％めているところである(第３－３－９

図参照)。

(2)電磁環境対策の推進

　

ア

　

医療機関等における携帯電話等の使用に関する指針

　

携帯電話等の急速な普及に伴い、携帯電話等から発射される電波列火肝電気機器の性能に

与える影響について、電気通信事業者、関連工業会等、学識経験者、郵政省・厚生省を始め

とする関係省庁で構成される不要電波問題対策協議会は、バド2月から検討を続けてきたが、

９年３月、携帯電話の使用方法等について｢医用電気機器への電波の影響を防止するための

第３－３－９図

　

発信者番号通知サービス（ＮＴＴ）のしくみ
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発信回線の電話番頴

｢□□ローロロローロロロロ｣

②発信電話番号を転送

●通常のダイヤル操作では電話番号を通知

　

相手電話番号の前に［184］をダイヤルすれば、

　

その通話に限り電話番号は非通知

　　

（通話毎非通知）

●予めの申し込みにより、全ての通話について電

　

話番号を通知しない。ただし、柾|手電話番号の

　

前に「186」をダイヤルすれば、その通話に限り

　

電話番号は通知（（回線毎非通知）

　

着信回線の電話爵号

｢●●●-●●●-●●●●｣

●発信電話番号を表示させる場合は専用の電

　

話機やアダプタが必要

●サービス提供のための申し込みが必要

発仁者情報通知サービスの利川における発に1削|､･il人情柵の保､副二関するガイドライン（概要）

　

発信電話寄吋迪知により通知された定詰呉吋がｲく当にりくfl」川されることを防1ﾄするため、邱政宵ではガイドライン

を制定しています

　

サービスを利川する法人や佃人の軟某計を対吼に、辿川された定詰爵廿牛適1に二収Ｏ状うため西心

似印外頂を定めています

　

①記録目的を明唯にレ允総占に記録目的を占げること

　

口記録目的の範囲内で利川すること

　

卜外部への提供は、氷人の同心がある川仔牛除き斤わないこと

　

①誤りがあった場介には、辿やかに計|ト削除すること
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携帯電話端未専の使川に関する指針]を取りまとめた……また、本協議会等を通じ、

や[火療機関等に対して指針の遵守を依頼するとともに、リーフレット等を作成レ

活動をぱっと

　

イ

　

電波利用における人体防護の在り方

　

(ア)｢電波利用における人体防護の在り方｣に関する答申

関係団体

広く周知

　

郵政省は、携帯電話等の移動休通信の急速な普及に伴い、無線局から発射される電波が人

体に与える影響に関しての疑問や不安に適切にこたえるため、｢電波利用における人体の防

護指針上２年６月、電気通信枝術審議会答申。以下、｢電波防護指針｣という。)をより具体化

するとともに、今後の取扱いについて、８年11月に｢電波利用における人体防護の在り方｣に

ついて電気通信技術審議会に諮問を行い、９年４川二答中を得た。慨要は、次のとおりであ

る｡

　

(局所吸収指針の制定)

　

携帯電話端末等のように身体の極めて近くで無線機器を使用する場合、人体は局所的に電

波を受けることになる。この場合の電波防護指針を具体化するため、新たに電波のエネルギ

ーの身体への吸収量に関する指針である｢局所吸収指針｣を制定レ携帯電話端末等の指針と

して今まで使われていた｢低電力放射源に関する指針｣を廃止する。

　

(電波防護に関する規制の導入)

　

最新の信頼できる学術的知見に基づく防護措置の確実な実施、新しく開発する電波利用シ

ステムの安全性の担保、諸外国における動向との整合性の確保、国民への安心感の醸成等を

考慮すると、無線局等の電波利川施設から発射される電波からの人体防護に関レ一般国民

の安全性を考慮した電波防護指針値に基づくべきである。ただし身体の極めて近くで使用

する携帯や等の無線機器については、測定法あるいは推定法の確立した段階で、各国におけ

る規制の実態を考慮したものとすべきである。

　

(今後研究を進めることが必要な項目)

　

電波の安全性に関しては、動物実験等を含む各種の研究が行われており、電波防護指針を

ﾄ回るレベルの電波で、がんを含めて健康への悪影響が生じるとの科学的な証拠はないとい

うのが、国際機関等の専門家の見解である、しかしながら、本件は人休の健康にかかおる視

点も含んでいるので、今後も動物実験等による遺に子・がん・免疫系・神経系への影響等に

関する研究を推進する必要がある。

　

(イ)電波防護指針の運用の在り方に関する調査研究会等の開催

　

ll記の答中を受け、郵政省では、電波防護の充実強化とそのための制度の在り方を検討す

るため、９年､10月、｢電波防護指針の運用の在り方に関する調査研究会｣を開催し、10年３月

に報告を取りまとめた、

　

また、電波による人体への影響に関しての国民の不安を解消し、安全で安心な電波利用社

会の構築に資するため、り年､10月、[生体電磁環境研究推進委員会]を開催し、電波の生体安

令性評価に関する研突・検討を産学官が連携して推進することとした。期問は９年10月から

ノト程度とし年度ごとに研究成果の評価を行う予定である｡

　

ウ

　

不要電波の許容値等の規格化

　

㈲な無線障害特別委員ﾆﾔ(ＣＩＳＰＲ)で取りまとめられた勧告に基づき、電気通信技術審

議ここにおいてヽ機ぶから発射される不要電波の許容値及び測定方法について審議が行われて

きたがヽ郵政省はババト∩卜我が川固有の劃告を問案した国内規格について答申を受けた。



本答申を受け、郵政省は、個別の機器を所管する関係省庁等に本答中を踏まえた技術坊準の

策定等を要請しか。

(3)移動電話利用のマナー啓発

　

携帯電話等移動電話は、いつでもどこでも使える通信手段として急速に普及レ利け者の

利便の向上に寄与しているが、一方、自動駆運転中の利川の危険性や電中ﾉ町公共交通機関で

の利用等の問題が生じている。

　

このため、郵政省では、関係団休と連携をとるなどして、利用の際のマナーを盛り込んだ

りーフレットを作成するなど、マナー啓発に取り組んでいる。特に自動車運転中のマナーに

ついて、郵政省では、８年９月から、携帯・自動巾電話の安全な利川・操作方法等について

調査研究を行うために｢[T]動駆と電波利用の在り方に関する調査研究会｣を開催してきたが、

９年６月、報告を取りまとめた。その概要は次のとおりである。

　

運転中には携帯電話を使用しないよう運転者の意識の向丿lを図り、ドライバーのマナー意

識向上に向け、関係者の連携による幅広い啓発活動を継続展開するとともに、携帯電話を含

めたカーマルチメディアの今後の展開に向け、９年度からヒューマン・マシンインターフェ

ース等の試験研究を実施している。

(4)不法無線局対策

　

電波利用の拡大とともに、免許を取得せずに開設・運川する不法無線局や、免許は受けて

いるものの電波法に違反して運用している違法無線局が、重要な無線通信に妨害を与える事

例を始め、不適正な電波利用による障害が多発している。

　

このため郵政省は、不法無線局対策として、不法無線局の探査活動の強化、捜査機関との

共同取締の実施を含め、不法無線局を取り締るとともに、不法無線局の未然防止対策として、

周知啓発活動の強化や不法無線設備の製造販売の防止等に取り組んでいる。

　

ア

　

電波監視システム(ＤＥＵＲＡＳ)の全国的整備

　

郵政省では、電波利用料を財源として、

５年度から電波の監視及び規正並びに不

法に開設された無線局の探査等を効率

的・効果的に行うための電波監視システ

ム(Ｄ ＥＵＲ ＡＳ : Detect Unlicensed Radio

Stations)を整備している。

　

９年度においては、遠隔方位測定設備

巾Ｅ ＵＲＡ S-D : DEURAS Direction finder)

を21地域に、遠隔受信設備(ＤＥＵＲＡＳ-

Ｒ：DEURAS Receiver)を７地域に、不法

無線局探索車(DEUR AS-M：DEURAS

Mobile)を４台整備した。

不法無線局探索車

　

イ

　

電波監視業務システム(ＭＡＲＫＳ)の整備

　

郵政省では、電波の利用者等から寄せられる混信・妨害等に対する苫情巾告を基に、不法

又は違法無線局の調査、評定、措置等に係る事務処理を電子化するための電波監視業務シス

テム(ＭＡＲＫＳ:Multipurpose Assistance system Radio monitoring worKS)、9年度には、

すべての地方電気通信監理局に整備を行うとともに、MARKSをDEURAS及び総今無線り監

理システム(ＰＡＲＴＮＥＲ)とネヽツトワーク化レ電波監現業務における情報剣万能幻の向
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llを図った

　

ウ

　

宇宙電波監視施設の整備

　

近年における静止衛星軌道及び周波数の使用状況等の高密度化とともに、我が国の衛星通

信システムに対する混信発生等の問題も現実的なものとなってきている。

　

衛星通信系に対応した電波監視システムを整備するため、９年度は関東電気通信監理局国

際監悦部(神奈川県ノ浦巾初声)において宇宙電波監視施設を整備レ10年度からの業務の開

始を｢|指している。

　

エ

　

電波適正利用推進員制度

　

電波適正利川推進員(民間ボランティア)制度を９年度に導入レ周知啓発等の活動を通じ

て、地域桂会のりTの根レベルから電波利用環境の保護を推進する。 10年度は全国に600人程

度を配置する‾戸定である。

(5)周波数資源対策

　

我が国においては、社会経済活動の発展、国民生活の向卜、科学技術の進歩等に伴う電波

利用分野の拡大とニーズの多様化により、移動通信の分野を中心にして周波数の需要がます

ます増加している。］司波数のひっ迫と今後の需要に対応して、将来においても安定した周波

数の供給を図るため、郵政省は周波数資源の開発を推進している。

　

ア

　

未利用周波数帯の開発

　

技術上の理巾からこれまで利用が困難であったミリ波(30～300GHｚ)や光領域の周波数は、

広い帯域を有し、将来の有望な周波数資源として期待されている。郵政省では、このような

未利用周波数帯を利用可能とするため、ミリ波利用技術及び光領域周波数帯の利用技術につ

いて調査・検討を行っている。

　

イ

　

周波数ひっ迫対策のための技術試験事務

　

急速な無線局数の増加により、周波数がひっ迫するために生じる混信、ふくそうの解消又

は怪減を目的として、技術基準を制定するために、次のテーマについて技術的検討を行って

いる。

　

①

　

利川が進んでいない高周波数帯(3 GHｚ以上)を有効に活用するための技術

　

②

　

伝送効率及び収容効率の向Ｌにより、既存の周波数を有効に利用するための技術

　

③

　

他の無線局からの混信妨害を軽減又は解消することにより、周波数を有効に利用する

　　

ための技術

　

ウ

　

周波数資源開発公募研究

　

大学等の研究機関において研究が先行している周波数資源開発に係る研究テーマを公募す

ることにより、周波数資源開発の一層の促進を図っている。なお、９年度においては、２件

の公募を認めた、

(6)西暦2000年問題への対応

　

現在使われている各桧|青報システムでは、丙暦を下二桁で扱う場合に、2000年を1900年と

誤って認識する問題(西暦2000年問題)が発生するおそれがあるといわれている。

　

二の西肝2000年問題に対応するため、郵政省では、８年11月、｢情報通信ネットワークの

安令り割付牛に関する研究会｣を開催し

　

９年３月に報告を収りまとめた。本報告において、

情報通信ネットワークにおける西暦2000年問題発生の口f能性及びその影響を明らかにすると

ともにヽフづプラムの修正等の玉体となる電気通信事業者又はベンダー等への周知啓もうの

槙進竹を行うことが巾要であると提言された、



第４節

　

放送政策の推進

１

放送のデジタル化の推進

　

放送のデジタル化は、周波数の利用効率を飛躍的に高め、チャンネルの多様化、高画質化

及び高機能化等を実現するものとして、世界的潮流となっている。

　

郵政省では、視聴者、放送事業者、番組制作者、機器製造事業者等へのメリットの還足と

我が国放送分野の国際競争力確保のため、地上放送、衛星放送及びケーブルテレビの全メデ

ィアのデジタル化を積極的に推進していくこととしている(第３－４一川刈参照)

１

-i-.･･･'･-一心-.･-･---･--.

地|こ放送

第３－４－１[叉1

　

全放送メディアのデジタル化の推進
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地上デジタル
放送のための

法制度の整備
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地上デジタル放送

　　

呂実用規模実験

　　　　

懇談会開催

２

　

偉丿星放送

Ｂ

Ｓ

Ｃ

Ｓ

　

制度整備
事業者決定
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デジタル化の開始
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サイマル放送の確保､全国導入の道筋の明確化

低廉な端末普及の確保

　　　　

20 ㈲

　　　　　

1ツ田O頃

BS-4後発機によるデジタル放送開始

2(川5

競争状態の進展に合わせた規制緩和等の環境整備

ﾂ:)00 イ)0 5

高度サービスに対応した低廉な端末普及の確保､事業者投資への支援

ご(巾)

］（巾）

頌1【】

（1）地上放送のデジタル化に向けた取組

　

国民に最も身近なメディアである地上放送のデジタル化は、マルチメディア社会の実現に

は必須であるとともに、電波資源の有効利用を図ることを可能とするものである｡

　

郵政省では、地Ｌデジタル放送が2000年まｽ前に開始できるよう、放送灯式、チャンネルプ

ランの策定、制度整備等を進めることとしている、
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ア

　

放送方式の策定

　

通信総合研究所及びＮＨＫでは、９

年１月から、地上デジタル放送方式に

関する野外実験を行っているが、９年

度においては実験を拡充し10年夏ごろ

までの予定で、①基本機能の開発づ則

定、②サービスエリアの測定、③移動

体向け放送実験、①単一周波数中継実

験に着手した。これらの実験を踏まえ、

10年夏ごろに放送方式の暫定案を策定

レ10年秋には、暫定放送方式に基づ

いた実用規模の出力による実験を実施

することとしている。

　

イ

　

チャンネルプランの策定

　

チャンネルプラン案策定については、

そのために必要なデジタル放送の電波

伝搬特性等の調査・分析を、９年度か

ら全国主要都市において実施している。

この調査・分析結米を踏まえ、10年末

ごろを目途に、全国的な地上デジタル

放送チャンネルプラン案を策定するこ

ととしている。

　

ウ

　

地上デジタル放送懇談会の開催

地上デジタル放送実験用アンテナ

　

郵政省では、地上デジタル放送の円滑な導人の在り方について検討を行うことを目的とし

て、９年６月からけU!上デジタル放送懇談会｣を開催している、本懇談会では、①地上放送デ

ジタル化の意義とサービスイメージ、②視聴者保護の在り方、③制度の在り方、①導入方策

と支援の在り方等について検討を行っており、10年10月に最終報告が取りまとめられる予定

である。

(２)ＢＳ放送のデジタル化に向けた取組

　

放送衛星(ＢＳ)を利用した放送については、B S - 3 bとともに、９年８月から、B S A

丁－１ａによるアナログ放送が提供されている、また、ＢＳ－４後発機については、９年５

巾二、電波監理審議会答申を受けた放送普及基本計画の一部変更により、｢ＢＳ－４後発機

の在り方｣が決定された。その概要は、次のとおりである。

　

①

　

デジタル放送技術が急速に進展していることから、西暦2000年を目途にＢＳ－４後発

　　

機を利用したデジタル放送を開始する、、

　

②

　

従来のアナログ放送を円滑にデジタル方式に移行するため、後発機においては、ハイ

　　

ビジョン放送を含めたデジタル移行チャンネルを設置し、サイマル放送心)を実施する。

　

③

　

デジタル移行チャンネル以外については、デジタルＨＤＴＶ放送を中心とする。

　

①

　

衛星の円滑な調達及び参入の自由化によるＢＳ放送市場の活性化確保のため、受託・

　　

委託放送制度を導入することが適当である。

　

郵政省は、ＢＳ－４後発機による2000年のデジタル放送開始に向け、９年､10月に委託放送

＼



業務への参入希望に関するヒアリングを行った、また、10年２川に電気通f,i技術蜜議会から

の答巾を受けてＢｓ放送の放送方式を策定レ同川、電波監理審議勁に放近付及法本計山の

変更等の制度整備について諮問した。 10年度には、これらを受け、放送事業者選定を行うこ

ととしている｡

(3)ケーブルテレビのデジタル化の推進

　

ケーブルテレビのデジタル化は、アナログ方式に比べて、①画でＯ汗質の向llが児込める

こと、②りで縮化技術を川いることによる多チャンネル化か可能であることレ丿他のメディア

との親和吽があること、①侈様なサービスの提供が可能であること、等の点て行利である、

　

８年12川二、アナログ方式と共存が可能な、ケーブルテレビのデジタル伝送方式の技術基

準が策定され、10年４川からケーブルテレビ事業者１社がデジタル放送サービスの[用始を予

定している。

(4)デジタル化に向けた各種の取組

　

ア

　

放送機器端末の規格化、共有化の推進

　

(ア)ＣＳデジタル放送受信機の共用化

　

放送受信機の共用化は、視聴者にとっては同一の受信機で異なる放送事業者のサービスを

受けられるという利便竹五の向上に資する一一方、放送事業者にとっても、衛星デジタル多チャ

ンネル放送事業のマーケット全体の拡大によって、事業者の自主性、独創性を乍かしたサー

ビス提供が迅速に展開できるという効果がある｡

　

しかしながら、サービスの違いが結果として事業者佃有の受儒機を生みだレ視聴者の利

便性が損なわれることになるので、このような事態を避けるために、９年10月、ＡＲＩＢに

おいて、共用受信機の業界標準が策定され、ＣＳデジタル多チャンネル放送事業者J3桂及び

製造業者は、ｙ急に共川受信機を市場投人するよう準備を進めている、

　

(イ)ＢＳデジタル放送と地上デジタル放送の受信機共用化への取組

　

９年７月からＡＲＩＢにおいて、ＢＳデジタル放送と地上デジタル放送の受信機共用化の

ためのプラヽツトフォーム機能及び受信機機能の検計を行っており、現在ＢＳデジタル放送用

受信機の規格化との連携も図りながら検討を進めている。

　

(ウ)デジタルケーブル端末機のオープン制の導入に向けた取組

　

デジタルケーブルテレビシステムの円滑な導入と普及促進に資するため、郵政省では、９

年12月から｢デジタルＣＡＴＶ普及のための技術的支援に関する調査研究ご帽を開催している｡

本研究会においては、デジタルケーブル端末機のオープン制の導入に向けた標準化の在り方

等に関して検討を行っており、11年３月を目途に報告を取りまとめるTP定である。

　

(エ)通信・放送融合時代に向けたマルチメディア・プラットフォームの在り方の検討

　

９年12月、地トデジタル放送懇談会デジタル放送端米作業班を設置し、二の中の検討事項

の一つとして通信・放送を融合した端末の将来像を検討することとなった。特に、硯聴者が、

衛星・地]二・ケーブルテレビ・インターネット等のに送メディアや他業者の違いを意識せ

ず、共通の受信機で、デジタル放送のメリットを乍かした多種多様なサービスを容剔二選択

できるようにするため、同端末作業班では、各メディアの映像・音声フォーマットの共川化

技術、電子番組|吉報案内( E P G )の共通化技術等のマルチメディア・プラヽソトフォーム技術

について検討を行っている、

　

イ

　

次世代高機能映像技術プロジェクト

　

９年４月に電気通信技術審議会から答巾を受けた｢帖恨通信研突法本計肉ヤ｣⊃として、
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次世代の放送サービス、マルチメディアのかなめとなる高度映像利用の実現のため、［次世

代高機能映像技術プロジェクト］が10年度から実施されることとなった。

　

本プロジェクトにおいては、を体・超高精細映像等の多彩な映像の処理・情報検索・加

‾［・流通等が容剔二できるシステムと端末の実現を図るため、17年度までの予定で高機能映

像関連技術の研究開発を幅広く実施していくこととしているっ

２

　

放送の健全な発達に向けた取組

(1)放送番組審議機関の活性化に向けた取組

　

８年12即二取りまとめられた｢多チャンネル時代における視聴者と放送に関する懇談会｣報

告を受け、郵政省では、多チャンネル化の進展等に対応し、放送の健全な発達に資すること

を印杓として、９年５月、放送法及びｲT線テレビジョン放送法を改正し放送番組審議機関

に関する制度整備を行った、その概要は、次のとおりである。

　

①

　

放送事業者は、放送番組審議機関の答申・意見を尊重して講じた措置の内容、訂正放

　　

送の実施状況及び放送番組に関して申し出のあった苦情その他意見の概要等を放送番組

　　

審議会に報告しなければならない。

　

②

　

放送事業者は、放送番組審議機関の答申・意見の内容やその他議事の概要及び答申・

　　

意見を尊重して講じた措置の内容等を公表しなければならない。

(2)｢放送と人権等権利に関する委員会｣の設置

　

｢多チャンネル時代における視聴者と放送に関する懇談会｣(８年12月報告)の報告書等を契

機として、ＮＨＫと(社)日本民間放送連盟が、表現の自由との調和を図りつつ、放送による

権利侵害といった問題について扱う第二者的な機関として[放送と人権等権利に関する委員

会]を、９年５月設立した、本委員会では、放送された番組に関して苦情申立人と放送事業

者間との間で解決のできない問題について審理等を行うこととしている。

３

　

放送の国際化の推進

（1）我が国からの映像国際放送

　

映像国際放送は、放送番組を通じ万国際交流を促進レ諸外国との相坏理解を深化させる

ものと期待されている、

　

ＮＨＫにおいてはパO年一度中に、アジア向けの放送が開始されるなど放送区域が拡大され、

アフリカの一部、ユーラシア大陸の一部を除くぼぼ全化界を対象とする映像国際放送が実現

される竹定となっている‥

（2）放送を通じた国際交流の推進

　

ア

　

アジア・太平洋放送主管庁ラウンドテーブルの開催

　

放送のデジタル化と、それにけう多千ヤンネル化により、多くの旧において新たな放送秩



序・政策が求められている､､、また、放送・通信のグローバル化により、国内法のみで対応す

ることが困難な問題が生じつつある、

　

このような状況を踏まえ、郵政省では、アジア・人平洋地城における放送の発展のため、

望ましい放送政策の在り方について地域各国の放送主管庁と意見交換を行うラウンドテーブ

ルを９年６月に開催した‥本会合においては、映像国際放送に関する国際的なコンセンサス

の形成及び各国の放送政策に関するデータペースの構築について、ワーキンググループを結

成して調査研究を行うことが合意された。

　

イ

　

デジタル放送普及のための国際連携

　

デジタル放送は欧米において実川化の段階にあり、我が国としても、我が国の放送方式の

採用を各国に働きかけていくことが必要である、

　

郵政省では、欧米標準化機関等との情報交換のほか、アジア・太平洋地域においてデジタ

ル放送方式に関する国際共同研究を行うなど、広く国際連携を図っていくこととしている、

また、民間では９年９月、｢デジタル放送技術国際共同研究連絡会(D i BEG：事務局AR

ＩＢ)]を組織レアジア・太平洋地域を中心とした諸外国に対レ我が国のデジタル放送技

術の普及活動等を行っている。

　

地ヒデジタル放送方式に関する標準化においては、米欧方式が｢開発済みシステム｣として、

また我が国の放送方式は｢開発中のシステム｣としてＩＴＵ－Ｒよい国際勧告に盛り込まれた、

今後、我が国の放送方式を｢開発済みシステム｣へと格上げするため、技術開発を推進してい

くこととしている。

　

一方、衛星デジタル放送については、多チャンネル放送川システムとして欧州方式のみが

ＩＴＵ－Ｒ田際勧告として盛り込まれ、我が国も準川しているところであるが、ＨＤＴＶ放

送用のシステムとして、我が国のＢＳデジタル放送方式をＩＴＵ－Ｒ国|際勧告に盛り込んで

いくことが必要である。

　

また、ＣＳデジタル放送の受信機共用化のための規格化の実現は、世界初の成功例となる

ことから、今後、同規格のＩＴＵ(dコ国際標準化を目指すこととする、

　

ウ

　

放送番組国際共同制作の推進

　

衛星放送技術の進展、社会・経済のグローバル化に伴い、世界は本格的な映像国際放送と

デジタル多チャンネル放送時代を迎えている。

　

映像国際放送は、放送番組を通じた国際交流を促進レ各国間の相互理解を促進させるも

のと期待されている。

　

しかしながら、アジア地域においては自国制作による放送番組の情報

発信が不十分な状況にあり、その充実のための体制整備が必要となっている。

　

このような状況を踏まえ、郵政省では、放送番組の国際共同制作を通じたアジア地域の番

組制作レベルの向[こと世界に向けた情報発信の推進を図ることとしている。 10年度において

は、10年１月に行われた放送界組国際共同制作推進会議の結果等を踏まえ、望ましい團際共

同制作システムに関する共同研究等を行うこととしている。

　

工

　

放送番組翻訳事業

　

諸外国との相互理解の促進、開発途ll国の放送の充実発展に貢献するため、日本の放送番

組を開発途L[ﾛ向けに翻訳する事業を、３年４巾二設立された(財)放送番組国際交流センタ

ー(ＪＡＭＣＯ)を通じて支援している。

　

ＪＡＭＣＯでは、いに丿列こまでに586私の番組を

日本語から英詰等に吹き替え、35か国延べ1,237本を、開発途川llに中心に諸剔中寸呻且

ている、
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放送ソフトの振興

(1)放送ソフトの振興に関する調査研究会

　

放送の多チャンネル化や国際化が進展する中で、放送ソフトの一層の充実を図ることは重

要な課題であり、これまでにも積極的な振興策が実施されている。

　

郵政省では、放送の多チャンネル化、グローバル化の進展を踏まえ、８年９月から｢放送

ソフトの振興に関する調介研究会｣を開催し制作会社等における制作資金調達の円滑化、

放送ソフト制作の活性化方策、海外への流通や他メディアへの活用を含む放送ソフトの多元

的利用の促進方策等について検討を行ってきたが、９年Ｓ月に最終報告が取りまとめられた。

その概要は、次のとおりであるI

　

①

　

放送ソフトの流通活性化を図るため、放送ソフトの多元的利用を可能とするための権

　　

利処理の円滑化、各事業者が持つ放送ソフト流通情報のデータベースの整備等、国内流

　　

通環境の整備を図ることが必要である。

　

②

　

放送ソフトの制作を活性化させるため、放送ソフト制作会社の資金調達手段の多様化

　　

等、人材育成の充実及び放送ソフト制作機器のデジタル化等技術・機器の高度化に対す

　　

る支援等環境整備を図る必要がある。

　

郵政省では、本報告を受け、放送ソフトの流通情報データベースに関する調査研究、放送

番組の保存の在り柏二関する調査研究、放送ソフト制作機器のデジタル化を促進するための

支援制度の創設等、放送ソフトの制作・流通の活性化のための施策を推進していくこととし

ている。

(2)放送番組素材利用促進事業の推進

　

放送番組の制作に使用される映像・占響素材(放送番組素材)を収集、制作、保管レ放送

番組の制作の用に供する業務等を行う事業(放送番組素材利用促進事業)を支援し、放送番組

の制作基盤の充実を図るために、｢放送番組素材利川促進事業の推進に関する臨時措置法｣が

６年９月施行されたI

(3)有線テレビジョン放送番組充実事業の推進

　

有線テレビジョン放送番組充実乍剔よ、｢有線テレビジョン放送の発達及び普及のための

行線テレビジョン放送番組充実事業の推進に関する臨時措置法｣に基づき、①番組共同制作

技術、②番組配信施設、③番組情報検索施設、①番組収蔵施設の整備を実施する者に対レ

産業投資特別会計の出資を原資とする通信・放送機構からの出資や、口本開発銀行等からの

無利子・低利融資による支援措置を行うものである

(4)受信設備制御型放送番組の制作の促進

　

放送分野の技術革新を活用した放送番料1の制作を促進することによって、国民が情報を選

択する機会を拡人レもって高度情報通信社会の構築に寄'手することを目的として、ﾄ受信

設備制御型放送番組の制作の促進に関する臨時措置法｣が７年９月施行された。同法に基づ

きヽ①仙波放送番組の制作に必要な資金の訓達に係る債務の保証、②共同で利用できる当該

放送番組制作施設を整備する乍業(受信設備制御型放送番組制作施設整備事業)に対する出資、

⑤当該放送番組に必要な情報の提供を行うこととしている、



(5)放送ライブラリー

　

放送ライブラリーは、社会的・文化的に貴服な財産である放送番組を収集、保管するとと

もに、国民に公開することを通じて、放送の健全な発達等に資することを目的として、放送

法上の指定法人である放送番組センターにより、J3年､10川から運営されている、そのﾄな慨

要は、①放送番組の収集・保管及び公衆への視聴、公開∧ﾅ放送番組に関す訓吉報の収集、

分類、整理、保管、③放送番組に関する情報提供等であり、り半白｣現在、テレビジョン放

送については4,465番組、ラジオ放送については1,064番組が保存され、またテレビジョン放

送については3,600番組、ラジオ放送については900番組が公開されている

放送ライブラリー
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放送ビジネスの振興

(1)規制緩和の推進

　

ア

　

ＣＳデジタル放送における多チャンネル放送の規制緩和

　

10年３月から、ＣＳデジタル放送において、従来複数局支配の禁止として制限されていた

出資比率が、議決権の10分の１未満から３分の１末満に引き下げられたほか、一委託放送事

業者が行う二とができるテレビジョン放送の番組数についても、従来12番組に制限されてい

たものを、４中継器以内では何番組でも可能とすることとされた。

　

イ

　

ＣＳデジタル放送における有料放送の規制緩和

　

ＣＳデジタル放送における有料放送においては、競争促進を図る見地から、料金認可制か

ら届出制に改められたほか、契約約款について、標準契約約款に合致する届出であれば、認

可を受けたものと見なされる標準契約約款制が９年11月から導入された。

　

ウ

　

ケーブルテレビにおける規制緩和

　

(ア)ケーブルテレビの外資規制の見直し

　

ケーブルテレビにおいては、フルサービスの提供を通じたビジネス展開の可能性を拓くた

め、10年２月、第一種電気通信事業を併せて行うケーブルテレビ事業者において、外国資本

の割合の制限及び外国人の業務執行役員への就任の禁止の措置が撤廃された。

　

(イ)ケーブルテレビ加入者網における無線システムの実用化

　

ケーブルテレビ局のネットワーク構築の補完的な手段として、基地局から各加入者宅まで

のに送に無線システムを利用することを認め、10年９月を目途に実用化のための措置を講じ

る予定である。

　

(ウ)複数ケーブルテレビ事業者のヘッドエンドの共用化

　

ケーブルテレビ事業者が効率的にデジタル化投資を行えるようにレデジタル化を促進す

る観点から、ヘッドエンド設備を複数の事業者で共用することを認めることとし、９年12月

に有線テレビジョン放送法施行規則の改正を行った。

(2)地上放送における状況

　

地1ﾕ系テレビジョン放送の垂直帰線消去期問を利用した地上データ放送(ＶＢＩ方式)が、

固定受信のサービスで実用化されている。

　

また、高速走行中の白動中内や携帯での利川等、移動中の受信を可能とするため、郵政省

では９年､６川二、が声信号副搬送波を利用した地上データ多重放送の制度化を行った。

(3)衛星放送における状況

　

衛星データ放送には、アナログ放送における｢データ多重放送｣及びデジタル放送における

｢データ放送｣がある。

　

特に、ＣＳデジタル放送におけるデータ放送は、従来のアナログ式のデータ多重放送に比

べ、数ﾄ倍の大容量伝送が可能であり、映像・盲声・データを融合した柔軟性のあるサービ

スの提供が容易といった優れた特性を行している。

　

郵政省では、ＣＳデジタル放送によるデータ放送分野の開発のため、本放送試験放送局に

斤備免許を付与レデジタル放送トライアル・サービスを行うこととしている。この試験放

送はヽハーソナルニJンピュータ等を受信機とし文字、音声、動|砿静止画等の各種データ

を放送するもので、本試験により、各種機器の試験・訓告、番組の種類及びサービスの動向



調査、視聴者調脊等を実施することとしている

　

また、郵政省では、ＣＳデジタル放送におけるデータ放送の事業化を推進していくほか、

９年12月から｢データ放送を利用したマルチメディア・サービスに[周する訓在研究ご]を開催

している。本研究会では、データ放送によるｙ期かつ安価なマルチメディアサービスの実現

のため、サービス分野の検討、サービス実現に向けた制度面・技術面等の課題の抽出等を行

っており、11年３川に最終報告が取りまとめられるか七である｡

(4)ケーブルテレビにおける状況

　

ア

　

フルサービス化に向けた取組

　

(ア)通信・放送機構目黒リサーチセンターにおける実験

　

通信・放送機構目黒リサーチセンターにおいて、７年度から広域ケーブルテレビ網を使っ

た通信・放送融合サービスを提供するために必要な伝送技術の開発を行っている。本センタ

ーでは、東京、横浜、甲府のケーブルテレビ施設を利用レケーブルテレビ電話、ＮＶＯＤ、

映像データの広域デジタルに送等の広域ネットワーク実験を行っている｡

　

(イ)フルサービス・ネット委員会における取組

　

ケーブルテレビのフルサービス化に向けたアプリケーション開発とネヽツトワーク化を進め

るため、６年ぺT5月に[フルサービス・ネット委い会]がケーブルテレビ協議会に設μされた｡

10年J3月時点において、87団体が参加レケーブルテレビ電話・インターネット接続りIご七

健康管理システム等38の実験が実施されている、

　

イ

　

将来のケーブルテレビのための技術開発

　

(ア)次世代ケーブルテレビのための研究開発

　

ケーブルテレビにおけるデジタルに送方式については、今後、よ０高速・人穴量のシステ

ム性能を要求されることから、郵政省では９年度から、アナログ混在のシステムではなく

｢フルデジタル｣伝送を行うケーブルテレビシステムに最適な技術的条件について調査研究を

行っている。

　

(イ)プラスチック光ファイバの研究開発

　

ケーブルテレビ伝送路の企光ファイバ化の促進を図るため、↓友万続・分岐が容易で|］回線

の高速化が可能なプラスチック光ファイバについて、低損失化等の研究開発を、通信・放送

機構において10年度から行うこととしている
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第５節

　

郵便局ネットワークの活用の推進

郵便局ネットワークの開放・活用による国民生活への貢献

(1)郵便局ビジョン2010の策定

　

郵政省は、り年２月、郵政審議会に｢21世紀を展望した郵便局ネットワーク及びそのサー

ビスの在０方並びにその実現のために講すべき方策｣について諮問レ同年６月、[郵便局ビ

ジョン2010

　

国民共行の生活インフラー情報・安心・交流の拠点へ]と題する答申を受けた。

　

本答中では、①郵便局を｢全国どこでも、国民誰もが利川できる国民共有の生活インフラ｣

ととらえ、口一21 11t紀の郵便局を地域社会の中で｢情報・安心・交流の拠点｣として位置づけ、

そのllで寸前似ﾘ‥5ネットワークの行政、民間、地域社会への開放り畠回目等について、各般に

わたる郵便回改革の提盲が行われている。

　

貝体的には､叩;|民本位と社会全体の効率性]の視点にぐち､｢郵便局の改革

　

７つの提言｣と

して∧＼[利便い経営効率化の推進、②[ワンストップ行政サービス]の実現、③｢郵便局のオ

ーブンネットワーク化｣の実現、①｢生活設計型の自助支援サービス｣の実現、⑤日本版ビッ

グバンへの対応、⑤地城社会の交流への支援、⑦地域の生活・交流基盤の整備、が提言され

ている｡

　

また、捉にされた郵便局改革については、着実な推進を図るため各課題(全74項目)ごとに

進捗状況をイントラネットに掲載レフォローアップを行うことにより、着実な進展を図っ

ている(第J3-ﾌﾘｰ１図参照)。

(2卜晴報の拠点

　

郵政省では、いに丿Ｈ二｢マルチメディア時代における郵便サービスに関する調査研究会｣

の報;ツ1を収りまとめたほか、マルチメディア時代に向けた郵便局サービスについて各種検

討を行い、これらを受けて具体策を展開している、

　

ア

　

インターネットを活用した郵政情報の提供

　

郵政省は、郵政省ホームページ(http://へｖxｖlｖ.mpt.ｇｏ.jp/)を始め、電子郵便局及び郵便、貯

金、簡勁保険等のホームページを開設しているが、10年度には、それらを活用したサービス

を次のとおり拡充する｡

　

(ア)通信に関する現状報告(通信白書)の電子化の推進

　

郵政省では、り年度から郵政省ホームページに｢通信白書｣の要約丈を掲載しているが、10

年度から貨え拓植を15定している。
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旧民Joj‘の牛.活インフラー情報・安心・交流の拠

郵　便　局　　　　　　　　　　　　　、

　　　　国民共有の生活インフラ

最も身近な存在一平均1.1km.毎日配達:2,800万か所

　　　　　　　　(新聞の戸別配達も郵便局が最後の拠り所)

全国ネットフーター情報、モノ、カネ

∩　　　　　　　　　　　∩

　　公共性

ユニバーサルサービス

社会的政策の実現 一一

　　　　独立採算

質的向上・効率化へのインセンティブ

収支相俄・非営利

y　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ

／／ ∧

郵便局の資源を「公共性」に基づき「独が採算」の範囲内で開放,，

郵便局資源の活用は、国民の利益増進、仕合帽本の効率向し改革推進に良沢

／／ ＼＼
乙　　　　　　　　　　　　　　　　／／ ＼＼　　　　　　　　　　　　　　　　ち

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21世紀の社会像

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2yつのポイントが鐘になる社会こ　　．　　　　　　　　　　　　　、

ノ　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｘ　／　　　　　　　　　　　　　　　　　ゝ　／　　　　　　　　　　　　　　　　　ゝ｜　　情　　報　　　ｉ　　安　　心　　　｜　　　地　　域

・情報・知識が最重要資源に　　・超少石高齢社会での豊かな生活一生活の場としての地域社会の重要性

・生活・経済の高付加価値　　　・自己責任原則と公脂公正　　　　・均…･社会から多様な社会へ移行

○　　　◇　　　☆
じ　情報の拠点　　〕じ　　安心の拠点　〕じ　交流の拠点　〕
し　　　　∠こ　　　　　　　　二　　　　　　　　∠犬　　　　フ

匹　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　へ

（　　　　　郵便局の改革　　7つの提言　　　　　〕
｜
ｊ

１　郵便局経営効率化の推進

　　巾　L紙・はがき料金の200ylこまでの据置き

　　（2）「効率化」・「サービ｀ス氷叫」の目標と実績の八八

　　（3）「外部詐価システム］の原人　一打打情報・径行分析の問示

　　（4）「地万郵政局経営がＯ」こ」（仮称）の設置　一生.活片・地域の睨六

｜
ｊ

２「ワンストップ行政

　　サービス」の実現

３「郵便局のオープン

　　ネットワーク化」

　　の実現

４「生活設計型の自助支

　　援サービス」の実現

５　日本版ビックバンへ

　　の対応

６地域社会の交流への

　支援

７地域の生活・交流

　基盤の整備

　一郵便局資金の運用

ｙ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ダ
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(イ)電子郵便局の開設(マルチメディアパソコンの配備)

郵政省は、り年４月から、

　　

つ.∵I･

郵使局ドインターネヽ川ヽと接

続したマルチメディアパソコ

ンを設蹴レ郵便局情報や地

域情報の提供を行う電ｆ郵便

局（郵便局ホームページ

http://ｗｗｗ.mpt.ｇｏ.jp/DPO）100

局を開設、10年度においては、

史に300局の開設拡大を行うこ

ととしている。

　

なお、10年度においては、

マップを利川した公共施設等

の案内や、インターネットを

利川した申込み・届出受付等

m^mmmつ
ペーニここ二二i二＿ノ

⊃鮑⊃

＼＼心〕

ﾚぶ 心〕

電子郵便局の端末画面

徊

　

§

の新しいサービスも順次捉供していくこととしている。

　

(ウ)配達状況お知らせサービス

　

郵政省では、９年４月から、ゆうびんホームページ(http://ｗｗｗ.postal.mpt.ｇｏ.jp/)におい

て、世界で初めて書留郵便物等の総合的な配達状況に関する情報の提供を開始した。これに

より、書留郵便物、簡易書留郵便物、配達記録郵便物、小包郵便物、翌朝郵便物、代金引換

郵便物及びＥＭＳに関する引受情報、配達完川冑報等の追跡情報加提供される。

　

(エ)新郵便番号お知らせサービス

　

郵政省では、新郵使番眉間の導入にあたって、９年６月から、ゆうびんホームページにお

いて、①新郵便番号の検索、②選択地域のデータの利用者端木へのダウンロード等のサービ

ス提供を開始した、

　

(オ)インターネットを利用した簡易保険加入申込み相談

　

郵政省では、９年う月から、かんぽホームページ(http:/ /ｗｗｗ.kampo.mpt.ｇｏ.jp/)におい

て、簡易保険の加人申込み相談受付を開始した｡その方法は、①)相談希望者がホームページ

上の肉而に氏名、郵便番り、住所／

情報を希望者の住所を所管する集配郵便局に白動的にファクシミリ送信、③ファクシミリを

受信した郵便局から外務職いを希望者宅に派遣して面談、となっている。

　

イ

　

郵政事業における電子取引に関する調査・実験

　

郵政省では、９年12月から10年度にかけて、郵政事業において電子取引を実施するために、

実証実験及び調査研究を行っている、

　

この実験では、モデルシステム｢|｣座及び商品等はすべて疑似のものを使用)において、モ

ニターが∩しこの端末から、インターネットを介してふるさと小包、切手・葉書等の通信販売

や簡易保険の保険料払込みに係る口座振替等の操作を行っている、実験には、束京と近郊地

域に在什するモニター105人、仮想商店10店舗及び疑似郵便局が参加している。

　

り八訓介研究では、電ｆマネーシステム導人先進国の郵政事業体について、現地調査及

び辰新技術の動向調査を行っている、



　

ウ

　

自治体と郵便局とのネットワーク化

　

郵政省は、10年丿帽し岡崎市(愛知県)ぼか４地域において、光ファイ八等によ則玉台体と

郵便局とのネットワーク化を図り、郵便局窓口ロビーに設μしたパソコンで自治休の情楸乃

を提供したり、自治休側の端末において郵使いの情樅を提供するサービスを開始した、

　

エ｢ゆうせい情報プラザ｣の設置

　

郵政省では、10年度において、郵便０のマルチメディア化をモデル的に拉進するため、中

心市街地において、最新の業務機器及び情報機器を集積させた｢ゆうせい情報プラザ｣を令国

３か所に設回し｢情樅｣、｢安心｣、｢交流｣の拠点として巾心市街地再活性化に貢献すること

としている。

　

なお、本施策の展開に肖たっては､｢マルチメディア街巾にぎわい創出事業｣等により実施

されるりぷ業と連携を図ることとしている。

　

オ

　

マルチメディアを活用した郵政事業サービスの実験

　

郵政省では、新叫代通信網パイロヽバヽモデル事業の一環として、７年12川から、関西丈化

学術研究都市において、光ファイバ網の実川化実験(汁）)を行っている。郵政事業において

は、モニター(約300世帯)が各家庭に敷設した光ファイバ網を利用レ家庭にいながら郵

便・郵便貯金に関するサービスを受けられる｢郵便・郵便貯金ホームサービス｣の実験を行

っている。なお、10年１川から簡易保険も同実験に参両している。

　

サービス内容については、郵便は①ふるさと小包の商品案内や購人申込み、②記念切‾ﾄの

紹介や購入中込み、③田内・川|際郵便における商I 1案内等、郵便貯金は①郵便貯金残鳥照

会・電信振替での送金、②郵便貯金商I 1サービスの案内、③教育、老後、結婚、住宅等の

資金計画のための資金積ダシミュレーション(家計管理支援サービス)等、簡易保険は①簡易

保険商1111いサービスの案内、②加入者福祉施設の紹介、③家庭の医学情報の提供等、となっ

ている。

　

力

　

郵便局におけるワンストップ行政サービスの実験・調査研究会

　

郵政省では、９年11月26日から10年１月末まで、郵便局の情樅端末から地方自治体加担供

する様々な公的サービスの申込み等を行うことができる｢ワンストップ行政サービスの実験｣

を、台東区(束京都)、岡崎市(愛知県)及び竹富町(沖縄県八重山郡)のＳ地域において実施し

た。

　

また、９年12月から、国民が身近な窓口で一括して行政ト続を行うことができるワンスト

ップ行政サービスの円滑な展開方策について検討するため､｢郵便局におけるワンスレソブ行

政サービスに関する調査研究会｣を開催している。本研究会では、工記実験地域を仁とし九

地方自治体や関係省庁(総務庁、法務省及び自治省)等との連携により、①サービスの目標、

②モデル実験を踏まえた需要動向、③行政庁・郵便局における体制整備の在り方等が検討さ

れている。

　

キ

　

郵便局における電子内容証明サービスの実験

　

郵政省では、高聡|吉報通信社会に対応した郵便サービスの高度化・効率化を図るため、郵

便サービスの持つ特性とマルチメディアの持つ特性を融合させたサービスの一一つとして、10

年２川、札幌巾(北海道)において､｢電ｆ内容証明サービスの実験｣を実施した。

　

この実験では、パソコンを利川して電子丈潜を作成し、自宅や会社等からインターネット

を通じて当該文書を郵便局に差し出すと、郵便局において印刷して配達するとと帽二、虹付

の内容保存等を電八的に行った。
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ク｢郵便サービス案内センター｣の設置等

　

郵政宵では、ド∩り|から、郵便に関する照会等に迅速に対応するため、全国47か所(各

都道府川二↓か所)に｢郵使サービス案内センター｣を設μするとと引二、｢郵便テレフォン＆

ファクシミリサービス｣及びバンツーネットを通じたお問い介わせの受付｣サービスを開始

した

　

なお、｢郵便サービス案内センター｣及び｢郵便テレフォン＆ファクシミリサービス｣では、

電話界吋をフリーダイヤルとしている。

　

ケ

　

郵便窓口サービスの充実

　

現在、爪即)郵便局において、上・日曜日に郵便窓口を開設しているが、10年度から、大

部巾部の木開設の障通郵便局等において、土・日曜日の開設の拡人を行うこととしている。

　

コ

　

書留郵便物の新処理システムの研究開発

　

郵政省では、10年度から、書留郵便物について、近年各方面で実用化が進んでいる無線タ

グ(データキャリア)を活川した書留郵便物処理システムの研究を行うこととしている。二れ

により、査数・照合及び|吉報入力のための作業等、引受から配達までの記録処理が自動化さ

れる‥

　

サ

　

郵便貯金ＩＣカードによる電子財布サービス実験

　

第２ぐ第７節1 (3)イけ)参照

　

シ

　

郵便貯金オンラインシステムのオープンネットワーク化

　

10年１川からＳ川まで、現行法上可能な範囲での郵便貯金の実験川ＡＴＭと信販会社等の

実験川ＡＴＭとの間でデータ送受信実験を行った。

　

また、民闘金融機関のＡＴＭ・ＣＤネットワークと郵便局のＡＴＭ・ＣＤネットワークと

の射励妾続について、10年渡中の実施に向け、関係法令等所要の整備を行っている。

　

ス

　

国際送金のグローバルネットワークの構築

　

郵政省は、り年７川から10年３月まで、アジア地域に最適な送金システムを検討するた

め､[郵便局のマルチメディア活用型国際送金システム構築に関する調介研究会]を開催した。

また、各国・地域の実情に応じた国際送金のグローバルネットワークの拡充高度化を図るた

め、10年度に、目米鴇山による高速送金の試験システムを開発するとともに、更に万国郵便

連介のアジア・人ヽﾄ洋地域における国際送金業務導人支援プロジェクトへの資金拠出を行う

こととしている

　

セ

　

海外の郵便局ＣＤネットワークとの相互接続

　

10年度には、[収州Ｓか旧(フランス、スイス、スペイン、ベルギー及びルクセンブルグ)が

形成する郵使いのＣＤネットワーク(ポストネット)と、我が川の郵便局ＡＴＭ・ＣＤネット

ワークとの接続が合意されるや定である。その結果、11年以降、郵便振替の加人者が相互に

加凹IIの郵便岫ＣＤ等(欧州に要部叔二約3,800台設置)で∩しの||座から現地通貨での引出

しが目丁能となる。

(3)安心の拠点

　

ア

　

過疎地域における高齢者の在宅福祉支援サービス(ひまわりサービス)の実施

　

智頭郵使り(鳥収県)において７年丿t月から実施していた高|齢者を対象とした声かけ・買い

物代行サービス(ひまわりシステム)をモデルケースとして、郵政省でヽは、９年８月から、在

宅福祉サービスを眉石する施策｢ひまわりサービス｣を問始した。

　

本施策はヽ過疎地域において鳥齢者が安心して｡斡らせる地城什会づくりを目的として、郵



便局、地方白治体、社会福祉協議会等が協力して生活サポートシステムを構築するもので、

９年度には45地域で、10年度には100地域で実施や定である

　

サービス内容は、原則として過疎地域において、70歳以|ノ)･人弊らしの高齢占一及び高|齢

者夫妻世帯を対象に、①外務職員による郵便配達時の励ましの声かけ及び郵便物の集荷、口

生活サポート協議会と協力した乍活用品等の注文受付及び配達、③小学生等からの定川的な

励ましのメッセージのお届け等となっている。

　

イ

　

子育て支援郵便サービス(赤ちゃんゆうパックサービス)の試行

　

郵政省では、10年度に、令国６地域において、部市部におけるゆとりある子育ての環境整

備のため、配備されたカタログ中の子育て川品の配達サービス(赤ちゃんゆうパックサービ

ス)を試行することとしている。本施策は、地元商店街等が組織する協力店連絡会と連携し

て展開される。

　

ウ

　

ケア・タウン構想の推進

　

郵政省は、９年10月から11年３月まで、各都道府県１か所程度の50地域において、郵便局

が市町村を支援レ地域住民に介護知識・技能の普及促進等を図り、高齢者にやさしいまち

づくりを推進する｢ケアッ

　

本施策では、かんぽ健康増進支:援事業のスキームを活用して介護知識の習得支援や介護機

器の普及支援を行うとともに、郵便局職員を通じて地域の医療・介護関連情報の捉供や外務

職員による独居老人に対する健康情報誌の提供等を行っている。

　

エ

　

全国郵便局等での臓器提供意思表示カード(ドナーカード)の配布

　

郵政省では、厚生省からの協力要請により、９年12川から、令国の郵使い、肛務センター、

逓信病院において(臓器提供意思表示カード汗｀ナーカード)｣(一か所当たり20～90枚程度)及

び｢ドナーカードに関する川知川パンフレヽバりの配布並びに｢臓器移植啓発ポスター｣の掲出

を行うこととした。

　

これは、９年10月に施行された｢臓器の移植に関する法律｣の厚生省における取組に、郵政

省としても、国の機関として、臓器提供者の確保のためのドナーカードの普及に協力すると

いう趣旨で実施しているものである。

　

オ

　

音声案内誘導装置の配備

　

郵政省では、９年度から２か年計画で、港区(東京都)内の全郵便局に、視覚障害者向けの

｢音声案内誘導装置｣を試行的に配備することとしている。この装置は、視覚障害占が所持す

るカードから発信される微弱電波に郵便局の人口に配備した受信機が反応レ音声メッセー

ジにより視覚障害者を案内誘導するものである。

1,1

　

－ － － ‥
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音声案内誘導装置

一一嶋
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(4)交流の拠点

　

ア

　

国際交流の推進

　

郵政省では､外川人が多く居汁する地域に所在する郵便局に開設する電子郵便局において、

新たに英語版のホームページを作成レ利便性の向上に努めることとしている。

　

イ

　

お年玉付年賀葉書等の寄附金による地域社会への貢献

　

七年肩↓年賀葉占(昭和24年開始)、年賀切手Ｏ年開始)に付加された寄附金は、社会福祉

の増進、がん等難病の治療研究、青少年の健全育成、地球環境の保全等の10分野の事業への

配分を通じて地域社会に貢献している。

　

10年祁寄附金付お年王け年賀葉書・年賀切手及び９年度に発行した寄附金付広告付葉書の

販売を通じて集められた寄附金は372団体に対して約16億3,800万円が配分された(資料3－

19参照)、

　

また、郵政省は、９年２月から３月まで、し長野オリンピック冬季競技大会(寄附金付)郵

便切手]を4,000万枚発行した。その寄附金は、財団法人長野オリンピック冬季競技大会組織

委員会に３億4,916万円配分された。

　

ウ｢ボランティアポスト｣による社会貢献

　

郵政省では、８年度から、広く国民参加によるボランティア活動を支援するため、郵便局

の目際ボランティア活動等の情報拠点化を推進しており、①主要な郵便局に設置したp-s

ＡＴ(郵便局偉i星通信ネットワーク)モニター、②商用パソコン通信(ＮＩＦＴＹ-sｅrｖｅ、

ＢＩＧＬＯＢＥ(ＰＣ-ＶＡＮ))、インターネット(アドレスhttp://ｗｗｗ.volunteer-post.mpt.ｇｏ.jp)を活用

して、国際ボランティア貯金の概要や寄附金の活用状況、開発途上地域の現状、ボランティ

ア団体の活動状況等の情報を提供している、

　

また、集配普通郵便局約1,200局に｢ボランティアコーナー｣を設置して国際ボランティア

活動等に関する情報提供や照会対応を行っている。さらに、中央郵便局等主要な郵便局では、

定期的に｢専門コーナー｣を開設し、部外の専門家による国際協力やボランティア活動の専門

的な対応を行っている、９年度には、｢専門コーナー｣を増設した。

　

エ

　

国際ボランティア貯金による国際貢献

　

郵政省では、国民参加による民間レベルでの海外援助の充実に資することを目的として、

３年ぺ月から国際ボランティア貯金の取扱いを開始している。

　

９年度には、約10億6,000万

円の寄附金を全国209団体が実施する239の援助乍業に対し配分を行い、アジア・アフリカを

中心とした他界50か国において、貧困や災害で苫しか人々のための、医療・衛生指導や教育

関係、白えを促すための職業訓練、農業等の技術指導、更には環境保全等の援助に役立てら

れている。

　

オ

　

郵便貯金資金・簡保資金の運用を通じた貢献

　

財政投融資の主要な原資として活用される郵便貯金資金及び財政投融資への協力を通じて

活川される簡保資金は、全国約２万4,600の郵便局ネットワークを通じて集められ、社会資

本の整備、国民生活の質の向上に重要な役割を果たしている(資料3 －20参照)。

　

このうち簡保資金はヽ豊かで安心できる地域社会づくりに役立てられるよう加入者の身近

な分野⌒ヽ運川されている。特に地方公共団体へは、地域の郵便局を通じて貸付けが行われて

おりヽ小゜中学校の建設や公園・ﾄﾞ水道の整備、更には防災無線の施設整備等に役立てられ、

豊かな町づくりに貢献している。９年､度末現在の地方公共団体に対する貸付残高は、約15.3

兆円でヽ10年度には1.6兆円の貸付けを計画している(資料3 －22参照)。



２

　

郵政行政等の情報化の展開

(1)郵政行政情報化５か年計画(ＰＩＩ)

　

｢行政情報化推進坊本計州皿６年12川閣議決足)に基づき、７年几から各宵斤において斤政
の情報化を推進してきた、

　

郵政省においても、７年から11年までの３年[司を対象とした｢邨政行政情報化らか年計画]
(ＰＩＩ)を策定レ計画推進を行ってきたと二ろであり、これまでＶﾉ･J……j
トップ行政サービスの実験(９年度)､士屯ｆ取引に関する訓査・実験(り年度しエテレワーク

の試行(９年度)などの斤政の情報化の先導的な施策の推迎を行うとと引二､干インターネッ
トが刊川できるマルチメディアパソコンの配備(り年度)∠ゴ1治体ネットワークと郵便尚と
の接続(9年度)などの地城の情報拠点化の推進､=万ず……湊ﾐ省・邨政いＬＡＮの僣築∩年度から)、

②郵使同の情報ネットワークの整備などの業務の効率化・高度化の拉ﾐ進を柚極的に行ってきたI

　

ア

　

新たな｢郵政行政情報化５か年計画｣の策定

　

行政の情報化を収り巻く環坑、仕会の情報化の進展等が人きく変化してきていることなど
の状況を踏まえ、行政情報化をより一層強化するために、｢行政情報化↓依進基本計画(改定)｣
が９年12月に閣議決定された。

　

郵政省は、今日の社会絃済の急連な情報化の進朕のド、乍業・行政への各種提にや行政情
報化推進基本計画改定の閣議決定等を路まえ､10年度から14年度までの５年問を対象とした、
新たな｢郵政行政情報化５か年計画｣(新ＰＩ川を10年４月に策定する戸定である，

　

イ

　

新Ｐ｜｜計画における推進策

　

新ＰＩＴ計画においては、これまでの郵使同におけるワンス卜ツプ斤政サ―ビスの実験、電
子収引の実験及びテレワークの試行を引き続き斤うとともに、祈たに｢ゆうせい情報プラサ]の
設置等による地域の情報化の棺進など、行政情報化の実現に向けた完導的な施策を柚極的に推

進していくぽか、①次世代イン夕一ネツ卜の開発研究、②:=公欽的アプリケ―シヨンの開見・誇
及などの行政情報化に資する技術開宛、ネツ卜ワ―ク刊用環境桧備を行うこととしている。

　

また、情報通信の活川により、郵政行政・参業サ―ビス改琴の推進として、寸郵使貯金ネツ卜
ワークと民間金融機関ネツ卜ワークとの相互接続、②中詰・介絞等の電戸ﾋや、泉拐の効率化・

高度化の推進として、①次叫代郵政総合情報通信ネツ卜ワークの構築、②邨政省における地川情
報システム(ＧＩＳ)の開宛及び実証実験、⑤咬書決裁システムの拡充、①各業務システムの構築、
⑤郵便局ＬＡＮの構築、⑥モパイルコンビユーテイングの導人等を行うこととしている。

　

ウ

　

申請負担軽減の推進

　

｢申詰負担軽減対策](９年２月閣議決定)を踏まえ、同年∩七｢電戸ﾋに対応した中詣・
届出等手続の見直し指針｣か改定された。二れにより、見直しのフオ口ーアツプについては、

各省庁は年次別の実施計画を策定レその計画内宕を国氏に公表する二ととなつたｴ

　

なお、郵政省は、所管の申詰・届出等に係る248‾卜絞(公誼法人
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j胤髄信のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化に対応した国際政策の推進

１

国際的潮流への対応

(1)第23回主要国首脳会議(デンヴァー・サミット)

　

９年６川、米国のデンヴァーにおいて、第23回主要国首脳会議(デンヴァー・サ

開催された

～
ここツ Ｏが

　

経済開連については、Ｇ７首脳の間で、グローバル化に伴う経済、金融等の諸分野で各国

が直面している課題について意見交換が行われた、その結果、情報通信分野について、情報

技術製品及び幕本電気通信サービス貿易に関する自由化合意を支持すること、電子商取引の

発展に必要な環境の整備に向け取り組むべきこと等が７力国声明に明記された。

　

また、政治関連では、Ｇ７及びロシアの首脳の間で、グローバル化か進む国際社会の安全

を確保するための課題について話し合われた。その結果、情報通信分野では、コンピュータ

及び電気通信技術を川いた国際組織犯罪及びテロリズムへの対処、電乙・コンピュータイン

フラへのテロ攻撃抑ILのための手段の開発等が８力国宣言で言及された。

(2)グローバルな情報ネットワークに関する欧州閣僚会合

　

９年７月、ドイツ共和目のボンにおいて、７年２月のベルギーのブラッセル、８年５月の

南アフリカのミッドランドに引き続く、｢グローバルな情報ネットワークに関する閣僚会合｣

が開催された。

　

本会合は、欧州29か国の閣僚のほか、民間からも多数参加するとともに、日米加からも閣

僚級がゲストとして参加して、情報通信ネットワークに関する課題について議論された。

　

前二回の閣僚会今が｢世界的な情報通信基盤(ＧＩＩ)]のインフラ整備を主なテーマにして

いたのに対し、今回は、｢電子商取引発展のための環境整備｣、｢ネットワークヒの違法・有

宍コンテントへの対処方策｣など、ネットワークの利ｍに関する課題について議論された。

　

本会合では、堀之内郵政大臣(当時)が、基調講演において、｢サイバー社会構築のための

　

J.原則｣として、①サイバー社会の明確なビジョンの提示、②グローバルな政策調整の推進、

③社会的公での確保、の必要性を訴えた。

　

本会議では、｢グローバルな情報ネットワーク(ＧＩＮ)｣に対する基本的な認識、具体的枠

組み等を盛り込んだ｢ボン宣言｣が取りまとめられた。



２

　

国際機関等における積極的な取組及び貢献



　　　　　　　　　　　

第３―６－１表

郵政省資料により作成

　

③

　

コールバックに関する実態を正しく把握レＩＴＵ決議の適正な履行を確保するため、

　　

コールバック事業者から定期的な通信量等の報告を求める。

　

(イ)ＩＴＵ－Ｒ

　

(ＲＡ－９７)

　

９年10月、スイスのジュネーブにおいて、Ｒ Ａ－97にLH)が開催され、日本を含む84か国11

国際機関から約400名が参加した。本会合では、①次世代移動通信システム(I M Ｔ－2000)、

低軌道周回衛星汪ＥＯ)を利用した移動衛星通信システム、地上デジタルテレビジョン放送

等に関する勧告の承認、②研究委員会(ＳＧ)の議長、副議長の選出(日本からは、議長２名、

副議長２名が選出)、が行われた。

　

(WRC-97)

　

９年10月から11月にかけて、スイスのジュネーブにおいて、ＷＲＣ－９７(巾2)が開催され、

日本を含む148か国から約2,200名が参加した。本会合では主に、①放送衛星プランの見直し

(放送衛星の技術基準の改正、新規加盟国への一国当たり５チャンネルの割当ての決定)、②

ＬＥＯを利用した新しい衛星通信システムへの周波数の決定、③成層圏プラットフォームを

利用した新しい通信システムのための周波数の決定、①ペーパー衛星対策等衛星周波数の調

整手続きの見直し、が行われた(資料６－５参照)。

　

(ウ)ＩＴＵ－Ｄ ｏ白

　

電気通信開発部門の最高機関であるＷＴＤＣの決議に基づき、電気通信開発戦略・政策及

び技術問題をそれぞれ扱う二つの開発研究委員会が設置され、７年春から活動が開始されて

いる(資料６－７参照)。

(３)ＡＰＥＣの動向

　

電気通信・情報分野はＡＰＥＣ巾4)の重要な一分野として、電気通信丿青報産業担当大臣

会合及び電気通信ワーキング・グループ等、積極的な活動が行われている、

　

電気通信・情報産業拒当人臣会合は、７年ぺ]5月に韓国において第１回会合、８年９月にオ



－ストラリアにおいて第２回会合を実施している、本会合においてはこれまで、アジア・人

平洋情報通信基盤(ＡＰＩＩ)の構築に向けて、各メンバーの協力のための行動計[山jの策定、

また具体的な協力・自由化の推進のための作業が行われてきている。

　

電気通信ワーキング・グループは、電気通信・情報分野の具体的な協力・自山化について

事務レベルで検討する場であり、①自山化、②ビジネス円滑化、作開発協圧①人材養成、

の四つの運営グループから成っている、９年９月に、ニュー・ジーランドのウェリントンに

おいて、APEC 1 8メンバーの電気通信主管庁等、民間を含め約230名の出席により、第

16回電気通信ワーキング・グループが開催された∧本会合では、①電気通信機器認証の相仔

承認取決め(ＭＲＡ)の策定・実施のための基本的な考え方の採択、②電子商取引実験プロジ

ェクト、ＡＰＩＩテストベッドプロジェクト、マルチメディア人材育成プロジェクト等のＡ

ＰＥｃ国際共同プロジェクトの推進、③電気通信インフラ整備へ民間参画を促進するのに必

要な環境について検討するタスクフォースの設置、①競争促進のための相/乙接続ガイドライ

ンの検討開始などについて作業が進められた、

　

また、電気通信機器認証の相互承認取決めについてはタスクフォースを設置レ10年６川

に開催予定の第３回電気通信・情報産業担当大臣会合での採択を目途に、ＡＰＥｃとしての

相互承認取決め案策定に向けた作業を行っている(資料6 －11参照)。

(４)ＡＰＴの動向

　

ア

　

ｗＲｃ－９７に関する地域会合

　

９年７月、韓国のソウルにおいて、ＩＴＵのｗＲｃ－９７に向け九地域会合が開催され、専

門家グループによる準備作業を基にＡＰＴ巾叫刀の共同提案が取りまとめられた。

　

二の共同提案は、W R C -97に提出され、最終報告に反映された。

　

イ

　

ＡＩＩハイレベル推進会合

　

９年６月、タイのバンコクにおいて、アジア・太平洋情報通信基盤(ＡＩＩ)の推進に向け

たＡＩＩパイロットプロジェクト等の実施を検討するため、ＡＰＴ加盟国及び準加盟国∩

地域)の電気通信主管庁参加により、ＡＩＩハイレベル推進会合が開催された。

　

その結果、ＡＩＩの具体化に向けての｢ＡＩＩアクションプラン｣が採択された、また、A I

Ｉハイレペル推進会合を年1[O]継続的に開催することとなったほか、日本から提案したインター

ネット遠隔研修パイロットプロジェクト、次世代電子商取引実験プロジェクト、テレワーク普及

支援パイロットプロジェクト等、７件を含めた14件のＡＩＩパイロットプロジェクトの実施が決

められた。

　

ウ

　

電気通信政策セミナー

　

10年２月、東京において、｢ＡＰＴ電気通信政策セミナー｣が開催され、ＡＰＴ加盟国の電気通

信政策の責任者等に対し、電気通信の自由化、競争導入等、21世紀に向けた政策が検討された。

　

エ

　

第21回管理委員会

　

９年11月、タイのバンコクにおいて、第21回管理委員会が開催された。その結果、アジ

ア・太平洋地域における電気通信分野の標準化活動を推進するために、｢アジア・太平洋電

気通信標準化機関｣を設立することが決定された。また、民間との共㈲活動として、①AP

Ｔ展示会、②ビジネスサミット、の開催が検討されることとなった。その他、①ＩＴＵ全権

委員会議に関するワーキンググループの設置、②マルチメディア技術セミナーの開催が決定

された(資料6 －10参照)。

(５)ＯＥＣＤの動向
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情報通f,しパ畑川ぶ動は、日二I CCP(情報・コンピュータ・通信政策)委も‾j会が担当し、

情報インフラの経済的・桂ﾆﾔ的影糾について様々な観点から研究を行っている。

　

ＩＣＣＰの最近の卜な活動は、①心ＩＩ構想実現に向けてのＯＥＣＤ巾白からの政策提言

である伴;ＩＩ－ＧＩＳレポート]の作成、②暗号に関する各国政策の調和を図るための｢暗

号政策ガイドライン｣の策定、③兄子商取引に関する研究、①インターネット上の違法・有

富なコンテントに対する各田の取組と法制度の比較・分析、⑤電気通信分野における競争政

策の研究、心旧ＥＣＤ加Ｗ国の電気通信訓告を解説した２年に１回の[OECD通信白書]の

ぼか、｢ＯＥＣＤ情報技術∩書｣の発行、となっている。

　

また、資本の自由化と保護に対して、高度の規律と法的な拘束力を持つ｢ＭＡＩ(多数国間

投資協定)｣は、10年､の閣僚理事会で採択される‾P定である(資料6 －15参照)。

(６)ＵＰＵ口白の動向

　

９年10巾二、スイスのジュネーブにおいて、123か国の大臣、次官、郵務局長、国際機関

からのオブザーバー等約500名が参加するハイレペル会合が開催された。本会合では、サー

ビスのグローバル化、出際競争の激化等の国際通信市場の変化に対応した郵便事業の今後の

戦略等について討議が行われた(資料６－１参照)。

(７)ＡＰＰＵいトの動向

　

り年り川ニヴィエトナムのホーチミンにおいて、加盟国及びオブザーバー約100名が参加

する執行理事会か開催された、本会合では、活動・財政報告のほか、ＥＭＳの品質管理推進

等について討議された(資料６－２参照)。

(8)二国間政策協調の推進

　

ア

　

二国間郵政定期協議の開催

　

郵政省では、｣司間で各国の現状や政策課題等について協議を行う重要性加増大している

との認識に基づき、10か国１機関との間で原則として毎年１[司定期協議を開催している。そ

こでは、情報通い及び郵政行政の現状・課題について情報や意兄の交換を行い、相互理解及

第３－６－２表

　

二国間郵政定期協議の開催状況(1997年度末現在）

相手国の名称 設置合意 相手側参加者 開催回数

英国 1981年９月
貿易産業省(ＤＴＩ)／電気通信庁(ＯＦＴＥＬ)、

電波庁(ＲＡ)
14

米国 1982年10月
電気通信情報庁(ＮＴＩＡ)、

連邦通信委員会(ＦＣＣ)
５

カナダ 1984年10月 産業省 ９

欧州委員会 1986年３月 欧州委員会第13総局 ９

韓国 1988年１月 情報通信部(ＭＩＣ) ８

フランス 1990年11月 経済・財政・産業宵、文化・コミュニケーション省等 ５

オーストラリア 1991年４月 通信・芸術省 ５

ドイツ 1991年６月 連邦経済省 ６

マレイシア 1992年６月 エネルギー・郵便電気通信省 ４

メキシコ 1993年１月 通信運輸省 ２

中川 1993年４月 郵電部 ５

イタリア 1997年６月 通信省 ０

邱政肖資料によ０什成



び協調関係の強化に取り組んでいる(第3-6-2表参照)、

　

９年度においては、情報通信分野での協力、移動通信、デジタル放送への取組、マルチメ

ディア共同研究、サイバー社会の構築に向けた取組等に関する様々な情報や意見の交換が行

われた。

　

また、９年釧｣には、郵政省とイタリア郵電省(現通信省)との間で、目伊郵政定期協議を

設置することで一致した。これにより、郵政省はＧ７諸国のすべてと定期協議を開催するこ

とになった。

　

イ

　

その他の二国間政策対話

　

９年３月、郵政省とフィンランド運輸通信省との間で、[レフィンランド電気通信政策対

話を開催することとなり、第↓回目の今次会介では、①電ﾆﾄﾞ商取引、②移動通信におけるサ

ービスの現状及び次世代移動通信システム( I M Ｔ－2000)、③ＩＴＵにおける協力、につい

て意見交換が行われた、

(9)国際衛星通信をめぐる動向

　

ア

　

インテルサット

　

近年、国際通信の光海底ケーブルによる伝送への移行、民間衛星によるグローバルなネッ

トワークの出現により、インテルサッドバ=）をめぐる競争環境は激化しており、機構改革の

必要性に迫られている。

　

そこで、機構改革の方策として、機構に子会社を設立レ競争性の高い業務を子会社へ移

管する方針のもとで、作業部会において子会社の在り方が検討されてきた。

　

９年４月の第21

回締約国総会において、ｆ会社へ移転する衛星数及び子会社の株式の保有に[周する検討結果

が提出され、承認された。また、子会社の設立国をオランダとすることを決定した、今後は、

新たな作業部会を設立レ次回締約国総会に向けて、更にｆ会社設立の詳細を検討していく

予定である(資料６－８参照几

　

イ

　

インマルサット

　

インマルサット(心川よ海上の遭難及び人命の安全に係る通信への貢献、海事、航空通信の

改善を主たる役割としている。

　

しかしながら、近年の民間企業による周回衛星を利用した衛

星携帯電話サービス計画の影響を受けて、将来的にはインマルサットの需要は縮小に転じる

との予測もなされており、インマルサットを取り巻く環境が急速に変化しつつある。

　

そこで、インマルサットでは、このような競争環境に対応するための機構改革案として、

国際公共法人化案(締約国から成る総会の監督を残しつつも、現在のインマルサットを一国

の民間会社に転換する)を中心として検討が行われてきた。その結果、９年１月の中問作業

部会では、原案に沿った機構改革案の骨格がまとめられた。

　

しかしながら、９年５月の理事

会では、機構改革の結論を出すことができず、結局、10年４月に通常総会で再度検討するこ

３

　

国際協力の推進

（１）ＯＤＡによる協力

　

情報通信は、社会経済のあらゆる分野における活性化・効率化を促レ社会経済の発屍に

不可欠なインフラである。

　

しかしながら、開発途上田においてその整備を図るためには、膨
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第３－６－３表

　

通信分野における援助実績

年度
無償資金協力

(単位：億円)

　円借款

(単位：億円)

技術隔月（単位：人）

研修員受入 専門家派遣 協力隊派遣

1992 72.04

(6.2)

204.44

　(2.2)

516

(6.2)

　80

(2.9)

　21

(2.2)
1993 78.04

(6.1)

557.19

　(5.6)

586

(6.6)

　76

(2.6)

　22

(2.1)

1994 31.99

(2.6)

176.20

　(2.1)

527

(5.5)

　98

(3.2)

　15

(1.3)
1995 41.82

(2.2)

232.27

　(2.0)

562

(5.4)

　80

(2.6)

　29

(2.4)
1996 87.04

(4.5)

455.70

　(3.5)

462

(4.2)

　77

(2.5)

　　8

(0.8)

飛が川内政府問包括助」（外務か及び郵政省資料により作成
削ﾐ） （

　

ｊ内はｰ般無敗丿体（債務救済、ノン・プロジェクlヽ援助、Qcの肛嘸敗を除句、

右ま円借款ヤ休叩吊丿燥延べ劃徐く）に占める割合（帽､y:％）、技術協りはヤ休に

占める剖介（胆fヽy:≒）

無敗資令協川円肝匹は交換公えベース、技術協力はJ I C Aベース

天な資金及び高度な技術を備えた人材の確保・養成が必要であり、先進国による資金・技術

両面における支援の必要性が一層高まっている。

　

我が国では、これらに対応すべく、ＯＤＡを通じて継続的に開発途上国における情報通信

分野の発展に貢献している(第３－６－３表、資料6 -32～6 －35参照)。

(2)人材養成ニーズへの対応

　

開発途目司からの情報通信分野に関する協力要請においては、政策及び事業経営のノウハ

ウ等に関する人材養成ニーズが高まっている。我が国ではこのようなニーズに対応するため、

研修員の受入れ、専門家の派遣、プロジェクト方式技術協力(研修員の受入れ、専門家の派

遣、機材供リを有機的に組み合わせて実施するもの。)及び開発調査を実施している。

　

これらの人材養成の実施に当たり郵政省では、(財)海外通信・放送コンサルティング協力

(ＪＴＥＣ)が行う、①開発途ﾋ国の通信開発計画に対する調査団の派遣、②海外派遣専門家

の養成、③研修員の受入れ、の各事業へ補助金による助成を行っている。さらに、アジア・

太平洋地域の電気通信網の整備・拡充に必要な人材の育成に貢献するため、４年以降、郵政

省ＯＤＡｐ算からＡＰＴに対して特別拠出を行っており、これによりＡＰＴが研修員の受入

れ、専門家の派遣、セミナーの開催等を実施している(資料6 －16～6 －30参照)。

(3)アジア･太平洋地域に対する我が国企業の海外事業展開及び我が国技術の海外普及の支援

　

情報通信分野では、各国の企業が政府と協力して積極的に海外事業展開・海外での技術普

及を図っているIそこで郵政省では、このようか|青報通信産業のグローバル化を踏まえて、

㈲|吉報通信関連企業の海外における事業展開への支援、②我が国で新規に開発した技術の海

外普及活動、をアジア・人平洋地域を中心に進めている｡

　

具体的には、①幹部の海外派遣によるハイレペルでの働きかけ、②官民合同でのセミナ

ー・シンポジウムの開催、③ＰＨＳ技術普及のための活動、①国際共同研究・国際共同実験

の実施、などの活動を行っている、

　

また、10年度において、我が国通信事業者等の海外事業展開の促進に資するため、｢通信

事業者等の海外事業展開促進のための方策等に関する調育研究｣を実施することとしている。

本調査研究では、通信事業者等への適切な情報提供や、海外への投資促進方策について検討

を行うこととしている



第７節

　

21世紀に向けた技術開発･標準化の推進

情報通信の高度化・多様化を支える技術開発の推進

(1)情報通信研究開発基本計画の充実

　

ア

　

情報通信研究開発基本計画(第２版)

　

郵政省では、８年５月に電気通信技術審議会から答申された｢情報通信技術に関する研究

開発基本計画｣について、その後の情報通信技術の急速な進歩や、同年７月に閣議決定され

た科学技術草本計画の内容等を踏まえて、当該川州の充実を図るため、同年９月、電気通信

技術審議会に対し、｢科学技術基本計画を踏まえた情報通信研究開発基本計画の充実につい

て｣の諮問を行い、９年４月、｢情報通信研究開発草本計画(第２版)一明日を拓く情報通信技

術一]と題する答申を受けた。その概要は次のとおりである、

　

(ア)情報通信技術の研究開発強化の必要性

　

情報通信新世紀の構築に向けて、①|青報通信の高度化のための研究開発、②知的資産の形

成のための研究開発の推進が喫緊の課題であるが、我が国の情報通信技術の研究開発への取

組は、欧米に比べて大きくすち遅れている。我が国全体の研究開発ポテンシャルを引き|ﾕげ

るため、①予算面を含む政府の貢献の大幅な増大、②嘩学官の連携による研究開発の強化が

不可欠である、

　

(イ)情報通信技術の研究開発における評価の在り方

　

評価システムの在り方について、①透明性のある評価システム、②公正で客観性の高い評

価システム、③研究開発資源の重点的・効率的配分、計画の見直し等に反映できる評価シス

テム、①人間の生活・社会及び自然との調和と国民やユーザーの視点も取り入れた評価シス

テム、⑤研究の向上につながる評価システムが必要である、

　

(ウ)重点研究開発プロジェクトの強力な推進

　

急速な技術革新に対応するＬで特に緊急性及び重要性の高いと考えられていた77の重点研

究開発プロジェクトについて、その後の技術動向や研究開発の実施状況等を踏まえて、80の

重点研究開発プロジェクトに再編した。

　

さらに、21世紀の情報通信技術の中核として、関連する重点研究開発プロジェクトを統合

して国を挙げて戦略的に実施すべきものとして、①全光通信技術プロジェクト、②広帯域マ

ルチメディア移動通信技術プロジェクト、③次世代ＬＥＯ技術プロジェクト、①高効率通信

ソフトウェア技術プロジェクト、⑤次世代高機能映像技術プロジェクト、⑤ヒューマン・コ

ミュニケーション技術プロジェクトの六つのプロジェクトを挙げている｡

　

(エ)情報通信技術の研究開発推進のための体制整備

　

研究開発プロジェクトの推進に当たっては、国が具体的に取り組むべき施策として、①研

究開発環境の整備促進、②標準化の推進、③国際的連携の強化、①地域の研究開発の強化、

⑤研究情報基盤の整備、を挙げており、これらの各種施策を有機的に連携させ、研究開発を

総合的かつ効果的に推進する二とが必要であるとしている
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イ

　

21世紀型ネットワーク社会と基礎研究一情報通信ブレークスルー基礎研究21－

　

郵政省では、電気通信分野の基礎研究プロジェクトとして[電気通信フロンティア研究開

発]を産学官の連携により実施し成果を上げてきたが、情報通信分野の基礎研究を取り巻く

社会状況は、今後はますますドラスティックに変動するものと思われる。

　

このような状況を踏まえ、８年10月から｢21世紀に向けた経済構造改革のための基礎研究

の推進に関する調査研究会｣を開催し、今後推進すべき情報通信分野の基礎研究課題及びそ

の推進体制の在り方について検討を行ってきたが、９年５月に報告を取りまとめた。その概

要は次のとおりである。

　

(ア)重点基礎研究領域

　

調和型のネットワーク社会の構築に向け、｢利用環境｣、｢システム｣、｢デバイス｣の側面に

ついてブレークスルーを目指すべきであり、そのため、①フレンドリーなコミュニケーショ

ン社会の研究、②生命の情報通信機能の解明と適用の研究、③新機能・極限技術の研究の三

つの重点研究領域を設定した(第３－７－１図参照)。

　

(イ)研究評価

　

研究評価は、通信総合研究所において内部評価を行うとともに、独立した第三者機関によ

る外部評価も実施する。評価にあたっては、研究提案時点の研究目標等に留意するとともに、

各研究プロジェクトの標準研究期間を７年とし、前期終了(４年程度)時点で中間評価を行

い、研究の方向の妥当性や中間段階での研究目標の達成状況等について確認するとともに、

プロジェクトの終了時において研究目標の達成状況等について総括する。

(2)情報通信の新たな展開に向けた産学連携

　

多様な技術シースから新規事業が活発に創出され制青報通信分野においては、産学が連携

第3-7-1図

　

三つの重点基礎研究領域

　　　　

フレンドリーな
コミュニケーション社会の実現



して、それぞれの研究リソースを有効に活用しながら、巾場ニーズに神心した研究開発を積

極的に推進していく二とが重要である、

　

そこで、情報通信分野における産学連携を推進するための課題を明確化レそれに対する

対処方策を検討することにより、産学連携による情報通信技術の向上やその成果を活用した

多様な新規事業等の育成を図ることを目的として、郵政省では、り年12月から、｢情報通信

の新たな展開に向けた産学連携の在り方に関する研究会｣を開催し10年６月に報告を取り

まとめる予定である。

(3)総合的な研究開発体制の整備

　

郵政省では、情報通信研究開発基本計画に基づき、情報通信枝術の研究開発を推進、総合

的な施策を展開している(第３－７－２図参照)。

第３－７－２図

　

情報通信の研究開発施策マップ
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ア

　

マルチメディア・バーチャル・ラボ(仮想研究所)の構築

　

情報迪信分野における技術の進展は目覚ましく、研究者、研究開発施設の不足が深刻化し

ており、共同研究、研究交流が困難な状況になってきている。また、研究開発をより効果的

に進めるためには、情報通信分野以外の幅広い分野の研究者との連携を図るとともに、産学

官が連携した共同研究体制の充実を図る必要がある。マルチメディア・バーチャル・ラボは、

令国各地に分敞する産学官の研究開発機関を高速ネットワークで結ぶことにより、それらの

研究開発能力を結集して、あたかも一つの研究所で研究開発を行っているような高度な研究

環境を実現し、これらの課題を経済的、効率的に解決するものである。

　

通信総合研究所では、離れた研究所間においてリアルな映像や音声を高い臨場感で再現す

る技術等、マルチメディア・バーチャル・ラボの高度化のための基盤技術を実施している。

また、通信・放送機構では、広帯域ネットワークのプロトモデルを開発し欧米の研究機関

との間で実験網を相り:接続レマルチメディア・バーチャル・ラボの構築に必要となるネッ

トワーク技術に関する研究開発を実施している。

　

イ

　

公募研究制度

　

郵政省では、我が国の立ち遅れが顕著な、独創性のある情報通信技術の研究開発を充実・

強化レ併せて若ｆ研究者の育成を図るために、通信・放送機構が研究課題を大学、国立試

験研究所等に広く公募する｢創造的情報通信技術研究開発推進制度｣を８年度から実施してお

り、９年一度は15課題の研究開発課題を採択した。

　

また、10年度からは、①国際標準の実現に必要不可欠な技術の研究開発を公募する[国際

標準実現型研究開発制度]、②地域の企業・大学・公的研究機関等により構成される研究共

㈲体に対して、地域ニーズに応じた技術の研究開発を公募する｢地域提案型研究開発制度｣、

を新設した。

　

ウ

　

国際共同研究助成制度

　

郵政省では、10年度から、情報通信分野での国際研究に対して研究費を助成することによ

り、国際問での研究機関同士の技術交流を一層促進するとともに、|貼

の技術を乍み出すことを目的として、通信・放送機構が研究課題を公募の上、優れた研究を

行う国際共同研究体に対して研究費の一部を助成する国際研究助成制度を実施する。

(4ド晴報通信技術の研究開発の推進

　

ア

　

通信総合研究所による研究開発の推進

　

(アド晴報通信ブレークスルー基礎研究21

　

昭和63年渡から開始した｢電気通信フロンティア研究開発｣を、社会経済状況に最新の研究

動向等を踏まえて見直し10年度から目吉報通信ブレークスルー基礎研究21｣を創設する。

次ケ世代の情報通信技術を拓くための｢技術の壁の突破上ブレークスルー｣を目指し、物性・

生命什やや人間゜社会科学の側面から、産学官が連携し基礎的・学術的研究を戦略的に推進

している、

　

(イド隋報通信基盤技術に関する基礎的・はん用的技術の研究開発

　

来るべき高度情報通信社会において､すべての国民が情報通信の便益を享受できるように、

ネットワーク系ヽ端末系ヽデータベース系にわたって基盤技術の基礎的かつはん用的技術の



第３－フー３図

　

情報通信基盤技術の研究開発

研究開発を行うことを目的として、｢超高速ネットワークの研究｣、｢ユニバーサル端末に関

する研究｣、[高度情報資源伝送蓄積技術に関する研究]を行っている(第３－７－３図参照)。

　

イ

　

通信・放送機構における研究開発の推進

　

(ア)高度三次元画像情報の通信技術に関する研究開発(品川リサーチセンター)

　

４年度から、立体メガネを使用せずに自由な姿勢で、視聴する位置に応じた立体像が観察

でき、長時間視聴しても疲れない[人に優しい立体テレビジョン]の実現を目指し研究を行っ

ており、５年間の研究開発により、世界最大の液晶動画ホログラフィーの実現や、独自の超

多眼式立体表示手法を用いた世界初の106眼式立体ディスプレイの開発に成功した。

　

(イ)高度映像通信技術の研究開発(奈良リサーチセンター)

　

７年度から、超高精細デジタル映像の伝送技術、映像データペースの遠隔検索・表示技術

及び多地点協調作業環境構築技術等の高度映像通信技術の研究開発を行っている。また、Ｂ

ＢＣＣ(新世代通信網実験協議会)と共同で広帯域ＩＳＤＮ網を利用したアプリケーション共

同実験を行っており、９年度は、超高精細デジタル映像伝送システムの遠隔病理診断への応

用実験、三次元ＣＧを用いた遠隔協調設計システムへの応用実験等を実施した。

　

(ウ)メモリネットワーク制御アーキテクチヤ等通信基礎技術の研究開発(早稲田リサーチ

センター)

　

７年度から、大容量動画像の画像検索技術に関する研究開発を行っており、９年度、乍き

ている人体の三次元人休構造データベース(人体アトラス)を開発した｡
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(エ)光通信の高速化・効率化・長寿命化のための研究開発(仙台リサーチセンター)

　

７年度から、テラビット級の高速光通信の実現を目指しこの基盤となる高速・高効率・

長寿命の化合物半導体及びシリコン半導体の研究開発を行っているが、現在普及しているト

ランジスタに比べて100倍以上の信号処理速度が得られるトランジスタの開発に成功した。

このトランジスタを使用することにより、従来のギガビット級通信に対して、この100倍程

度の大容量の超高速光通信が可能となる。

　

(オ)分散型映像ネットワークの利用技術に関する研究開発(浜松・厚木リサーチセンター)

　

(ディレクトリ技術)

　

８年度から、電子博物館・電子図鑑等の実現に資する技術として、浜松リサーチセンター

において、ネットワーク上に構築された分散型映像データペースにおけるディレクトリ技術、

ナビゲーション枝術及びプロトコル技術の研究開発を行っている。

　

９年度からは、これらの

枝術を利用したモデルシステムとして、蝶のイメージ検索システムを構築し、実験及び評価

を行っている、

　

(並列処理技術)

　

８年度から、家庭や企業及び公共施設における情報通信の利用の高度化に資する技術とし

て、厚木リサーチセンターにおいて、マルチアクセス制御技術及びダイナミックリンク制御

技術の研究開発を行っている。 10年度からは、これら要素技術の研究成果を利用したモデル

システムを構築レシステム全体としての検証実験を実施する。

　

(カ)グローバルマルチメディア移動体衛星通信技術の研究開発(川崎次世代ＬＥＯリサー

チセンター)

　

９年度から、周回衛星を用い携帯端末による動画像伝送が可能な移動体衛星通信システム

の概念検討及びそのシステム実現に必要な技術(システム技術、宇宙セグメント技術、ユー

ザーセグメント技術)の研究開発を実施している。

　

ウ

　

基盤技術研究促進センターによる研究開発の推進

　

基盤技術研究促進センターは、民間において行われる電気通信及び鉱工業分野の基盤技術

に関する試験研究を促進するための機関である。センターは、産業投資特別会計から出融資

される資金を原資として、試験研究に必要な資金を供給するための出融資事業を行うほか、

国立試験研究機関と民間とが行う共同研究のあっせん、海外からの研究者の招へい等の事業

を行っている。

　

９年度において、新たにセンターの新設企業出資における出資対象として採択された電気

通信関係の案件は、｢ワイヤレス・マルチメディア・ホームネットワークシステムの試験研

究｣及び｢移動体通信システムの高効率伝送及び機能の高度化・多様化技術に関する研究開

発｣の２件となっている(第３－７－４表参照)。

　

またヽ９年度に創設された中小企業向けの出融資制度では、研究開発型企業出資制度にお

いてはヽ｢通信情報課金の定量的分析に係る試験研究｣が初めて採択され、研究開発型企業特

別融資制度でも２件が採択となった。また、一般企業向け融資では、５件が採択されている。



第３－フー４表

　

基盤技術研究促進センターの９年度新規出資案件（電気通信分野）

テーマ名 会社名 概　　　要

ワイヤレス・マルチメディア

・ホームネットワークシステ

ムの試験研究

(株)ヒデソ研究所 　一一般家庭をはじめとする屋内環境において、ＡＶ家電

を含む全ての電子情報機器が屋内外シームレスな情報環

境で接続され、高齢者を含め誰もが簡単に扱えるように

するための情報インフラを構築するための基盤技術を確

立する。

移動体通信システムの高効率

伝送及び機能の高度化・多様

化技術に関する研究開発

(株)ワイ・アール・

ピー高機能移動体通

信研究所(仮称)

　警察、消防、電力等で使用される公共性・公益性の高

い業務用移動体通信(ＶＨＦ／ＵＨＦ帯の周波数を使用)

の高効率伝送及び機能の高度化侈様化を実現するため、

超狭帯域伝送技術、信号処理技術、伝送システム技術及

びネットワーク構成技術の試験研究を行う。

(5)情報通信における国際的な取組

　

21世紀に向けて、情報通信の活用による国際社会・経済の発展を図る観点から、APEC

におけるＡＰＴＩ構想や、Ｇ７各国による共同プロジェクト等、ＧＩＩ構築への取組が行わ

れている。

　

このような状況の中、郵政省では、国際的な情報通信基盤の構築に積極的に貢献する観点

から、国際共同技術プロジェクトを実施している(第３－７－５図参照)、

心

心○ ＱＯ

七。

第３－７－５図

　

国際共同技術プロジェクト
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また、ＡＰＩＩテストベッドプロジェクト、ＧＩＢＮプロジェクトの円滑な推進を図り、

国内の実験参加機関・実験項目・国際回線の帯域割当ての調整等を行うため、関係省庁・機

関の川内専門家により構成された国際情報通信基盤技術プロジェクト推進連絡会を９年10月

に設置した。

　　

[匹

　

ア

　

ＡＰＩＩテストベッドプロジェクト

　

ＡＰＴＩテストベッドプロジェクトは、ＡＰＥＣ諸地域間で、ネットワーク相互接続技術、

アプリケーション技術の共同研究・開発・実験及び実験に必要な研究者、技術者の研修を行

うものであり、９年２川二通信総合研究所関西支所(兵庫県神戸市)に開設したＡＰＩＩテク

ノロジーセンターを一つの拠点として、10年初めからシンガポールとがん領域の遠隔医療実

験を、また、韓国と次世代インターネットや電離層データ交換実験を開始すべく、実験装置

等を準備中である。

　

イ

　

広帯域ネットワークのグローバルな相互運用性(ＧＩＢＮ)プロジェクトの推進

　

ＧＩＢＮプロジェクトは、各国の試験研究施設間を国際海底ケーブル及び国際衛星通信回

線により接続レ広帯城ネットワークを利用した椙仔接続畦実験及びアプリケーションの相

程運肝注実験等を行っている。

　

郵政省では、９年度においては、国際ＡＴＭ広帯域ネットワークを利用してカナダとの間

でデジタル高精細テレビ(ＨＤＴＶ)のビデオ・オン・デマンドアクセス実験やＨＤＴＶ会議

通信実験を実施している。

２

　

標準化活動の一層の推進

　

マルチキャリア化・マルチベンダ化か進展する中で、多様な端末機器及びネットワークを

国際的に相互に接続レ様々な情報通信サービスを簡単に利用できるようにするため、標準

化の推進が必要であるノ心気通信分野の標準化はＩＴＵを中心として行われており、我が国

からも積極的な寄与を行っている。

　

また、公的な標準化機関とは別に、特定の企業、業界、グループ等が集まり、独自の標準

(デファクト標準)を作成し、市場を席巻する事例が増えており、これへの対応が重要となっ

ている、

(1)標準化に対する取組

　

ア

　

国際標準化活動

　

電気通信に関する囲際標準化は、ＩＴＵのＩＴＵ一Ｔ及びＩＴＵ一Ｒを中心として活動が

行われている。

　

一方、アジア・太平洋地域における標準化の相川窃力を推進するため、９年･11月、[アジ

ア・太平洋電気通信標準化機関](ＡＳＴＡＰ)がＡＰＴの下に設立され、本格的に活動を開

始した、

　

イ

　

国内標準化活動

　

我が川における電気通信の国内標準化に対する取組は次のとおりである。

　

‘IﾀﾞJ｡　郵政大目ヤ)諮問機関である電気通信技術蜜議会は、ＩＴＵにおける出際標準化活動に

　　

適切かつ効率的に対応するため、電気通信標叩化委員会及び無線通信委員会を設置レ



　　

我が国の主張又は意見を取りまとめるとともに、田|際標準化活動への寄り･を行っている

　　　

電気通信標準化委員会は、ＩＴＵ－Ｔの活動のうち、技術に関する今項についての我

　　

か国の寄与及び対処について蜜議を行っている。

　　　

無線通信委員会は、ＩＴＵ－Ｒの活動のうち、技術に関する事項についての我が国の

　　

寄与及び対処について審議を行っている

　

②

　

民間の機関としては、電気通信令般に関する標準の作成及びその付及を行う(社)電儒

　　

電話技術委員会(ＴＴＣ)、通信・放送分野における電波利用システムに関する標準規格

　　

の作成及びその浮及を行うAR I B、ケーブルテレビの技術に関する標準規格の作成及

　　

びその普及を行う(社)日本シーエーティブ｀イ技術協会(ＮＣＴＥＡ)が活動している

　

③

　

我が国の情報通信端末の相げ接続|生の確保については、郵政省において開催される高

　　

度通信システム相互接続推進会議(ＨＡＴＳ推進会議)を中心に、ユーザー、メーカー、

　　

電気通信事業者の協力のもと進められている。

(2)国際競争時代における情報標準化の在り方とその推進方策

　

郵政省では、９年４月、電気通信技術審議会から、標準化体制・制度の望ましい在り方等

を取りまとめた、｢国際競争時代における情報通信標準化の在り方とその推進方策｣と題する

答申を受けた。その概要は次のとおりである。

　

ア

　

情報通信分野における標準化の取組強化の必要性

　

グローバル化、シームレス化の進む高度情報社会にあって、我が国の国際競争力を強化し

ていくためには、標準化を相互接続性・相互運肝げの確保としてのみとらえるのではなく、

国際競争力の強化及び新産業の創出のための有効な手段としてとらえることが必要である。

さらに、国際競争力強化に資する新しい標準化推進方策を明らかにした上で、我が国として

の標準化への取組を強化していく必要がある。

　

イ

　

今後の標準化推進の在り方

　

情報通信の高度化、グローバル化、デファクト標準の台頭による標章化に関わる田際競争

の激化が進展している中、情報通信分野における相互接続性・相互運肝はの確保、国際競争

力の確保を図るためには､服点的に標準化を推進すべき分野と標準化課題を明確化した上で、

我が国全体として積極的に標準化を推進していくことが必要である。この認識のもと、今後、

重点的に標準化を推進すべき10分野と45の標準化課題を選定したっ

　

ウ

　

国際競争時代における情報通信標準化の推進方策

　

今後の標準化政策の基本方針として、①新産業創出・国際競争力確保の手段としての標準

化、②外国との連携を重視したオープンな標準化、③民間主導のオープンな標準化、①研究

開発・標準化・実証実験の一体的推進を提示しており、官民がそれぞれ所要の施策を推進す

べきである。

(3)シームレス通信環境の実現に向けて

　

郵政省では、８年８月から｢シームレス通信技術研究会｣を開催し21世紀の高度情報通信

社会の構築に必要なシームレス通信環境の実現方策等について検討を行ってきたが、９年ぺ

月、報告を取りまとめた。

　

報告では、まず、｢ネットワークのシームレス化｣及び｢家庭内の情報配線のシームレス化｣

という二つの観点から｢シームレス通信環境｣の実現に必要な標準化課題等を明らかにしてい

る(第３－７－６図参照)。
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第３－フー６図

　

ネットワークのシームレス化、家庭内のアクセスリンクのシームレス化

⑤

ネットワークのシームレス化

言血i4?器高精細テレビ

　

通信放送

⑤

TＡ（ターミナルアダプタ）

家庭内のアクセスリンクのシームレス化

高精細テレビ

ゲーム機

ファクシミリ､プリンタ

パソコン､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

電話

　

また、これらの技術開発及び標準化を進めるために、基盤的技術に対する国の研究開発や

シームレス通信技術共同研究テストベッドやモデル住宅を用いたマルチメディアホームリン

クの実証実験等、様々なメディア、ネットワークにかかわる産学官の関係者が参加した開発

を推進すること等が提言されている。

(4)マルチメディア時代の宅内の高度情報化の実現に向けて

　

シームレス通信技術研究会において提言されたマルチメディアホームリンクに関する実証

実験の実施、技術の標準化、設計・施工のガイドラインの策定及び導入支援措置の整備など

の具体化に向けた検討を行い、住宅の情報化に資することを目的として、郵政省では、９年

11月から｢マルチメディアホームリンクの研究会｣を開催し、10年３月に報告を取りまとめる

竹定である｡

　

また、このマルチメディアホームリンク技術に加え、宅内の高度情報化について、中長期

的観点から将来像と研究開発の推進方策を明らかにすることを目的として、10年２月、電気

通信技術蜜議会に｢宅内の高度情報化の将来像と研究開発の推進方策｣を諮問したところであ

る。

一
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第８節

　

宇宙通信政策の推進

１

先端的な宇宙通信技術の研究開発

(1)通信放送技術衛星(ＣＯＭＥＴＳ)の開発

　

通信放送技術衛星(ＣＯＭＥＴＳ)は、21GHz帯での広帯域・高画質なＨＤＴＶ放送、統合

デジタル衛星放送ｎＳＤＢ)等次世代の高度な衛星放送やＫａ(30/20GHｚ)帯及びミリ波

(50/40GHｚ)帯を利川した衛星通信のパーソナル化、マルチメディア化に必要な移動体衛星

通信等の技術開発を目的とした衛星で、10年２月21日に打ち上げられた、

　

しかし、予定していた静ILトランスファー軌道への軌道投人に失敗し静止軌道へ投人でき

なくなった。その後、宇宙開発事業団が、衛星の軌道を変更しているところであり、郵政省

では、変更後の軌道において口丁能な限りの通信・放送実験が実施できるよう準備を進めてい

くこととしている。

(2)技術試験衛星Ⅷ型(ＥＴＳ－Ⅷ)の開発

　

技術試験衛星Ⅷ型(ＥＴＳ一VⅢ)は、携帯端末による移動体衛星通信や移動体マルチメディ

ア衛星放送の実現に必要な技術の開発を目的とした衛星で、10年度に衛星の開発に着手し、

14年度に打ち上げられる予定である(第３－８－１図参照)つ

第３－８－１図

　

技術試験衛星Ⅷ型（ＥＴＳ一皿）

　　　　　

．

　

人問展開アンテナ

フ_E一一対アレー－

アンテナ綸山部
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ドＴＳ－Ⅷでヽは次のような技術の開発が予定されている。

　

干

　

移動体衛星通信技術

　

Ｎ一ＳＴＡＲでヽ使用しているＳバンド(2.6/2.7GHz)を使用レ衛星上で回線交換を行う機

能を行しており、携帯端柏二より通信を行う技術の確止を目指している。

　

ロ

　

移動体マルチメディア衛星放送技術

　

移動体への64～128kbps程度のマルチメディア放送を可能とする技術の開発を目的として

いる。

　

言)大型展開アンテナ技術

　

二のアンテナは、通信及び放送ミッション機器用として使川される10m級の展開アンテナ

である、このアンテナ技術の確立により、静止衛星通信システムにおいて、ハンドヘルド端

末を用いたマルチメディア通信が可能となるっ

(3)超高速(ギガビット級)通信技術衛星の研究開発

　

超高速(ギガビット級)通信技術衛星は、地上系の光ファイバ網とのシームレスな通信を実

現するため、伝送容量が最大1 Gbps程度の超高速衛星通信技術を確立するための衛星であ

る。二の技術を活用して、インターネット高速アクセス等多様なアプリケーション、G I I

構築への貢献が可能となる。欧州宇宙機関(ＥＳＡ)と共同で研究開発を進めることとしてお

り、14年度ごろの打上げを目標としているっ

　

この衛星には、マルチメディア・マルチエリア対応の高速衛星通信システムを実現するた

め、電子走査アンテナ、ＡＴＭ交換機等を搭載することを検討している。

　

また、二の衛星は、光通信を活用してグローバルな衛星通信網を構築する技術を実証する

ために、光衛星間通信機器を搭載レ欧州の衛星との衛星間通信実験を行うことを検討して

いる。

(4)次世代ＬＥＯシステム(ＮＥＬＳ)の研究開発

　

現在、2000年ごろのサービス開始を目指した周回衛星を用いた移動体衛星通信システムの

計画が進められている。衛星通信のニーズは、今後もより増大するとともに、パーソナル化、

マルチメディア化することが予想されることから、この次世代のシステムにおいては、携帯

端柏二よる勤画像伝送が可能な衛星通信サービスを提供する、次世代の周回衛星による移動

衛星通信システム(ＮＥＬＳ)が求められると予想される。

　

郵政省では、このような社会的ニーズを踏まえ、ＮＥＬＳの実現に必要な技術を確立する

ことを目標に、９年から通信・放送機構において研究開発に着手レ17年度ごろの宇宙実証

を計画している｡

(5)衛星測位システムの研究開発

　

衛星測位システムについては、近年、船舶や航空機の無線航行、カーナビゲーション、測

量等、米国のＧＰＳ巾1)の利用が拡大している。我が国政府では、ＧＰＳの安定的かつ継続

的な利ｍの郎保に向け、米川と協議を行っている。また、衛星測位システムの構築に国際的

な往航ができるよう、次μt代の衛星測位システムに必要な高精度な衛星搭載原子時計技術、

衛星一地上問精密時刻比較技術等の研究開発にり年から着手している。



(6)軌道上検査・修理システムの研究開発

　

近年、米国を始めとして、新しい商用の衛星通信システムの開発が盛んになってきている

が、衛星に故障が乍じた場合、これを修復する手段は令く開発されていない、

　

そこで、郵政省では、このような問題を解決するため、８年度から、衛星の軌道に二おけ

る検査・修理システムに関する研究を行っている。具体的には、遠隔検査技術として、j.｡ﾉ多

関節マニピュレータ、②高精細カメラ、③オンボード画像圧縮等を含めた人容加州娘通信技

術、の研究開発を行っている｡

(7)熱帯降雨観測衛星(ＴＲＭＭ)及びＥＴＳ－Ⅶの研究開発

　

９年11月28口、ＴＲＭＭ及びＥＴＳ－ⅦがＨ一11ロケット６号機により打ちトげられた．

　

ＴＲＭＭは、日米共同プロジェクトとして熱帯・亜熱帯地方の降雨観測を行うことを目的

に開発された衛星である。この衛星を利用レ通信総合研究所では、降雨の三次元構造、特

に垂直分布、海洋及び陸域上の降雨を定量的に観測レ全地球規模での気候変動、水分循環

等の解明を行うこととしている。

　

ＥＴＳ－VIIは、①無人宇宙機同士による自動及び遠隔操作ランデブ・ドッキング技術の実

験、②地上から遠隔制御できかつ人工衛星に搭載可能な宇宙ロボットの実験∠ヤデータ中継

衛星を経由した軌道上作業の運用技術の習得、を目的とした偉f星である。通信総合研究所で

は、搭載ロボットアームを使い、大型アンテナを組み立てる際に必要となるアンテナ鏡面を

結合する実験を行う。

２

　

衛星アプリケーションの開発・実証の推進

(1)ポスト・パートナース計画

　

郵政省は、４年11月から８年３月まで、｢パートナース計画｣と呼ばれる、アジア・太平洋

地域の諸国を対象にＥＴＳ－Ｖを利用した衛星通信に関する共同実験を実施した、この実験

には、大学、病院、研究機関等、日本国内12か所と海外Ｓか国(タイ、インドネシア、フィ

ジー、パプア・ニューギニア及びカンボディア)が参加した、

　

現在､パートナース計画の成果を生かレ動画像伝送を呵能としたシステムの充実を始め、

実験内容の拡充及び参加国の拡大を図り、ＧＩＩやＡＩＩをめぐる動向等を踏まえ、アジ

ア・太平洋地域の情報通信基盤の整備及び人材育成等に貢献すべく、｢ポスト・パートナー

ス計画｣として衛星通信国際共同実験プロジェクトを推進している、この実験を通じて、教

育・医療・学術研究等の分野で衛星通信をどのように利用できるかを実証するとともに、人

材育成のための技術移転を行うこととしている

(2)衛星アプリケーション実験推進会議

　

衛星アプリケーション開発は、衛星通信発展のために、衛星開発と両輪をなすものであり、

電気通信技術審議会答申｢宇宙通信の将来像と今後の研究開発の推進方策｣(８年US目)におい

て、21世紀の情報通信基盤の一一翼をなす衛星通信の利用を

　

j副足進するために、様々な衛星

アプリケーションの開発を推進すること、及び二のために必要な産学官が連携した衛星テス

トベッドを整備する二とが提言されている、
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二れを受け、郵政省では、衛星アプリケーション開発に資するＧ７のG I BNプロジェク

トの一環である日米、日欧間の高速衛星通信実験とともに、日韓高速衛星通信実験や国内ア

プリケーション開発を総合的に推進することとし

　

９年10月から｢衛星アプリケーション実

験推進会議｣を開催して、産学官の連携の下、衛星テストベッドの整備及びこれを用いた

様々な実験の一層効率的・効果的な推進に努めている。

　

ア

　

日米実験(日米共同高速衛星通信実験)

　

日米共同高速衛星通信実験構想の推進について、６年11月に意見が一致し、９年２月に第

　

一段階の実験として45MbpsのＡＴＭ接続を達成し、同年３月には高精細ビデオ・ポストプ

ロダクション実験のデモンストレーションに成功した。今後、第二段階の実験として、10年

２～３月から、155MbpsのＡＴＭ高速衛星回線を用いた画像伝送実験を行う予定である。

　

イ

　

日欧実験(ＪＥＧプロジェクト)

　

９年７巾二日本一ＥＳＡ行政官会議で一致して取り組むこととされたＪＥＧ(氾2)プロジェ

クトプランに基づいて、日本とヨーロッパを高速衛星回線で結び、実験を行う。意見の一致

をみた当初の実験テーマは、①ＤＡＶＩＣ巾3)版ｖideo-ｏｎ-Ｄｅｍａｎｄ相互運用性実験、②衛星

通信を統合したインターネット、③地球観測データの交換実験、である。

　

ウ

　

日韓実験(日韓高速衛星通信実験)

　

９年９月に韓国情報通信部において行われた局長級会合で一致して取り組むこととされた

高速衛星通信実験の具体的な推進方法に基づいて、当初は、①ＡＴＭによるＬＡＮ間接続、

②ＡＴＭによるマルチメディア通信、③高精細画像伝送実験(立体画像を含む。)、①リアル

タイムＶＬＢＬ⑤遠隔医療、の実験を行う予定である。

　

エ

　

国内アプリケーション実験

　

８年度補正予算で可搬地球局を配備するなど、衛星テストベッドの整備を進めている。な

お、実験テーマについては、９年12月から暮集を開始しており、幅広く実験を実施していく

こととしている。



第９節

　

安全な社会づくりを目指す防災対策の推進

１

災害への対応と事件解決へのサポートの実施

　

郵政省では、災害時の支援活動として、①救助郵便物の料金免除、②被災者が差し出す郵

便物の料金免除、③)災害ボランティアロ座での寄附金配分、①被災者あて災害義援金の振替

料金免除、⑤被災者への郵便葉書等の無償交付、⑤貯金・保険の非常取扱い(通帳、証書、

印章等をなくした被災者の郵便貯金等の非常取扱い、簡易保険の保険料払込みの延仲、保険

金の非常即時払等)を行っているが、このぼかにも必要に応じて、携帯電話の貸し出し等、

様々な施策を実施している。

(1)ナホトカ号流出油災害への対応

　

郵政省では、９年１月に発生したナホトカ号の事故の際、三川町災害対策本部等15団体あ

ての義援金送金のための郵便振替料金の免除を行ったぼか、重油の回収を行う関係各県対策

本部等へ携帯電話、無線端末(郵政省の災害対策用に備蓄している166台と電気通信事業者等

から提供された833台)の貸し出しを実施した、そのぼか、三国町(福井県坂井郡)及び珠洲市

(石川県)の通信確保のための携帯電話基地局の臨機の措置による即日免許、通信総合研究所

の短波レーダーによる重油の拡散方位を予測するための海流の把握といった災害地域への支

援を実行した。

(2)在ペルー日本国大使公邸占拠事件への対応

　

８年12月に発乍した在ペルー日本国大使公邸占拠事件では、事件解決に向けてペルーと目

本との間の緊密な情報交換に資するため、国際通儒事業者へ要話し国際通信回線の確保を

行った。具体的には、①ペルーとの現状回線の維持・運用丿乙在ペルー大使館と外務省との

間にテレビ会議システムによるホットラインの設置、③テレビ中継回線の臨時設定、①イン

マルサット衛星の可搬型地球局の追加搬入、を実施した、

２

　

情報通信を利用した防災対策の推進

(1)郵政省危機管理システムの構築

　

緊急事態発生時に、被害状況等を迅速に把握レ的確な対策を実施するためには、情報収

集り云達于･段の確保がまず重要である。そこで郵政省では、緊急事態発生時の郵便局の被災

の状況や、業務の運行状況をパソコンネットワークにより迅速に報告できるシステムを中心

とした｢郵政省危機管理システム(Ｐ－ＥＭＳ)｣の構築を進めている

　

９年には、システムの詳細設計までを行った
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(2)宇宙測地技術を用いた地殻変動観測

　

郵政省では、７年度に、通信総合研究所がこれまで開発し研究成果を上げてきた超長基線

電波刊乳汁(ＶＬＢｎ及び衛星レーザー測距(ＳＬＲ)技術を活用した、首都圏の広域地殻変

動観測施設を完成させた

　

これは、小金井局(東京都)、鹿烏局(茨城県)、三浦局(神奈川県)

及び館山局(Ｔ葉県)のけ都圏４地点の観測局により、数ｍｍ単位の桁度で定常的に地殻変動

の三次元的変化を観測するものである。また、肘界で最高性能のリアルタイムＶＬＢＩ装置

を稼働させるなど、技術開発を並行して行っている。

　

８年度からは、システムを本格稼働させ、首都圏広域地殻変動観測を行っている。観測結

果は気象庁に報告するとともに、インターネヽバヽのホームページ(http://ksp.ｃr1.ｇｏ.jp/index-

i.html)を用いて公表している｡

(3)防災無線システムの高度化に関する検討

　

郵政省では、７年から｢防災無線システムの高度化に関する研究会｣を開催し、今後の防災

システムの一層の高度化を図るための課題及び方策について検討を行ってきた。

　

８年６月に

取りまとめられた報告を受け、９年度から10年度において、以ﾄの技術的検討及び実用化実

験を行う、

　

①

　

同報系(市町村の災害対策本部等からの一斉発信)の防災行政無線について、音声、デ

　　

ータ、画像の双方向でのに送等を可能とするためのデジタル化

　

①

　

テレメータ・テレコントロール系(水防ダム等に関する情報収集、放流警報装置等の

　　

遠隔制御等)無線システムのナロー化、高速・大容量化

　

③

　

電話のように扱いやすい双方向通信の実現等端末機器の操作性の向Ｌ

　

Ｔ、②は横浜市(神奈川県)レ③は小谷村(長野県北安曇野郡)において行う。

(4)非常時通信技術の研究開発

　

通信総合研究所において、人規模災害に対処可能な耐災害性電気通信システム及びマルチ

メデ∩ア通信に対応した非常時通信交換方式の研究開発を７年度から実施している。８年度

には、被災を免れた通儒設備を統合するサバイバルネットワークのモデルの開発等を実施し

た、９年度はこのサバイバルネットワークの制御アルゴリズムを開発するとともに、災害・

安否情報のラベリング処理装μの開発を行った。10年度は、異種メディア問相互交換ソフト

ウェアの開発等を行う‾戸定であるI

(5)地域非常通信のためのネットワーク技術の研究開発

　

郵政省では、耐言性の高い地域非常通信ネットワーク(次世代防災無線システム)の実現の

ためヽ必要となる無線技術の研究開発を８年度から推進している(第3-9-1[ﾇ1参照]。具

体的にはヽ被災自治体(兵庫県、芦屋市、西宮市)の協力を得ながら、通信・放送機構におい

て、にに以下の技術開発を実施している。



４二回ぶｺﾞ

グループ通信制御系

　　

(Ａ市役所)

第3-9-1図

　

地域非常通信ネットワークイメージ図

応援者

⊇

グループ通信制御系

　

(Ｂ市役所)

ﾉヶ

　

①

　

動画像、音声、データ等の情報量や通信特性の異なる情報を一つのシステムで共存さ

　　

せる技術

　

②

　

局地的に通信が集中する場合に対応したチャンネル割当技術

　

③

　

応援者も一体となって通信できるためのネットワーク制御技術

　

９年度には、これを継続するとともに、基本モデルシステムの構築及び研究項目の一部に

ついて実証実験を行った。

(6)複数の衛星を利用した災害・危機管理システムの研究

　

郵政省は科学技術庁と連携し、10年度から、大規模な災害や事故発生時等において、各種

地球観測衛星、宇宙通信ネットワーク等を複合的に活用した防災・危機管理システムの研究

を行うこととしており、９年度から準備段階の検討を開始した。

(7)防災訓練の実施について

　

郵政省及び非常通信協議会は、９年９月、政府の総合防災訓練(東海地震対応訓練、南関

東地域直下の地震対応訓練)に参加し、実際に災害が起きた場合を想定した実践的な情報伝

達訓練、非常災害対策本部等の設置及び運営訓練等を行った。

　

また、郵政省内の訓練においては、①横浜の７都県市合同防災訓練会場から携帯電話によ

り送られてきたデジタルカメラ映像の非常災害対策本部会議での活用、②スペースポスト号

による衛星回線を確保しての同訓練会場からの現地報告、を行った。

　

さらに、各地方公共団体の防災訓練に郵便局等も参加することにより、連携して災害に対

処する訓練も行った。
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郵便局の防災拠点化の推進

(1)災害時における郵便局と地方公共団体との連携

　

郵政省では、郵便局を地域の防災拠点とするべく、郵便局と地方公共団体との間で防災協

定を締結している。現在、防災協定を締結している地方公共団体の数は、全国で983(10年２

月現在)となっている。主な協定内容は、①郵政省、地方公共団体それぞれが所有・管理す

る施設及び用地の相斤提供、②被災者の避難先及び被災状況等の情報の相互提供、③防災訓

練への相互参加、①相互の防災計画等に関する平時からの情報交換、⑤安否情報等の連絡体

制の検討、⑥住民の避難場所への臨時ポストの設置、である。

(2)郵便局を活用した災害情報提供等の実施

　

郵政省では、被災地域における災害関連情報の円滑な伝達を図るため、地方公共団体が構

築するパソコンネットワークと郵便局のコンピュータネットワークとを接続レ郵便局を情

報拠点として、被災地の関係地方公共団体からの災害関連情報の提供を行うなどの実証実験

を９年度から実施している、、

(3)郵便局舎の防災体制の整備

　

郵政省では、大災害時においても、本来の業務を維持レまたその施設を地域住民のため

に活用するため、局との耐震性の確保に努めている。既存の局舎に関しては、災害耐久度の

チェックを行い、不ト分なものについて、補強工事を行っており、今後新築する局舎に関し

ては、９年２月に改正した新基準で建築することとしている。また、防火水槽の整備及び災

害時でも確実に作動する空冷発電機の整備を行っている。



（注１）

　

通信・放送機構は、①･通信吟侑ト放送術星の竹制・遅川、②一辿信一放送竹術の向卜を図るための研究問允、

③通信・放送分野の乍業者に対する政策jと援を行う郵政省のご雨去人である

(注２)

　

民問において行われる電気通信及び鉱[:業分野の雌盤技術に関する試験研究を促進するための郵政省・通商

産業省共管の認可法人である

(注３)

　

指定電気通信設備とは、各那逆府県において加人片回線数のｊ分の１を超える規模の固定に送路設備及び二

れとー･体として設μされるおおむね県内通信網の電気通信設備である、

（注４）

　

サイバービジネスのll場丿実現に向けて、各種電ｆ商取引実験の推進や卸斐的課題の検討を行うことを目的と

して、７年７川二設jﾉlされた民問謳条約100什.からなる協議今

(注引サイマル放送

　

デジタル放送開始後も、祝聴片保誕の観点から現行アナログ放送を一定開聞継続して行うこと

(汁6) ITU一Ｒ

　

ＩＴＵ－Ｒは、無線通信の技術・運用等の問題の研究、勧占の作成、無線通信現出｣の改Iし川波数の割肖及

び付録等を行っている、ＩＴＵ一ＲにはＫＡ及びＷ尺Ｃのとつの会議があり、1年にｰ一度開催されることにな

っている。

（汁７）ＩＴＵ

　

ＩＴＵは／心気通f帛二関する国連の専門機関であり、無線周波数及び静I卜かlt軌道の国際調幣・整理／電気

通信に関する規制の作成及び国際標章化、開発途ﾄ田に対する技術協力をiﾓな任務としている

(注８)

　

関西文化学術研究部面における光ファイバ網の実川化実験とは、財[ヽ月法人マルチメディア振興センター(Ｆ

M M C)が、関西文化学術研究部巾(京都府川楽郡梢帖町)において、光ファイバ網を敷設した約30㈲t帯へ各種

マルチメディアサービスを捉供する実験である

(注９)世IW貿易機関(ＷＴＯ)

　

ＷＴＯは、ＧＡＴＴの第利口]の多角的貿易交渉として実施されたウルグァイ・ラウンド交渉の結米、W T 0

協定けt界貿易機関を設立するマラケシュ協定)が締結されたことから、バト１川二発足し仁多角的貿易体制を

維持・強化する枠組みとしての国際機関である｡

　

ＷＴＯ協定の附属μの

　

つである｢サービスの貿㈹二関する･般|迄定(ＧＡＴＳ)]は、サービスの貿％を包括

的に規律する協定であり、これに各国の自山化約束を昌収した約束古川付属されている

　

通信分野に関しては、

公衆電気通信へのアクセス及び利川に関する説則を川定する｢電気辿信に関する附届書｣及び基本市気通信分野

の継続交渉について記桟した｢基参電気通信の交渉に関する附図府｣が附属されている｡継続交渉の成米である

各国の約束表は、い|こ２川二採択された第門議定書に附属され、同議定書の発効と同時に効力を生じることと

なった。

(注10)コールバック回線提供事業者

　

第三[月からの｢呼出要求｣(悍川線方式の引目線経山によるデー舛ム送や不完J'呼方式

の公衆網経由による不完戸呼を指す｡)に応じて、日本円内から肖該ユーザーを呼び返すとともに首信先を呼び

出し、双方の接続を行う訂業者(目本には現存しない丁

(注11)無線通信総会(RA)

　

ＩＴＵ一Ｒの総会であるＲＡは、無線通信研究委い会の碍成等、ＩＴＵ－Ｒの組織の決定、無線通信研究委

員会の議長及び副議長の任命、作業方法の兄直し、無線通信に関する附究課題及び勧にの小記を行っている

(注1廊世界無線辿信公議(WRC)

　

ＷＲＣは､電波利川に肖だっての｢I回的収決めである外線通信現川｣を改IIくするために開催される勁議でよ∩、

国際的な川波数分配の決定、周波数及び静II言fY軌道の使川のためのト続きの整備等午行っている
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（注1冽

　

ＩＴＵ電気通f,i開発部門（ＩＴＵ－Ｄ）

　

ＩＴＵ－Ｄは、開発途ll国に対する電気通信開発の促進のための技術協力等を担当している機関。

叫ﾐ14）アジア・人平洋経済協力(APEC)

　

ＡＰＥＣは、〕L世界経済の成長と発展への自献、②経済相互依存関係の進展に起因する利益の増進、③開か

れた多角的貿易体制の推進強化よ①貿易・投資における障壁の削減、を目的として、元年、オーストラリア首

相の復唱によ０和」設された．ＡＰＥＣには、上な会合として、非公式首脳会議、閣僚会議、分野別の大臣会合

及びワーキング・ブルーフ会合等がある。

(注15)アジア・人平洋電気通信共同体(ＡＰＴ)

　

ＡＰＴは、アジア・太礼羊地域の電気通信の開発促進及び地域電気通信網の整備・拡充を主たる目的に、昭

和54年に設立された政府問の田際機関である。

　

ＡＰＴではトに、電気通信に関するセミナー・会合の開催、スタディ・グループにおける電気通信技術に関

する調査・研究、研修の受け入れ、専門家の派遣による技術協力活動を行っている。

削ﾐ16）経済協川州発機構（ＯＥＣＤ）

　

ＯＥＣＤは、巾場経済と民iﾐ主義に基礎を置く先進29か田で構成された、経済成長、開発途Ｌ国援助、多角

的な∩由貿易の拡大を目的とする国際機関である．

(注17)万国郵便迎合(ＵＰＵ)

　

ＵＰＵは、国連の専門機関の一つであり、世界の郵他業務等を効率的に運営すること及び文化、社会、経済

分野における旧際協力に貞献することを目的としている。犬会議が連合の最高機関であり、原則として５年ご

とに開催している、

(注18)アジア＝人ｔ洋郵便連合(ＡＰＰＵ)

　

ＡＰＰＵは、アジア・大平洋地域の郵他業務の拡大、改善及び域内における国際協力の増進等を目的とする

地域的な郵便連合である、大会議が連合の最高機関であり、原則として５年ごとに開催している。

(汁19)インテルサット

　

衛星を利用しか通信システムを出際的に提供する機関であり、米国の提唱により、昭和39年に発足しか。９

年９川現在、太平洋卜５機、インド洋Ｌ７機、大西洋上12機(計24機)の静止衛星を配置レ142の加盟国のほ

か多くの国が利用

(注20)インマルサット

　

衛星を利用した移動通信システムを国際的に提供する機関であり、昭和54年に発足した。９年９月現在、太

平洋112機、インド洋Ｌ２機、大丙洋tl4機(計８機)の静止衛星を配置し、全世界をカバー。 81の加盟国のほ

か多くの国が通信に利11L

(注21) GPS

　

全||!界的衛星測位システム(ＧＰＳト衛星を用いて測位を行い、正確な位置を割り出すシステムであり、米

国国防総省が開発し米国運輸省と共同で運川管理している、

　

ＧＰＳは、車単目的で開発されたシステムであるが、Ｓ年12月から全世界に民生用として無償で開放され、

我が田においては、カーナビゲーションをはじめてとして、航空・宇宙分野、測地づ則量分野等幅広く利用さ

れている

(注22) J FA:;(=Japan-Europe gamma)

　

欧州のgammaプロジェクトと協力して、口本と欧州を高速衛星川線で結ぶプロジェクレgamma { = Global

Archtecture for Multimedia Access)プロジェクトとは、通信インフラを整備することを目的として、北米、日

本等とマルチメディア通信実験を実施するプロジェクトであり、ＥＳＡが関係機関、企業と連携して、ACT

Ｓ山巾jの

　

っとして拙案している

　

ＡＣＴＳ(＝AdｖａｎｃｅｄCommunications Technologies and Services)計画は、

高度通信インフラの整備とサービスの片及を促進するため、欧井旧か国以Ｌの企業・組織の参加による共同研

究計【巾iを公募レ審介の結米、欧州内企業には、最高50％の哺助金を欧州委員会(ＥＣ)が拠出するプロジェク

∩[吹州渋外からの参加七日ｎ

（汁23) D A V I C【＝ＴＩﾌ】ｅDigitalAudio Visual Coucil)

　

M I･卜丿;によってデジタル化された情報を川仔に伝送するシステムの標準方式を定めることを目的とした組

綴のy,称

　

D A ＼'1 C版Video-on-Demandとは、ＤＡＶＩＣで定められた標準方式に従って開発されたVideo-

on-Demandシステムである


